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第１編 総論 

第１章 はじめに 

１ 計画策定の背景 

 （１） 計画策定の背景 

    本市は、平成１８年３月２０日に旧社町、旧滝野町、旧東条町の３町が合併し、誕生しました。

合併以前から、人口の増加や市民サービスの向上のため、学校、市営住宅、保健福祉施設などの 

   公共施設や、道路、橋梁
きょうりょう

、上下水道施設などのインフラ施設を整備してきており、合併により多数の 

   公共施設やインフラ施設を所有することになりました。これらの公共施設やインフラ施設は、今後老

朽化が進み、近い将来、一斉に大規模改修や更新の時期を迎えることとなり、全ての公共施設やイ

ンフラ施設について大規模改修や更新を行う場合、膨大な費用が必要になります。しかし、今後も厳

しい財政状況が見込まれる中では、全てに対応することは極めて困難な状況となっています。 

    また、少子化・高齢化が進み、市民の人口構造が変化するなかで、個々の公共施設が持つ役割

や、公共施設全体の量や配置についても検討する必要があります。インフラ施設については、市民の

ライフラインを将来にわたって確保すべく、効果的かつ効率的な維持管理をし、長寿命化を進めてい

くことが求められています。 

 

 （２） 計画策定の過程及び計画の構成 

    平成２３年度に公共施設の全体像と個々の施設の現状の把握を行い、「公共施設マネジメント白

書」を作成しました。この白書を基本に、本市が保有している公共施設を将来どのように再配置する

かの方向性やその適正配置等を推進するための取組概要を定めた「公共施設適正配置計画(案)」

を作成し、平成２６年１２月に発表しました。そして、パブリックコメント手続や市民説明会の開催、代

替案の募集を行い、市民等から広く意見を求めた上で、平成２７年７月に「公共施設適正配置計画

(案)」を一部見直し、改めて市民説明会を開催しました。その後、「公共施設適正配置計画（案）」を、

公共施設の施設区分ごとの方向性やその考え方、取組概要などを示す「公共施設の適正化に関す

る計画」と、公共施設ごとの取組項目や概算事業費の推計などをまとめた「年次計画」に区分し、「公

共施設の適正化に関する計画」については平成２７年９月に市議会で議決され、「年次計画」につい

ては平成２８年３月に策定しました。一方で、総務大臣通知「公共施設等の総合的かつ計画的な管

理の推進について（平成２６年４月２２日付け総財務第７４号）」において国は、地方公共団体に対し

速やかに公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するための計画（公共施設等総合管理計

画）の策定を求めていることから、本市としては、「公共施設の適正化に関する計画」と「年次計画」を

あわせた「公共施設適正配置計画」に、インフラ施設の管理に関する方針とその他必要な統計情報

等を盛り込んで、「公共施設等総合管理計画」としました。 

    「公共施設の適正化に関する計画」については、これまでの取り組み内容を反映する一部改訂を

令和２年３月に行いました。さらに、総務省自治財政局財務調査課長通知「令和３年度までの公共

施設等総合管理計画の見直しに当たっての留意事項について（令和３年１月２６日付け総財務第６

号）」を受け、令和４年３月に各施設の現状を踏まえた内容に「公共施設等総合管理計画」を一部

改訂します。 
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【計画策定の過程】 

   ○平成２４年３月 公共施設マネジメント白書の作成 

                    ｜           

                    ↓ 

   ○平成２６年１２月 公共施設適正配置計画（案）の発表 

    ・平成２７年１月～２月 パブリックコメント手続  

    ・平成２７年１月～２月 市民説明会（第１回）の開催 

    ・平成２７年２月～６月 代替案の募集 

                    ↓ 
   ○平成２７年７月 公共施設適正配置計画（案）の一部見直し 

    ・平成２７年７月 市民説明会（第２回）の開催 

                    ↓ 
   ○平成２７年９月 公共施設の適正化に関する計画を市議会で議決 

                    ↓ 
   ○平成２８年３月 年次計画の策定 

                    ↓ 
   ○平成２９年３月 公共施設等総合管理計画の策定 

                    ↓ 
   ○令 和２年３月 公共施設の適正化に関する計画の一部改訂 

                    ｜           

                    ｜ 

                    ↓ 

   ○令 和４年３月 公共施設等総合管理計画の一部改訂 

 

【計画の構成】 

   ■公共施設等総合管理計画 
 

     ●公共施設適正配置計画 
 

      ▼公共施設の適正化に関する計画  

       ・公共施設の適正化の方向性やその考え方 

       ・公共施設の分類ごとの取組概要 
 

      ▼年次計画  

       ・公共施設ごとの取組項目 

       ・公共施設ごとの概算事業費・財源の試算  

 

     ●インフラ施設の管理に関する方針  

      ・インフラ施設ごとの管理に関する方針 

 

平成２６年４月 総務大臣通知 

・公共施設等の総合的かつ計画的な

管理を推進するための計画（公共施

設等総合管理計画）の策定を要請 

令和３年１月 総務省自治財政局 

財務調査課長通知 

・策定済み個別施設計画等を踏まえた

公共施設等総合管理計画の見直し 

を要請 
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２ 計画の期間 

    本計画の期間は、平成２８年度から令和７年度までの１０年間とします。 

※令和４年３月の改訂は、各施設の現状を踏まえた中間見直しであるため、計画期間に変更はあり

ません。 

 

３ 対象とする施設 

    本計画では、「公共施設適正配置計画」が対象としている公共施設に、道路、橋梁、水道、下水道、

公園のインフラ施設を加えたもの（以下「公共施設等」という。）を対象とします。 

 

                       公共施設等 

                          公共施設 

       ・市庁舎等（市庁舎、加東ケーブルビジョン、加東市民病院、消防署など） 

       ・学校施設（小中学校、こども園、学校給食センター） 

       ・生涯学習施設（文化会館、図書館、公民館、屋内体育施設、屋外体育施設など）      

       ・保健福祉施設（保育所、児童館、福祉センター、アフタースクール施設など） 

       ・観光、産業振興施設（やしろ鴨川の郷、滝野温泉ぽかぽ、道の駅とうじょうなど）      

       ・環境衛生、防災施設（埋立処分場、残土処理場、防災備蓄倉庫など） 

       ・市営住宅 

 

                         インフラ施設 

       ・道路（市道） 

       ・橋梁（市道の橋梁） 

       ・水道（水道管、取水場、浄水場、ポンプ所、配水池などの水道施設）   

       ・下水道（下水道管、処理場、ポンプ場などの下水道施設） 

       ・公園（遊具、トイレなどの公園施設） 
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第２章 公共施設等の現状と将来の見通し 

 

１ 加東市の状況 

 （１） 人口の見通し 

    本市の人口は、平成７年以降４０，０００人前後で推移しており、令和２年国勢調査では４０，６４５

人となっています。平成３０年３月に策定した人口ビジョンでは、今後、本市の人口は徐々に減少し、

令和７年には３９，８３２人、令和２２年には３７，３４０人になると予測しています。 

 

（単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

資料：Ｓ６０～R２は国勢調査、R7～R２２は人口ビジョンの推計値 

図 人口の推移 

 

    年齢３区分別人口の推移については、年少人口（０～１４歳）は一貫した減少傾向、高齢人口（６５

歳以上）は一貫した増加傾向にあり、平成１２年には高齢人口が年少人口を上回りました。今後も少

子化・高齢化の傾向が続くと予測しています。生産年齢人口（１５～６４歳）は、平成１２年をピークに

減少に転じ、今後、著しく減少していくと予測しています。 

    年齢３区分別人口構成比の推移については、平成２７年には２５．２％であった高齢人口の割合が、

令和２２年には人口の３１．６％になり、生産年齢人口の割合は５５．３％になると予測しています。 
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（単位：人） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国勢調査は年齢不詳を除いており、人口ビジョンは端数処理をしているため、３区分の合計値が人口の推移と一

致しない場合があります 

資料：Ｓ６０～R２は国勢調査、R7～R２２は人口ビジョンの推計値 

図 年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※割合については、小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計が１００％にならない場合があります。 

資料：Ｓ６０～R２は国勢調査（年齢不詳を除いた数値）、R7～R２２は人口ビジョンの推計値 

図 年齢３区分別人口構成比の推移 
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 （２） 財政見通し 

    令和３年度から令和１２年度までの１０年間の財政見通しを示した「財政計画」では、本市の普通

会計9の一般財源10ベースの歳入は、自主財源である市税が法人に係る税制改正及び固定資産税

の評価替えの影響等により減少傾向が続き、今後も家屋の新増築や企業の設備投資が大きく見込

めないため、厳しい状況が続くと予測しています。また、令和３年度以降は地方交付税11の優遇措置

12がなくなることから歳入の大幅な増加は期待できない状況です。 

    一方、歳出は、補助費が減少傾向にあるものの、社会保障費である扶助費や、物件費、公債費、

繰出金が増加傾向にあり、大幅な削減は期待できない状況です。 

 

（単位：百万円） 

 

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：Ｈ18～R２は決算額、R3 は決算見込額、R4～R12 は財政計画の推計値 

図 市税の推移 

 

    歳入歳出差引額は、平成１８年度から徐々に減少傾向にありましたが、ふるさと納税の増に加え、

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を受けた令和２年度の７億６００万円をピークと

して令和１２年度には、マイナス９，７００万円になると想定しており、基金の取り崩しを必要とする厳し

い財政運営が懸念されます。 

                                                   
9 普通会計とは、地方公共団体の財政規模を比較するために共通の基準により設定する統計上の会計区分のこと。 

10 一般財源とは、使途が特定されていない、地方公共団体が自らの裁量で使用できる財源のこと。このうち市税は、市が自ら調

達する自主財源となる。 
11 地方交付税とは、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、全ての地方公共団体の行政サービスが一定の水準を維持で

きるよう財源を保障する見地から、一定の基準により国から地方公共団体に配分される財源のこと。日々の行政サービスに必要

な財源の不足額から算定される普通交付税と、自然災害による被害など緊急的な理由による財源の不足額から算定される特

別交付税がある。 
12 地方交付税の優遇措置とは、市町村合併をした地方公共団体に対する激変緩和措置として、合併後においても一定期間

は、合併前の市町村ごとに算定した普通交付税の合算額を交付する財政上の措置のこと。 
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（単位：百万円） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：Ｈ１８～R２は決算額、R3 は決算見込額、R４～R１２は財政計画の推計値 

図 歳入歳出差引額の推移 

 

 

２ 公共施設等の状況 

 （１） 公共施設 

    本市が所有する公共施設は、令和３年３月末時点で、１０９施設あります。そのうち建物が９５施設

で総延床面積が１６８，７９２㎡になります。用途別の数では、生涯学習施設が最も多く２３施設、つい

で市営住宅が１８施設、保健福祉施設が１６施設、学校施設が１５施設となっています。 

 

施設の区分 施設数 延床面積(㎡) 割合 備考 

市庁舎等 7 27,795 16.5% 市庁舎、加東ケーブルビジョン、加東市民病院、消防署など 

学校施設 15 66,700 39.5% 小中学校、こども園、学校給食センター 

生涯学習施設 23 29,142 17.3% 文化会館、図書館、公民館、屋内体育施設など 

保健福祉施設 16 14,733 8.7% 保育所、児童館、福祉センター、アフタースクール施設など 

観光､産業振興施設 6 4,813 2.9% やしろ鴨川の郷、滝野温泉ぽかぽ、道の駅とうじょうなど 

環境衛生､防災施設 10 1,053 0.6% 防災備蓄倉庫、リサイクルヤード 

市営住宅 18 24,556 14.5%   

合  計 95 168,792 100.0%   

※数値は令和３年３月３１日現在 

表 公共施設（建物）の保有状況 
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   用途別の延床面積は、学校施設が最も多く全体の３９．５％、ついで生涯学習施設が１７．３％、市

庁舎等が１６．５％となっており、この３分野の施設で全体の７３．３％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公共施設（建物）の延床面積の割合 

 

 （単位：㎡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公共施設（建物）の整備年度別延床面積 

 

    整備年度別の延床面積では、昭和５６年６月を境とする旧耐震基準の建物が４５，７０５㎡で２７．

１％、新耐震基準の建物が１２３，０８７㎡で７２．９％となっています。一定の大規模改修が必要とさ

新耐震基準 

123,087 ㎡ 

72.9% 

旧耐震基準 

45,705 ㎡ 

27.1% 

   ※数値は令和３年３月３１日現在 

 

※昭和 53 年に発生した宮城県沖地震をきっかけに新耐震基準が定められました。新耐震基準では、地震に 

よる建物の倒壊を防ぐだけでなく、建物内の人間の安全を確保することに主眼がおかれています。 
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生涯学習施設, 74.0%
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24.7%
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れる築３０年以上経過した建物の割合は５７．３％となっており、昭和５０年代後半に建設された多く

の建物が該当します。 

    公共施設のうち主たる用途が土地の利用に係るものの数は１４施設、面積（付随的な駐車場の面

積を除く。）は１８６，２８１㎡になります。用途別の数は、生涯学習施設が最も多く９施設、ついで環境

衛生、防災施設が５施設となっています。観光、産業振興施設は、やしろ鴨川の郷テニスコートにな

ります（施設数は建物と重複するため（ ）で表示）。用途別の施設面積では、生涯学習施設が多くを

占め全体の７４．０％、ついで環境衛生、防災施設が２４．７％となっています。 

 

用途の区分 施設数 面積(㎡) 割合 備考 

生涯学習施設 9 137,793 74.0% 屋外体育施設など 

観光､産業振興施設 (1) 2,485 1.3% やしろ鴨川の郷テニスコート 

環境衛生､防災施設 5 46,004 24.7% 埋立処分場、残土処分場、防災広場など 

合  計 14 186,281 100.0%   

※数値は令和３年３月３１日現在 

※面積については、小数点第１位以下を四捨五入しているため、合計が一致しません。 

表 公共施設（土地）の保有状況 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公共施設（土地）の面積の割合 

 

 （２） インフラ施設 

    本市が管理するインフラ施設は、令和３年３月末時点で、市道が約５３６km、市道の橋梁が２４４橋、

水道管が約４５０km、下水道管が約４７２km、公園が７０箇所となっています。 

 

 

 

 

              

   ※数値は令和３年３月３１日現在 
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３ 計画期間内に行った対策の実績と公共施設の推移 

 （１） 計画期間内に行った対策の実績 

 「公共施設適正配置計画」に基づき、公共施設の取り壊しや譲渡、転用、貸付、複合化13等の対

策を実施しました。これまでに行った主要な対策は以下の通りです。なお、対策内容については計

画期間外の経緯も含めて記載しているものもあります。 

                                                   
13

 複合化とは、施設の建替え等の際に二つ以上の機能を、一つの建物に集約すること。 

対策方針 対 策 内 容 及 び 施 設 写 真 

複合化 

 

平成２９年度：東条福祉センターとどろき荘内の宿泊施設部分に 

公民館機能(東条公民館)を複合化。 

令和 元年度：東条公民館解体により延床面積 約１，２５３㎡減。 

転  用 

貸  付 

 

平成２３年度：３階部分を北はりま消防組合へ貸付。 

平成２６年度：２階部分を北はりま消防組合へ貸付。(平成２９年度末まで) 

１階の一部を災害時待機場所として転用。 

令和 ２年度：２階部分を加東こども家庭センターとして貸付。 

１階部分を加東アート館に転用。 

 

【取り壊し前】 【取り壊し後】 

とどろき荘 

北はりま消防組合 

消防指令センター 

災害発生時 

災害時待機場所

として使用 

アート館 

加東こども家庭センター 

◎令和３年度末時点の貸付状況 

3 階 

2 階 

1 階 

旧滝野庁舎 
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対策方針 対 策 内 容 及 び 施 設 写 真 

取り壊し 

転  用 

 

 

 

平成２６年度：旧東条庁舎本館を取り壊し、 

駐車場として整備。 

延床面積 約１，１１６㎡削減。 

 

 

 

 

 

令和 元年度：旧東条庁舎新館及び 

東条東体育館を取り壊し、 

ドクターヘリ離着陸場として整備。 

延床面積 約２，２７４㎡削減。 

 

 

 

 

 

取り壊し 

売  却 

 

令和 ２年度：旧加東消防署を取り壊し。 

延床面積 約１，２９５㎡削減。 

 

令和 ３年度：当該土地を宿泊施設誘致事業用地として売却。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取り壊し前】 

【取り壊し後】 

【取り壊し前】 【取り壊し後】 

旧東条庁舎・東条東体育館 

旧加東消防署

11



 
 

 

  

譲 渡 

 

令和 元年度：三草保育園及びみくさなかよしくらぶを社会福祉法人へ譲渡。 

          延床面積 約７７９㎡削減。 

 

※現在は、社会福祉法人が保育所型認定こども園として運営。 

縮 小 

転 用 

 

 

令和 元年度:旧社こども園の一部を 

取り壊し・改修を行い、 

発達サポートセンター「はぴあ」 

及び駐車場として整備。 

            延床面積 約７７６㎡削減。 

 

三草保育園 みくさなかよしくらぶ 

発達サポートセンター「はぴあ」
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（２） 公共施設の施設保有量の推移 

 本市が所有する公共施設は平成２９年３月末時点で１１２施設ありましたが、令和３年３月末時点

では１０９施設となりました。そのうち建物は、加東みらいこども園の新設等により３施設増加した一方

で、東条東体育館の解体や三草保育園の譲渡等により８施設減少したため、５施設減少し、延床

面積は約３，２９６㎡の削減となりました。 
                                       

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

図 公共施設（建物）の施設数及び延床面積の推移 

 

    公共施設のうち、主たる用途が土地に係るものの数は、ドクターヘリ離着陸場及び加東市防災広場

の新設により、２施設増加し、面積は約１１，９５８㎡増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公共施設（土地）の施設数及び面積の推移 

延床面積（㎡） 施設数 

施設数 面積（㎡） 
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 （３） 公共施設の有形固定資産減価償却率の推移 

    有形固定資産減価償却率とは、有形固定資産のうち、建物等の償却資産の取得価格に対する減

価償却累計額の割合を計算することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過してい

るのかを全体として把握することができる指標であり、次の計算式で求めることができます。 

 

 

ただし、有形固定資産減価償却率は長寿命化工事の取り組みによる使用期間の延長効果等を

反映しておらず、施設の老朽度合や安全性の低さを直接的に示すものではないため留意が必要で

す。令和３年３月末時点で、本市が所有する公共施設の有形固定資産減価償却率は全体で６４％

となっています。そのうち、施設の区分別で最も高いのは学校施設の８０％、ついで生涯学習施設が

６５％、観光、産業振興施設が６４％、市営住宅が５８％、保健福祉施設が５６％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公共施設の有形固定資産減価償却率の推移 

 

有形固定資産減価償却率 ＝ 減価償却累計額 ／ 取得価格（再調達価格）
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４ 公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る費用の見込み 

    平成２８年３月に策定した公共施設適正配置計画≪年次計画≫は毎年ローリング調査を実施して

おり、令和３年３月改訂版では、公共施設の平成２８年度から令和２年度までの５年間の費用実績は

約１１０億円、令和３年度から令和７年度までの５年間の費用見込みは約２０７億円となっています。

インフラ施設については、決算額に基づき平成２８年度から令和２年度までの費用実績は約７８億円、

各個別施設計画（水道ビジョン・道路橋長寿命化修繕計画等）を基に推計した令和３年度から令和

７年度までの５年間の費用見込みは約１０２億円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公共施設等の１０年間の費用実績と見込み 

 

費用試算において、施設を適正に維持管理していく上で必要となる経常的な維持管理費等

を経常的項目とし、施設を新設、大規模改修、それらに伴う設計や用地取得費（借地解消に

係る用地取得費含む。）、取り壊し費用等を臨時的項目としています。平成２８年度から令和

２年度までの５年間の経常的項目の費用実績は約４８億円（公共施設：約２５億円、インフラ施設：

約２３億円）となり、臨時的項目の費用実績は約１４０億円（公共施設：約８５億円、インフラ施設：約

５５億円）となっています。令和３年度から令和７年度までの５年間の経常的項目の費用見込みは約

５１億円（公共施設：約２７億円、インフラ施設：約２４億円）となり、臨時的項目の費用見込みは約２

５８億円（公共施設：約１８０億円、インフラ施設：約７８億円）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 公共施設等の１０年間の費用実績と見込み（項目別） 

（単位：億円） 

（単位：億円） 
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第３章 公共施設等の管理に関する基本的な方針 

 

１ 公共施設等の管理に関する基本的な方針 

 （１） 公共施設の管理に関する基本的な考え方 

    「公共施設マネジメント白書」では、財政的な観点から、市が保有する全ての公共施設について、

施設の機能や市民サービスを維持するための改修は相当困難のため、施設の優先順位付けによる

改修が必要であり、施設の統廃合、多用途への利活用が必要であると結論付けました。 

    そして、「公共施設マネジメント白書」を基本として、本市が保有している公共施設を将来どのように

再配置するかの方向性やその適正配置などを推進するための取組概要を「公共施設適正配置計

画」として定めました。 

    公共施設については、「公共施設適正配置計画」に基づき適正化を進め、廃止する公共施設につ

いては計画どおり廃止し、存続する施設については適正な維持管理により長寿命化を進めながら、

計画的に修繕、更新していきます。 

    また、従来は、施設ごとに維持管理、修繕、更新を行い、施設ごとに効率的な活用を図ってきまし

たが、今後は、「公共施設適正配置計画」に基づいた適正化を進めるため、施設ごとの情報を集約し、

全体を見据えた活用を行うよう、公共施設全体を一元的に管理し、運用します。 

    なお、平成２８年度策定の「公共施設適正配置計画」に基づき適正化を進めると、令和７年度末時

点で、本市が保有する公共施設は次のとおりになります。 

 

施設の区分 
建物 土地 

施設数 延床面積(㎡) 割合 施設数 面積(㎡) 割合 

市庁舎等 5 24,843 14.9%  

学校施設 6 51,916 31.2%  

生涯学習施設 25 40,576 24.4% 8 126,750 78.8%

保健福祉施設 16 17,664 10.6%  

観光､産業振興施設 6 5,451 3.3% (1) 2,485 1.5%

環境衛生､防災施設 11 853 0.5% 2 31,583 19.6%

市営住宅 18 24,882 15.0%  

合  計 87 166,186 100.0% 10 160,818 100.0%

※延床面積については、小数点第１位以下を四捨五入しているため、合計が一致しません。 

※割合については、小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計が１００％になりません。 

表 令和７年度末時点の公共施設の保有状況（平成２８年度策定時） 

 

 （２） インフラ施設の管理に関する基本的な考え方 

    インフラ施設については、一度整備した道路、橋梁、水道、下水道、公園を共通の削減目標を定

めて廃止し、総量を削減していくことは現実的ではありません。これまで整備してきたインフラ施設に

ついては、引き続き適正な維持管理により長寿命化を進めながら、計画的に修繕、更新していくこと

に重点をおき、インフラ施設ごとの計画、経営戦略等に基づき取り組んでいくこととします。 
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    インフラ施設ごとの計画、経営戦略等は次のとおりです。 

 計画、経営戦略等の名称 策定年度 

道路 

舗装修繕計画 

法面工・土工構造物維持修繕計画 

道路附属物維持修繕計画 

平成２６年度 

平成２６年度 

平成２６年度 

橋梁 道路橋長寿命化修繕計画 平成３０年度 

水道 
水道ビジョン 

水道事業経営戦略 

平成３０年度 

平成２９年度 

下水道 
下水道ビジョン 

下水道事業経営戦略 

平成３０年度 

平成２８年度 

公園 公園施設長寿命化計画 令和元年度 

表 計画等の策定状況（令和３年３月３１日現在） 

 

 （３） 点検・診断･維持管理・修繕・更新等の実施方針 

    公共施設については、日常的・定期的な点検・診断によって施設の状態を把握し、施設の劣化や

損傷が致命的になる前に適切な補修、修繕を行う予防保全の考え方を取り入れ、維持管理を行い

ます。公共施設の更新については、施設の利用状況や必要性等を検討した結果、存続することを決

定したものについては、計画的に更新します。 

    インフラ施設については、個別に策定する計画等に基づき、適切な点検・診断･維持管理・修繕・

更新等を行います。 

 

 （４） 安全確保の実施方針 

    公共施設等の安全性を確保するため、劣化や損傷などにより安全面での危険性が認められた箇

所については、公共施設等の利用状況を踏まえて補修、修繕します。 

 

 （５） 耐震化の実施方針 

    公共施設の統廃合や新設に当たっては、可能な限り避難所や防災備蓄機能など災害時の拠点施

設としての機能を備えた施設として整備を進めます。 

    インフラ施設については、個別に策定する計画等に基づき、耐震化を進めます。 

 

 （６） 長寿命化の実施方針 

    存続する公共施設については、劣化や損傷が致命的になる前に適切な補修、修繕を行い、施設

の長寿命化を進めます。 

    インフラ施設については、個別に策定する計画等に基づき、長寿命化を進めます。 
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 （７） ユニバーサルデザイン14化の推進方針 

    年齢や性別、障がいの有無などに関わらず誰もが利用しやすい施設になるよう、施設の改修及び

更新等に当たっては、国が定める「ユニバーサルデザイン２０２０行動計画」を踏まえつつ、ユニバー

サルデザイン化を推進していきます。 

 

 （８） 統合や廃止の推進方針 

    公共施設については、「公共施設適正配置計画」に基づき廃止します。ただし、廃止する公共施設

について、公的な機関などから譲渡の申し入れがあった場合は、適宜対応することとし、負担軽減や

施設の有効的な利活用が図られると判断する場合は、柔軟に対応します。公共施設の統合につい

ては、「公共施設適正配置計画」に基づき行います。 

    インフラ施設については、水道施設、下水道施設、公園施設など統合、廃止の検討対象となり得る

ものは、個別に策定する計画等に基づき対応します。 

 

 （９） 近隣市町との連携 

    効果的かつ効率的な市民サービスの提供を行うため、公共施設等の相互利用などについて北播

磨広域定住自立圏をはじめとした近隣市町との連携の可能性を検討します。 

 

 

２ 取組体制 

    本計画を推進していくには、公共施設等の所管部署だけでなく、全庁的な取組体制の構築が必要

となります。財産管理部署が主体となり部局横断的な体制で連携を強化し、公共施設全体を一元

的に管理していきます。また、施設を適正管理するための職員研修の実施や、PPP15/PFI16等による

民間活力の導入を検討し、サービスの質の向上や費用の削減に努めます。 

 

 

３ フォローアップの実施方針 

    本計画の推進状況については、効果的かつ効率的に公共施設等を維持管理し、長寿命化を進め

ながら計画的に修繕、更新しているかＰＤＣＡサイクルにより検証します。なお、急激な社会情勢の変

化や自然災害などにより、本計画の内容を見直す場合は、必要な手続きを経て行います。 

    また、公共施設等のあり方は、市民サービスの提供を持続可能なものとするために非常に重要なも

のであることから、本計画を推進するに当たっては、市広報紙、市ホームページ等での情報提供を

行い、市民と情報を共有し、共に進めていきます。 

 

                                                   
14

 ユニバーサルデザインとは、年齢、性別、障がいの有無などに関わらず多様な人々が利用しやすいようあらかじめ施設等をデ

ザインすること。 
15

 PPP とは、Public Private Partnership の略。公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資本や

民間のノウハウを活用し、効率化や公共サービスの向上を目指す手法。 
16

 PFI とは、Private Finance Initiative の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力

を活用することで、効率化やサービス向上を図る公共事業の手法。 
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第２編 公共施設適正配置計画 

 

 第１部 公共施設の適正化に関する計画  

 

第 1 章 公共施設の適正化に関する計画の概要 
 

１ 公共施設の適正化に関する計画の位置付け 

公共施設適正配置計画（以下「適正配置計画」という。）は、平成２４年３月に作成した公共施設マネ

ジメント白書（以下「白書」という。）を基本とし、加東市が現状保有している公共施設を将来どのように再

配置するかの方向性やその適正配置等を推進するための取組概要を、概ね１０年を期間として定めるも

のです（施設区分及び施設ごと）。その内の施設の方向性やその考え方、取組概要などを、公共施設の

適正化に関する計画（以下「適正化に関する計画」という。）とします。 

 

 

２ 公共施設適正配置の基本方針 

公共施設の適正化を進めるに当たって、施設単体の老朽度や効率性をしっかりと見定めることは重要

なことですが、施設全体を視点に今後提供するサービスの必要性や内容も考えながら進めることとしま

す。 

（１） 地域バランス重視からの転換 

旧町の行政区域や学校区等、全ての地域にバランスよく配置するといった考え方ではなく、利用

状況、維持管理経費、安全上の問題、借地の状況等を勘案し、行政経営上設置効果の低い施設

は統合、廃止の対象とします。ただし、防災備蓄倉庫のように提供するサービスの性格によっては、

学校区等の小地域の範囲で必要な施設もあります。 

 

（２） 複合化・多機能化17による施設総量の抑制 

施設の多目的な利用等、既存施設の有効活用を視野に、施設の総量を抑制するとともに、新た

な市民ニーズに応えるために必要となる施設の規模と機能を確保します。 

 

（３） サービス内容の充実と適正な受益者負担 

存続施設については、市民が利用しやすいものとするため、開館時間や開館日等について、柔軟

に対応し、利用率の向上を図るとともに、サービス提供に伴う経費と利用者負担を比較し、より適正

な受益者負担を求めることとします。 

 

（４） 民間活力の活用 

提供するサービスによっては、民間活力を導入することにより一層のサービス向上やコスト削減が

図られるものがあると考えられるため、指定管理者制度など民間活力の積極的な導入を行います。 

                                                   
17 一つの空間を利用時間等で分けて、異なる用途により利用すること。 
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（５） 転用施設の有効活用 

現在の機能を廃止し、他用途へ転用する施設については、新たな用途に合わせて、減築18やリノ

ベーション19などを行い、より効率的な施設とするとともに存続施設の長寿命化を図ります。 

 

（６） 安全・安心の視点による施設整備 

近年、全国的に大規模かつ多様な災害の発生が懸念されることから、施設の統廃合や新設に当

たっては、可能な限り避難所や防災備蓄機能など災害時の拠点施設としての機能を備えた施設とし

て整備を進めます。 

 

（７） 公共交通サービスの充実 

公共施設の統廃合等が進んだ場合、市民の生活交通体系が大きく変化するため、施設間の距離

や交通の利便性等を勘案し、公共施設の適正化とあわせて公共交通サービスの充実を推進します。 

                                                   
18 改修などの際に施設の床面積を減らすこと。建物の総重量が減ることにより、耐震性が向上するなどのメリットがある。 
19 既存の建物に大規模な改修工事を行い、用途や機能を変更して性能を向上させ付加価値を与えること。 
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第２章 公共施設の適正化に関する計画 

 
この章では、７つの施設区分ごとに、施設の課題や方向性、適正配置の取組概要を定めています。 

 

１ 市庁舎等  
（１） 市庁舎 

市庁舎は、保健センター機能を備えた複合施設として、平成２５年１２月に竣工し、平成２６年２月

から業務を開始しました。解体した旧社庁舎の跡地は、来庁者用駐車場及び公用車、バス車庫等と

して再整備し、平成３０年度に、東駐車場西側にバス車庫等を整備しました。 

また、同年度に、来庁者用駐車場として、北側駐車場を拡張しました。 

令和元年度から令和２年度において、庁舎の照明設備をＬＥＤに交換（一部の会議室等を除く）す

ることで、地球温暖化防止対策に寄与するとともに、経費削減に取り組みました。 

旧滝野庁舎は、北はりま消防組合発足時の平成２３年４月に３階部分（旧議場）を、平成２６年４

月から２階部分についても消防本部として有償貸付けを行っていましたが、平成３０年４月の消防本

部の西脇市への移転に伴い、現在は、消防指令センターとして３階部分のみを貸し付けています。ま

た、地下１階部分については当面の間、埋蔵文化財等の保管場所として活用し、１階部分は、令和

３年３月から加東アート館として整備し、２階部分は、令和２年１０月から兵庫県に加東こども家庭セ

ンターとして貸与しています。 

旧東条庁舎本館は平成２６年度に、新館は令和元年度にそれぞれ解体し、別館においては、平

成２８年度から北はりま消防組合加東消防署東条出張所に転用し、北はりま消防本部へ無償貸与し

ています。また、東条東体育館も含めた解体後の跡地は、令和元年度にドクターヘリ離着陸場等とし

て整備しました。 

 

（２） 加東ケーブルビジョン 

ケーブルテレビ事業は、平成２７年度に公設公営から民間事業者へ運営形態を変更したことで、

事業を大幅に縮小し、それに伴い、滝野サブセンター及び東条サブセンターを廃止しました。なお、

旧滝野サブセンターについては、一部を平成２９年４月から兵庫県土地開発公社に貸し付けている

ほか、当面の間、図書館の蔵書の仮置き場として活用しつつ、多用途への利活用を検討します。 

これまで市で維持管理していましたケーブル網（総延長１，１３０㎞（光ケーブル４９６㎞、同軸ケー

ブル６３４㎞））、センター設備及び端末機などは、平成２９年度から３０年度に行った有線テレビ施設

撤去工事により、一部（テレビ大阪及び河川監視カメラ光ケーブル送路約２７㎞）を残し撤去しました。 

自主放送については、民間事業者のチャンネルを活用しながら継続しています。 

 

（３） 加東市民病院 

計画的な改修により、施設の延命を図ることを基本とします。一部で法定耐用年数を迎える建物

があり、施設全体の老朽化が進んでいますが、公的医療機関（２次救急医療機関）としての役割を果

たすべく、病院事業の方向性を確立する中で、改築も視野に入れた必要な施設整備を進めます。 
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（４） 加東消防署及び旧東条分署 

消防広域化の流れの中、３市１町（加東市、加西市、西脇市、多可町）を管轄する常備消防組織

として「北はりま消防組合」が設立認可され、平成２３年４月に北はりま消防本部が発足しました。協

議の中で、消防署等の土地と建物については、基本的に各市町の所有物を無償で組合に貸与する

こととなっています。 

このため、旧加東消防署の老朽化に伴う、加東市上中の新加東消防署建設工事については、市

が費用負担し、平成３０年４月の移転開庁と同時に北はりま消防組合に無償で貸与しています。旧

加東消防署については、令和２年度に取り壊しを完了し、令和３年度にその敷地を宿泊施設誘致事

業用地として売却しました。 

また、旧東条分署については、旧東条庁舎の別館を加東消防署東条出張所に転用し、平成２８

年４月に開庁したことから廃止し、令和６年度に取り壊すこととします。 

 

２ 学校施設  
北播磨地域でいち早く全ての学校の耐震化が完了しているため、耐震性能に関しては問題ありません

が、平成３０年度に改定された「公立学校建物の耐力度調査実施要領」による耐力度調査を必要に応じ

て実施しています。大半の施設は、建築後かなりの年数が経過していることから、調査結果によっては、引

き続き利用するための大規模な修繕工事が必要となります。 

平成３０年３月改訂の加東市人口ビジョンでは、本市の年少人口（０歳～１４歳）は平成２７年の国勢調

査時点で５，４２６人であったのが、２５年後の令和２２年には、４，８９４人と５３２人減少すると分析してい

ます。 

一方、文部科学省では、小中一貫教育の先進的な取組事例の成果を踏まえ、現行の小中学校に加

えて、小学校から中学校までの義務教育を一貫して行う「義務教育学校」を新たな学校種として制度化し

ました。加東市教育委員会においても、現在の中学校区ごとに小学校と中学校の垣根を越えた系統性・

連続性のある教育活動を行うことで、義務教育９年間を通して自立した子どもを育むため、小中一貫教育

に取り組むこととしており、加東市３地域において小中一貫校の整備を進めています。 

（１） 小中学校 

小中一貫校は、教育効果及び安全面を考慮した一体型の校舎とし、整備順序については、東条

地域、社地域、滝野地域の順とします。 

東条地域では、東条文化会館の周辺において、平成２８年度から東条地域小中一貫校整備事業

に着手してきました。令和元年度に建設地の解体・造成工事を実施し、令和２年度には建設工事に

着手し、令和３年度に新校舎が完成しました。 

なお、旧東条東小学校と旧東条中学校を活用し、令和３年４月に義務教育学校として東条学園

小中学校を開校しましたが、令和３年１２月に小中一貫校新校舎に移転しました。 

東条学園小中学校を設置後、旧東条東小学校と旧東条西小学校の施設については、コミュニテ

ィセンター東条会館の代替施設や地域コミュニティ活動施設とするなど、東条地域内にある施設の

機能を集約の上、転用し、活用を図ることとしていますが、施設の耐力度調査の結果、老朽度の進

み具合から、今後、長期にわたり安全を確保して利活用していくにあたり、多額の工事費が必要とな

ることが判明した一部の施設については、取り壊すこととします。 

社地域は、現社中学校敷地及びその周辺において、令和元年度から社地域小中一貫校整備事
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業に着手しています。令和２年度基本設計では、中学生の学習環境の確保と安全性を優先し、当初

計画していた開校時期を１年延伸し、令和７年度開校としました。整備に当たっては、補修と新設の

比較検討を十分に行った結果、必要な部分である校舎・体育館等については、増改築を行うこととし、

引き続き利用する既存校舎については、耐力度調査をはじめとする各種調査の結果に基づき長寿

命化改修事業などの補助事業を活用しながら、将来にわたり長く使用できる施設として整備します。 

滝野地域は、現滝野中学校敷地及びその周辺において、令和4年度から滝野地域小中一貫校

整備事業に着手し、令和９年度の開校を目指します。社地域同様に、補修と新設の比較検討を十

分に行い、小中一貫校の機能として必要な部分については増改築し、現滝野中学校の校舎等の施

設の状況を調査して改修を加えていきます。 

小中一貫教育の推進に伴い、既存施設の代替施設や地域コミュニティ活動施設に転用する学校

施設については、建物の所有権を含めた維持管理や大規模修繕等の費用の負担方法、以後の利

用見込みに見合う規模への減築や改築などについて、地域と共に検討・協議、調整します。現時点

では、転用後の学校施設については、市所有のコミュニティ施設として位置付けます。 

なお、社地域と滝野地域の小中学校については、小中一貫校開校まで現状の施設を適正に管理

していきます。 

また、学校施設は、災害時には地域の避難所、避難場所としての役割を果たすことから、小中一

貫校は、地域の災害避難の拠点としての機能を有するものとします。また、近年学校と地域との連携、

交流がより求められています。児童生徒と地域のコミュニティが図れるような施設整備を目指します。 

 

 （２） 幼保連携型認定こども園（４（１）保育所の項目と一部同内容を再掲） 

平成２８年度に社幼稚園を幼稚園型認定こども園に、社保育園、米田保育園、三草保育園は、

幼保連携型認定こども園とし、幼保一元化を進めました。 

福田幼稚園については、２年続けて新入園児数が１クラス１０人を下回ったことから、平成２９年度

で新規入園の募集をやめ、平成３０年度に社幼稚園第二幼稚園舎とした後、同年度末をもって閉園

しました。 

また、三草こども園は、社会福祉法人に機能を引き継ぐことを条件に譲渡するなど、統合、再編の

結果、公立認定こども園は、加東みらいこども園と米田こども園の２園となりました。 

社地域小中一貫校開校後は、米田こども園を加東みらいこども園に統合し、園舎については、米

田地域と活用方法を協議します。なお、旧社幼稚園第一幼稚園舎（旧社幼稚園）は、放課後児童

健全育成施設「やしろなかよしくらぶ」に隣接していることから、社地域小中一貫校の開校までの間、

社アフタースクールとして利用した後、園舎を取り壊し、用地を売却します。 

また、旧社幼稚園第二幼稚園舎（旧福田幼稚園）については、当面の間、埋蔵文化財の保管場

所として活用しますが、用地を整理し、民間福祉事業者等への譲渡を基本とし、有効活用について

検討します。 

 

（３） 学校給食センター  

給食センターは市内に複数なく、適正に長寿命化を進めることが重要である施設として、白書の対

象外施設として位置付けています。しかし、施設の老朽度調査の結果によっては、移転等の検討も

必要になります。 
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また、運営形態については、現在の公設公営から学校給食の安全性を確保しながら、民間委託

等、より効率的な運営に向けた検討を行います。 

 

３-1 生涯学習施設（文化、学習系施設） 

生涯学習施設（文化会館・公民館・コミュニティセンター等・その他生涯学習施設）については、改修を

効率的かつ効果的に行うことを目的として、長寿命化計画及び個別計画により、存続する施設について

は、計画的に修繕を行うこととします。 

（１） 文化会館 

２館ともに空調設備をはじめとする設備関係の更新の時期はすでに経過していることから、２館の

機能をこのまま維持するためには大規模な修繕が必要となっています。 

このため、開催できるイベントに制約はあるものの、やしろ国際学習塾を加東市の文化会館として

存続させ、大規模な修繕や設備の更新を計画的に実施しながら、引き続き指定管理者制度により

「加東市の文化発信の拠点」として適正かつ効率的に管理運営することとします。 

① やしろ国際学習塾 

ホール、控室やその他の会議室等の数が一番多く、規模的には最大であり、利用者数や利用料

金収入についても一番多い館となります。令和元年度には図書・情報センター施設を、市民等が利

用しやすい施設として多目的室に転用しました。また、音響設備及び空調設備等の更新を計画的

に実施します。 

② 東条文化会館 

令和元年度に外壁の剥離などに対応するため、外壁改修工事を行うとともに、トイレの洋式化工

事も実施しました。当面は、ＮＰＯ法人により運営を継続し、その間に評価・検証を行い、その後の運

営方針を決定します。施設修繕については、安全上必要なものや市民が利用する上で不可欠なも

のを優先し、躯体等の大規模な修繕が必要となる場合は、その時点で使用を停止します。 

なお、当該用地の約９割を占めていた借地は、全て市が取得し、公有財産として管理しています。 

 

（２） 図書館 

合併以降、図書館法に基づく図書館が４館あり、文化会館同様、近隣や同規模の市町と比較して

も、人口規模４万人の市で４館を保有していることは、極めて多い状況にありました。 

図書館法第１７条では、「公立図書館は、入館料その他図書館資料の利用に対するいかなる対

価をも徴収してはならない。」と規定されており、原則無料となっています。これは、国民の知る権利

や教育を受ける権利を保証するためなどと解されていますが、無料であるからこそ、図書館サービス

をどの水準まで市民に提供するかを見定めることが重要となります。 

これらを踏まえ、中学校区ごとに１館の３館体制とすることとし、社中学校区の図書・情報センター

は、返却ポストのみを残して平成３０年度末で閉館しました。閉館によるサービスの低下を招くことが

ないよう、中央図書館の開館時間の延長や滝野図書館の休館日の変更を実施するなど、市民にと

ってより便利で使いやすい図書館としました。 

閉館した図書・情報センター施設は、やしろ国際学習塾の多目的室に転用しました。 
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（３） 公民館、コミュニティセンター等 

① 公民館 

３地域にある公民館については、公民館機能を維持しつつ、行政と地域を繋ぐ拠点施設として、

存続します。 

なお、旧東条公民館は、昭和５０年以前の旧耐震基準により設置されていたため、平成２９年度

に東条福祉センターとどろき荘の宿泊施設部分等を公民館に転用した上で、令和元年度に取り壊

しました。 

② コミュニティセンター等 

社コミュニティセンターは、利用実態が主に神戸新聞社や少数のサークルの利用にとどまってい

たことから、平成２９年度に用途廃止し、入居していた株式会社神戸新聞社へ譲渡しました。 

さんあいセンターについては、引き続き、滝野中学校の格技場及びサークル活動の拠点として存

続することとします。 

また、コミュニティセンター東条会館は、令和４年度に旧東条東小学校北側校舎（２階建）に機能

を移転後、解体します。 

令和２年度に市指定文化財に登録された明治館については、旧郡役所としての文化財的施設と

して存続することとし、適切に管理します。 

③ 地域交流センター（旧滝野文化会館） 

令和３年度から生涯学習施設に転用し、名称を変更しました。市民の文化サークルの発表会な

ど小規模の催しに適しているため、存続することとし大規模な修繕や各設備の更新を計画的に実施

します。また、令和３年度から文化財調査事務所を移設しており、ロビー等において展示スペースを

確保することで、本市の歴史と文化をＰＲしています。 

 

（４） その他の生涯学習施設 

三草藩武家屋敷旧尾崎家は、郷土の重要な歴史的及び文化的遺産として保存、活用する施設

として存続することとします。 

加古川流域滝野歴史民俗資料館は存続することとしますが、埋蔵文化財資料の展示・収蔵も併

せて行う施設として展示物の集約を図ります。しかし、経年劣化などによる大規模修繕が発生した際

は、費用対効果の観点から廃止等の判断を行います。 

東条健康の森は、利用者が限定的であり、その数も少なく、山小屋での宿泊ができないことから廃

止し、令和元年度に取り壊しました。 

 

（５） ＪＲ駅の交流施設 

ＪＲ駅の交流施設は、より良い利活用が優先する施設であるため、白書の対象外施設として位置

付けています。 

 

（６） 地域コミュニティ活動施設等 

既存施設の代替施設や地域コミュニティ活動施設に転用する学校施設等については、現時点で

は、市所有のコミュニティ施設として位置付けます。 

今後、利用形態に見合う規模への減築や改築の方法、建物の所有権を含めた維持管理主体、そ

の方法などについて、地域と共に検討・協議、調整します。 
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３-２ 生涯学習施設（社会体育施設） 

生涯学習施設（社会体育施設）については、改修を効率的かつ効果的に行うことを目的として、長寿命

化計画及び個別計画により存続する施設については、計画的に修繕を行うこととします。また、存続する

施設については、市内体育施設全体を指定管理者制度の採用や民間活力の導入、適正な利用者（受

益者）負担を求めることなど、様々な方策により効率的な運営を行います。 

（１） 屋内体育施設（体育館等） 

市庁舎の建設用地となった社中央体育館は平成２４年に取り壊し、東条東体育館は、老朽化など

から同じく平成２４年度に用途を廃止して、令和元年度に取り壊したため、屋内体育施設は６館とな

っています。 

① 滝野総合公園体育館（スカイピア） 

平成１６年に設置した市内最大の体育館であることから、利用者数、利用料金収入ともに最も高

い水準にありますが、施設が大規模なため維持管理経費についても他施設に比べ高額になってい

ます。劣化度合いの確認や定期的なメンテナンスを行いながら、施設の長寿命化を図ります。 

また、令和２年度には、地球環境の変化に伴う熱中症対策、災害時における避難者の体調管理

及び新型コロナウイルス感染症対策のため、換気機能を有する空調設備を整備しました。 

② 滝野体育センター 

地理的にスカイピアとの重複感があるものの、効率的な運用を行っている施設であるため、存続し

適正に管理します。 

また、令和２年度には、地球環境の変化に伴う熱中症対策及び災害時における避難者の体調管

理及び新型コロナウイルス感染症対策のため、換気機能を有する空調設備を整備しました。 

③ 社第一体育館 

施設の規模は、社武道館を除けば最小の施設面積となりますが、市庁舎建設により取り壊した社

中央体育館の代替施設となったことにより公益活動登録団体の利用が多く、また、地域子ども教室

で利用している等、施設規模の割に利用ニーズが高いため、存続することとします。 

また、令和２年度には、地球環境の変化に伴う熱中症対策及び災害時における避難者の体調管

理及び新型コロナウイルス感染症対策のため、換気機能を有する空調設備を整備しました。 

④ 東条第一体育館 

旧東条東小学校及び旧東条西小学校の閉校後においても利用者の活動拠点を確保する必要

性及び将来的な財政負担の観点から総合的に判断し、存続とします。なお、借地については既に

解消しています。今後、長寿命化調査等の結果を基に、計画的に修繕等を実施します。 

⑤ 東条第二体育館 

東条第一体育館を存続し利用者の活動拠点が確保できること等から、廃止・取り壊すこととしま

す。 

⑥ 社武道館 

屋内体育施設の中で唯一の本格的武道場であり、他施設と利用用途が異なるため存続すること

とします。 

また、令和２年度には、地球環境の変化に伴う熱中症対策及び災害時における避難者の体調管

理及び新型コロナウイルス感染症対策のため、換気機能を有する空調設備を整備しました。 
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（２） 屋外体育施設（グラウンド等） 

屋外体育施設（グラウンド）は、それぞれの競技に特化した施設（野球場（社第三グラウンドソフトボ

ール場を含め４施設）、テニスコート（１０面、やしろ鴨川の郷４面を合わせると１４面）など）と、多目的

グラウンドに大別できます。 

① 社第一グラウンド 

多目的グラウンドとしては小規模なため、利用用途が限定され、福田小学校運動場と近接してい

ることなどから、社地域小中一貫校開校に合わせて学校施設の有効活用を前提として廃止し、他

用途へ転用します。 

また、テニスコートについては、安定的な利用ニーズはあるものの、他のテニスコートと比較すると、

コートの面数や利用状況（１面あたりの利用者数）が低いため、廃止することとします。 

② 社第二グラウンド 

硬式野球ができる施設で、利用者の固定化という課題がありますが、中学硬式野球クラブチーム

の活動拠点となっています。 

また、テニスコートが４面あり、利用者数は滝野総合公園テニスコートと同程度の利用があるため、

存続することとします。なお、用地の大半が借地という課題もあるため、借地解消に向けた取組を進

めます。 

③ 社第三グラウンド 

ソフトボール場とサッカー場があり、サッカー場は多目的な利用が可能なため、利用者数は比較

的高い水準となっています。 

また、ソフトボール場は、ソフトボール、少年野球に特化した市内唯一の施設であるため、適正に

維持管理し、存続することとします。 

④ グリーンヒル・スタジアム 

軟式野球やソフトボールに限定されますが、本格的な野球場として、少年野球、中学野球、社会

人野球の地区大会や県大会の会場として広域的に利用されていることから、適正に維持管理する

施設として存続することとします。 

⑤ 滝野総合公園多目的グラウンド 

ナイター設備を完備したテニスコート（４面）や多目的グラウンドなど、市の体育施設の中核的な

機能を有する施設として、サッカー、ソフトボール、野球、アーチェリーなど幅広く利用されています。

市内で一番の稼働率を誇る施設であることから、適正に維持管理する施設として存続することとしま

す。 

⑥ 東条グラウンド 

グラウンド利用者は減少傾向にありますが、少年野球等での利用が継続的に行われていることか

ら、利用率の向上を図りつつ、存続することとします。 

また、併設するテニスコートは、平成３０年度に廃止し駐車場に転用、ミニグラウンドについても地

権者に返還し借地を解消しました。 

なお、グラウンド本体は、令和３年度に用地を取得し、借地を解消しました。 

   ⑦ 東条野球場 

野球専用グラウンドとして、少年硬式野球チームの定期的な利用があるものの、利用者は限定的

になっています。これにより、維持管理費増大の原因となっていたナイター設備を平成３０年度に撤

去しました。 
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一方、施設自体は、兵庫県による近隣ゴルフ場の開発指導の中で整備された後、旧東条町に移

管されたという設置経緯があり、現状では廃止は困難であるため、存続することとします。 

⑧ 東条健康の森スポーツ広場 

東条野球場同様、兵庫県による近隣ゴルフ場の開発指導の中で整備された後、旧東条町に移

管されたグラウンドであり、現状では施設自体の廃止は困難であるため、存続することとします。 

 

４ 保健福祉施設  

（１） 保育所（２（２）幼保連携型認定こども園の項目と一部同内容を再掲） 

年少人口の減少予測や全国的な幼保一元化の進展、特に幼稚園の大幅な定員割れということか

ら、公立園についても認定こども園化を進め、就学前教育の充実に努めます。 

公立保育所については、平成２８年度に社保育園、米田保育園、三草保育園の３施設を幼保連

携型認定こども園とし、幼保一元化を進めました。 

また、三草こども園は社会福祉法人に機能を引き継ぐことを条件に譲渡するなど、統合、再編の結

果、公立認定こども園は、加東みらいこども園と米田こども園の２園となりました。保育所としては、鴨

川保育園のみとなっています。 

社地域小中一貫校開校後は、米田こども園を加東みらいこども園に統合し、園舎については米田

地域と活用方法を協議します。鴨川保育園についても同様に、社地域小中一貫校開校時に加東み

らいこども園に統合することとし、用途廃止後の活用方法については、鴨川地域と協議します。 

 

（２） 児童館 

児童館は、児童福祉法第４０条に規定する児童厚生施設の１つで、地域において児童に健全な

遊びを与えて健康を増進し、情操を豊かにすることを目的とする児童福祉施設です。 

市内には、社児童館「やしろこどものいえ」と滝野児童館（きらら）があり、地域の子育て支援拠点と

して未就園児の親子を中心に利用者も多くあるため、費用対効果の点検・評価、検証を行いながら、

適正に管理する施設として２館とも存続することとします。 

児童館での「地域子育て支援拠点事業」に加え、「利用者支援事業」を実施することで、子育て中

の親子が身近な場所で気軽に集い交流できる場の提供と育児相談、情報提供等による保護者の子

育てへの不安・負担感の解消を図るなど、子育て支援施設としての機能を充実させます。 

なお、社児童館「やしろこどものいえ」の事業の一部については、南山活性化支援施設「ミナクル」

内の東条鯉こいランドにおいて実施します。 

 

（３） 福祉センター等 

社福祉センター、東条福祉センターは、指定管理者制度により市内の社会福祉法人が管理運営

を行っています。 

将来人口の推計において、本市の６５歳以上の人口は、平成２２年度を基準として、令和２２年に

は約３，０００人増加すると予測しています。高齢者人口の増加は、福祉関連予算やデイサービスセ

ンター等福祉関連施設の整備や配置にも影響を与えるため、施設の適正配置の検討においては、

特に担い手となり得る民間事業者の状況などを踏まえて行いました。 

その結果、社福祉センターについては、市内全域にわたる福祉全般の中心的施設として、適正な
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維持管理、運営に努めます。 

滝野福祉センターはぴねす滝野、東条デイサービスセンターについては、市が行うデイサービス事

業としての用途を廃止し、普通財産として社会福祉法人加東市社会福祉協議会へ施設を貸し付け

た上で、デイサービス事業を引き継ぎました。 

また、東条福祉センターとどろき荘は、温泉施設の縮小を行い、宿泊施設部分については、公民

館機能へ転用し、施設の複合化を図りました。さらに、一層の維持管理経費の削減や利用料収入の

増加に努め、収支バランスの取れた事業運営に努めます。ただし、運営状況が悪化した場合は、とど

ろき荘運営審議会の審議を踏まえて、温泉施設部分（機能）を廃止します。 

ラポートやしろは、障害者を受け入れる民間事業者が不足しており、今後においても、引き続き市

がサービスを提供する必要があるため、障害者及び高齢者福祉の拠点として存続とし、令和８年度

に実施予定の大規模改修工事を含め、維持管理、運営を行います。 

ケアホームかとうについては、一般急性期医療のみならず、在宅医療や介護支援を行う加東市民

病院の方針のもと、加東市訪問看護ステーションとともに、在宅復帰、在宅支援を第一義とする併設

施設として存続することとし、引き続き、適正かつ計画的な維持管理、運営を行います。 

 

（４） アフタースクール施設 

各施設には環境差があり、その解消を優先するため、白書の対象外施設と位置付けています。 

なお、市内には、５つのアフタースクール施設がありましたが、平成３１年４月１日から、旧みくさな

かよしくらぶ施設を社会福祉法人に譲渡したことで、同年の夏休みから三草アフタースクール（みくさ

なかよしくらぶ）は、三草小学校へ移転し、４つのアフタースクール施設となっています。  

 

（５） 保健センター 

庁舎統合に伴い新たに整備予定であったため白書の対象外施設と位置付けています。 

旧保健センターと旧社中央体育館を取り壊した跡地に市庁舎を建設し、その２階に保健センター

を配置しました。 

 

 （６） 病児・病後児保育施設（かとっこ） 

民間事業者が行っていない病児保育について、加東市民病院や小野市・加東市医師会と連携し

て実施するため、平成２７年１１月に市民病院の敷地内に院内保育機能を併せ持つ病児・病後児保

育施設を整備し、同年１２月から業者委託により事業を開始しました。加東市病院事業部保育所と

一括で委託することで、事業の効率化を図っています。 

また、市内で唯一の病児及び病後児の保育施設として、適正に維持管理、運営を行います。 

 

（７） 発達サポートセンター（はぴあ） 

   「幼児期から就労まで」の支援体制を集約した発達サポートセンター「はぴあ」を、平成２９年６月に

社福祉センター２階に開設しました。発達障害をはじめ、支援の必要な方に関する事業を拡充する

ため、令和元年度に旧社こども園の管理棟を改修し、令和２年４月にセンターの拠点を移しました。 
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５ 観光、産業振興施設  

観光、産業振興施設は、市の観光及び地域の活性化資源としての役割を担っています。このため、施

設の方向性としては存続としますが、適切かつ計画的な維持管理を行うとともに、それぞれが抱える課題

を克服するため、施設の最適化20に取り組みます。 

特に、施設の維持管理費用が高額であるやしろ鴨川の郷及び滝野交流保養館（滝野温泉ぽかぽ）に

ついては、ともに趣味の多様化、近隣市における類似施設の開設、利用者の高齢化などに加えて、コロナ

禍による生活スタイルの急激な変化の影響により、利用者数は減少している状況です。これらの状況を踏

まえ、利用者の増による売上増といった単一的な取組だけでなく、経営の効率化による経費の削減と周

辺施設等と連携した魅力の発信に取り組むことで収支改善を目指します。 

また、まちの拠点における人、もの、情報等の交流や賑わいを創出することにより、市の活性化に寄与

するため、令和４年１０月供用開始に向け、バスターミナルとあわせて、にぎわい交流施設を整備します。 

 

（１） やしろ鴨川の郷 

やしろ鴨川の郷は、多くの方がグラウンドゴルフを楽しまれるなど、賑わいをみせるものの、この利用

者数が、収益につながる会議室の利用や宿泊には至っておらず、特に宿泊者数は減少傾向にありま

す。しかし、コロナ禍にあっても密を避けるレクリエーション（アウトドア）が賑わっていることから、やしろ

鴨川の郷のロケーションが優位に働き、コテージ及びキャンプ場の利用客については、わずかながら

増加している状況です。これらの状況を踏まえ、改めてこの魅力を活かしつつ、施設の利用促進を図

ります。 

また、必要箇所を計画的に修繕し、施設の最適化及び効果的な管理運営に取り組みます。 

一方、キャンプ場及び老朽化が顕著なしいたけ園については、社会ニーズとの差異を見極め、存

廃若しくは縮小するなどの検討を進めます。 

 

（２） 滝野交流保養館（滝野温泉ぽかぽ） 

滝野温泉ぽかぽは、利用者が減少しているものの、例年約１６万人が利用する市を代表する施設

の１つでしたが、コロナ禍の影響により、利用者が大幅に落ち込んでいる状況です。 

施設は、開館以来２０年が経過し、温泉施設という特殊な構造から、設備の老朽化による修繕費

も年々増加しています。引き続き、施設の特殊性を鑑み、平成２９年度に実施した老朽度調査を基

に計画的に修繕を行うことで、予防保全による施設の長寿命化と維持経費の削減を図ります。具体

的には、営業日数、施設の開・閉時間や人員配置の見直し等を行うことで、効果的な管理運営に取

り組みます。 

また、加東アート館をはじめ、一般社団法人加東市観光協会及び兵庫県のレンタサイクル事業等、

周辺機関とも連携し、新たな魅力づくりに努め、コロナ禍の影響で減少した利用者の回復を図ります。

ただし、湯量の大幅な減少等、予期せぬ急激な機能低下がみられた場合は、廃止も含めて今後の

運営について検討します。 

 

 

                                                   
20 施設の最適化とは、施設を効果的に運営できる規模の検討とともに、それに適した営業時間やサービス内容を提供すること。 
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（３） 滝野産業展示館（滝野にぎわいプラザ） 

平成２８年１０月に、当初の設置目的であった産業を学ぶ機会を提供する施設としての役割は果

たせたとの理解から、国の了解を得て、集客施設として活用しています。 

令和３年度からは指定管理を一般社団法人加東市観光協会が担い、以前に増して積極的な観

光情報の発信を行っています。イベント、物販の充実を図るとともに来館者に観光情報を提供するな

ど、観光の振興及び地域交流の更なる振興を図ります。 

また、同一敷地内には販売棟があり、前面には幹線道路が通過しており、国道３７２号線との交差

部とも近距離にあることから、利用者のニーズを見極め、立地を活かすことで、集客の向上を図ります。 

 

（４） 内水面関連知識普及教育施設アクア東条 

東条湖おもちゃ王国の利用者増に伴い、平成２６年度の１１，３７８人に対し、平成３０年度は１．５

倍増の１６，９１４人の利用がありましたが、コロナ禍の影響を受け、利用者は大きく減少しています。 

引き続き、近隣観光施設と連携した集客に取り組むとともに、水と生き物に関わる環境学習の拠

点として施設を活用します。 

また、「東条川疏水ネットワーク博物館」事業と連携し、水辺の教育施設としての機能を高めます。 

建物は、平成３０年度に実施した老朽度調査の結果をもとに、令和２年度に屋根の再塗装を行う

など計画的に修繕を行い、施設の長寿命化を図ります。 

 

（５） 産地形成等促進施設・道の駅とうじょう 

加東市の東の玄関口にある道の駅として、東条湖おもちゃ王国、播州清水寺、市内ゴルフ場への

往来時の立ち寄りや、インターパーク内企業のほか、市内や近隣市町からも買い物・休憩・食事の利

用があり、当施設は多くの利用者で賑わっています。売り上げも好調を維持しており、ここ数年の収支

は黒字決算で、安定した経営状態にあります。 

また、地元生産者(コスモス会)の野菜、果物、加工品を最優先販売し、生産者同士が販売方法

や新商品を提案する等、地域資源の活用、活性化も図られています。引き続き、道の駅機能の維

持・促進を図ります。 

 

（６） 南山活性化支援施設Ｍｉｎａ
ミ ナ

-Ｋｕｒｕ
ク ル

 

地域の活性化の促進、住民の福祉の増進を図り、魅力ある豊かな地域社会の形成に寄与するこ

とを目的に、平成２９年度に開館しました。施設には、地域子育て支援拠点の「東条鯉こいランド」が

あり、児童厚生員と利用者支援員が常駐し、社児童館「やしろこどものいえ」の事業を一部実施して

いるほか貸館・求人案内等の業務も行っています。 

これからも引き続き「子育て支援」に主眼を置きながら、地域、就労、コミュニティの活性化を図りま

す。 

 

（７） 加東アート館 

令和３年３月に開館した加東アート館は、アートで賑わいを創出し、地域の活性化を図ることを目

的とした施設です。館内にトリックアートとＡＲを主とした誰でも楽しめる作品を展示することで、施設の

利用を促進し、また、市内各観光拠点にもトリックアートとＡＲポイントをつなげ、市内周遊を促し交流
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人口の増加を図ります。 

 

（８） にぎわい交流施設（令和４年１０月供用開始予定） 

新たに整備するバスターミナルの隣接地（やしろショッピングパークBｉｏ南側）に、待合・交流・情報

発信・商業機能等を備えたにぎわい交流施設を整備することにより、市民及び市外からの来訪者の

交流・賑わいを創出し、もってまちの拠点の活性化を図ります。 

 

（９） バスターミナル（令和４年１０月供用開始予定） 

   新たに整備するバスターミナルは、やしろショッピングパークBio南側に位置し、バスロータリーとパー

クアンドライド用駐車場からなります。主な施設として、バス・タクシー乗降場のシェルターや駐輪場を

整備します。供用開始後、利用人数の増加や、地域活性化に資するため、交通事業者等と協議・

調整を進めながら、バスターミナルにおける交通結節点機能の強化や利用者の利便性向上を図りま

す。 

 

６ 環境衛生、防災施設  

（１） 環境衛生施設  

上中埋立処分場及び薮残土処理場は、より良い利活用を優先する施設であるため、白書の対象

外施設として位置付けています。 

最終処分場の確保・整備に当たっては、地域住民等の理解と協力が不可欠であることから、現施

設の延命化を図ることはもとより、減量化・再生利用の推進もあわせて行っていきます。 

また、最終処分場の確保は、不法投棄の防止にもつながっています。処分場の埋立てが完了した

区域については、安全、適正な維持管理を行い、地域との協議、調整を図りつつ、土地を有効に活

用していくこととします。 

 

（２） 防災施設 

防災備蓄倉庫は、被害想定の修正等、今後増加する備蓄量への対応を優先するため、白書の

対象外施設として位置付けています。 

今後、適正配置計画を基に公共施設の配置を再編するため、統合や新設する施設、また統合に

よって空く施設などに、避難場所及び防災備蓄品の保管機能を持たせることを踏まえて整備を進め

ます。 

 

７ 市営住宅  

白書においては、公営住宅等長寿命化計画で、市営住宅のあり方や方向性を示すため、全てを白書

対象外として位置付けています。 

現在、市が直接設置している市営住宅の戸数は３６５戸ですが、概ね１０年後を目途に３２６戸の管理

を目指し、現入居者と十分な調整を図った上で、真の住宅困窮者に対して住宅を提供するため、適正配

置を進めます。 

 

（注）個別の計画では、家原団地の北と南を合わせて１つの団地として、全１６団地と記述していますが、白書及び適正配置計画においては、敷

地が離れているなどの理由から家原（北）団地、家原（南）団地として別個に標記し、全１７団地として記述しています。 
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第２部 年次計画  

 

  この部では、令和４年３月に策定した「年次計画」を掲載しています。 

 

１ 計画策定に当たって 

 （１） 施設ごとの方向性、実行スケジュール、概算事業費等 

   白書対象の６７施設（図書・情報センターと東条図書館を含めて６９施設）と白書対象外施設、白書

作成後に新たに設置した施設及び設置が決定している施設の合計１２５施設について、施設ごとの方

向性とその概要及び状況（写真）を記載しています。 

   また、その方向性に基づいた年次ごとの実行スケジュールを「臨時的項目」と「経常的項目」に区分

して、取組項目、概算事業費、財源を記載しています。 

 

   ア 臨時的項目 

・長寿命化に向けた調査、設計、大規模修繕工事 

・更新等に係る調査、設計、建設工事 

・新設に係る法的規制の解除等の手続きや調査、設計、建設工事 

・借地解消や新たな用地取得 

 

   イ 経常的項目 

・適正に維持管理していく上で必要となる経常的な維持管理費等 

 

   ウ 事業費及び財源欄の記載内容・記載方法 

公共施設の適正配置等に向けて実施する取組の事業費や財源を百万円単位（小数点以下第

２位を四捨五入）で記載しています。 

事業費の財源は、現時点で活用が可能な補助金や起債などについて記載しています。当然の

ことながら、今後より有利な補助制度等が創設された場合は、適宜修正を行います。 

起債は、本質的には市の借金になりますが、緊急防災・減災事業債や公共施設等適正管理推

進事業債など、より有利な起債を活用します。 

・緊急防災・減災事業債…充当率１００％、交付税算入率７０％ 

・公共施設等適正管理推進事業債…充当率９０％、交付税算入率３０～５０％ 

 

   エ 基本的情報 

白書に記載の施設個々の基本的な情報のうち、「設置年度」「耐用年数」「満了年」を記載して

います。 

(ｱ) 設置年度が網掛けの場合…その施設が旧耐震基準に基づき建てられた施設であることを

意味します。 

(ｲ) 施設用地が借地（全部又は一部）の場合…満了年の右に「借地」と表示しています。 
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   オ 計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 

計画期間以降に必要となる取組や計画期間内において特記しておくべき情報などを記載してい

ます。 

 （２） 建替え及び大規模改修に係る概算費用の考え方 

概算事業費を算出するに当たっては、鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）、鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）

の建替え及び大規模改修単価として、総務省が公表している「公共施設及びインフラ資産の将来の更

新費用の試算」における単価を適用しています。ただし、所管部局において独自に試算しているものは、

その額を記載しています。 

 

   ア 建替え単価 

総務省の設定単価には、解体費が加味されていますが、解体費については、これまでの市の実

施した同様の解体工事に係る費用から解体単価として１㎡当たり２．５万円と設定しています。 

解体を伴わない新築については、更新単価から解体単価（２．５万円）を差し引いた額で算出し

ています。 

    ■施設区分別の建替え単価（総務省）                         （単位：万円/㎡） 

 

  

総務省設定による 

施設分類 
加東市施設区分 用 途 

更新 

単価 
備 考 

行政系施設 
市庁舎等 

庁舎 

40.0 解体費含む 
ＣＡＴＶ局舎 

消防署 

医療施設 病院 

学校教育系施設 学校施設 

幼稚園 

33.0 
解体、グラウンド

整備費含む 

小学校 

中学校 

給食センター 

市民文化系施設 

生涯学習施設 

文化会館 

40.0 解体費含む 

コミュニティセンター

等 

社会教育系施設 
図書館 

公民館 

スポーツ・レクリエー

ション系施設 

体育館 
36.0 解体費含む 

武道館 

子育て支援施設 

保健福祉施設 

保育園 

33.0 解体費含む 児童館 

アフタースクール 

保健・福祉施設 
福祉センター 

36.0 解体費含む 
介護・福祉施設 

産業系施設 観光、産業振興施設 
観光施設 

40.0 解体費含む 
展示施設 

市営住宅 市営住宅 市営住宅 28.0 解体費含む 

その他 環境衛生、防災施設 防災備蓄倉庫 36.0 解体費含む 
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   イ 大規模改修単価 

大規模改修に係る概算費用については、下表の単価により算出しています。 

    ■施設区分別の大規模改修単価（総務省）                      （単位：万円/㎡） 

総務省設定による 
施設分類 

加東市の 
施設区分 

用 途 
改修 
単価 

備 考 

行政系施設 
市庁舎等 

庁舎 

25.0

バリアフリー対応

等 社 会 的 改 修

含む 

ＣＡＴＶ局舎 

消防署 

医療施設 病院 

学校教育系施設 学校施設 

幼稚園 

17.0
小学校 

中学校 

給食センター 

市民文化系施設 

生涯学習施設 

文化会館 

25.0

コミュニティセンター

等 

社会教育系施設 
図書館 

公民館 

スポーツ・レクリエー

ション系施設 

体育館 
20.0

武道館 

子育て支援施設 

保健福祉施設 

保育園 

17.0児童館 

アフタースクール 

保健・福祉施設 
福祉センター 

20.0
介護・福祉施設 

産業系施設 観光、産業振興施設 
観光施設 

25.0
展示施設 

市営住宅 市営住宅 市営住宅 17.0

その他 環境衛生、防災施設 防災備蓄倉庫 20.0

 

   ウ 公共施設マネジメント白書における公共施設（建物）の将来費用の推計（参考） 

白書では、市が保有する全ての公共施設をこれまでと同様のサービスを提供し、維持していく場

合に必要となる将来費用を、先進的な自治体の例などを参考に一定の条件を設定し、推計してい

ます。（延床面積×㎡当たりの単価で試算） 

■公共施設マネジメント白書の建物の改築費及び改修費試算の前提条件 

構 造 
改   築 改   修 

備   考 耐用 
年数 

改築単価 
(㎡当たり) 

改修周期 
（回数） 

改修単価 
(㎡当たり) 

ＲＣ造 60年 

300,000円 

20年（2回） 

50,000円

※参考 法定耐用年数50年

Ｓ 造 45年 20年（2回） ※参考 法定耐用年数34年

木 造 35年 20年（1回） ※参考 法定耐用年数24年

ＣＢ造 50年     ※参考 法定耐用年数41年

※白書作成時における改築費、改修費の推計結果については、公共施設マネジメント白書を参

照してください。 
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【全施設の11年間の概算費用】 （事業費単位：百万円）

合計

国県補助 3,799.8 2.9 3,802.7

起　債 16,918.4 0.0 16,918.4

事業費 27,150.9 5,872.6 33,023.5

財
　
源

一　般 5,773.1 5,241.7 11,014.8

その他 659.5 628.0 1,287.5

その他 226.7 41.3 37.9 41.8 41.1

11年間合計 臨時 経常

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00.0

34.2 38.8 41.9 41.2 41.8 41.4

起　債 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0

522.8

財
　
源

一　般 454.1 476.8 470.3 438.1 453.1 475.5 508.4

494.2 512.1 547.7 544.6 543.8 520.4

2.4 0.5

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(Ｒ7年度)

事業費 680.8 518.1 508.2 479.9

国県補助 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

502.7 502.6 478.6 481.4

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

483.4

35.3 171.9 160.7 20.0 0.0 0.0その他 0.0 0.0 87.8 146.7 37.1

348.8 750.2 188.0 334.5

647.5 1,452.0 343.7 443.5

694.6 3,139.8 2,917.0 3,212.7 797.3 1,289.0起　債 186.4 924.4 1,868.9 1,404.9

78.1

2,067.0

財
　
源

一　般 356.0 728.8 238.7 333.7 350.8 365.2 513.3

949.4 1,336.1 5,131.2 4,074.0 5,434.9 1,329.0

241.0 1,306.2

事業費 566.2 1,885.9 2,352.9 2,024.3

国県補助 23.8 232.7 157.5 139.0

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(Ｒ7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)
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【市長所管施設・病院事業管理者所管施設の11年間の概算費用】 （事業費単位：百万円）

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(Ｒ7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

9.3 199.6 150.2 131.2

起　債 110.6 667.2

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

76.8

69.0 148.9 147.91,437.8 170.8

167.2

財
　
源

一　般 227.6 361.0 108.0 123.4 162.8 142.7 96.7

345.7 384.5 249.6 438.4 194.4 244.6

57.6

事業費 347.5 1,227.8 1,783.8 572.1

国県補助 5.0 48.9 36.5 37.4 38.8

192.6 65.5 132.3 67.0

92.4 74.9 61.4183.5

35.3 0.0 13.4 0.0 0.0 0.0その他 0.0 0.0 87.8 146.7 37.1

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(Ｒ7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

199.3

国県補助 0.0 0.0 0.0 0.0

起　債 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0

217.9

財
　
源

一　般 196.7 200.7 192.3 172.0 183.4 194.8 207.5

210.9 219.7 232.5 211.7 218.2 218.2

1.0

事業費 386.6 226.1 215.1

0.5 0.0 0.0 0.0 0.0

188.6 195.1 195.1 194.8

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00.0

23.9 24.5 23.1 23.1 23.1 23.1

11年間合計 臨時 経常 合計

その他 189.9 25.4 22.8 27.3 27.5

国県補助 791.3 1.5 792.8

起　債 3,164.4 0.0 3,164.4

事業費 5,955.6 2,556.2 8,511.8

財
　
源

一　般 1,679.6 2,121.0 3,800.6

その他 320.3 433.7 754.0
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

-

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

2018年度
(H30年

2019年度
(R1年度)

－ えすたしおんギャラリー（ＪＲ滝野駅） 《担当部署：まちづくり政策部　企画政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度

(H27年
2016年度

(H28年
2017年度

(H29年

国県補助

取組項目
外壁・床
補修工事

- - - - - -事業費 - - - 1.3
一　般 1.3

起　債

財
　
源

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度

(H27年
2016年度

(H28年
2017年度

(H29年
2018年度

(H30年
2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 0.8 0.7 0.7 0.9 0.7 0.9 1.0 0.9

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 0.8 0.7 0.7 0.9 0.7
国県補助

0.9
0.9 0.9 0.9

1.0 0.9 0.9 0.9 0.9

その他
起　債

一　般 1.3

設置年度 1995(H7) 耐用年数 34年 満了年 2029(R11) 11年間合計 臨時

2017年度
(H29年

2018年度
(H30年

2019年度
(R1年度)

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費 1.3 9.3 10.6

10.6

起　債 0.0 0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0

－ 交流ふれあい館（ＪＲ社町駅） 《担当部署：まちづくり政策部　企画政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

財
　
源

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目

9.3

その他 0.0 0.0 0.0
0.0

2015年度
(H27年

2016年度
(H28年

一　般
- - - - -

取組項目

-事業費 - - - - -

起　債
国県補助財

　
源

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度

(H27年
2016年度

(H28年
2017年度

(H29年
2018年度

(H30年
2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 1.1 1.1 1.4 1.2 1.1 1.0 1.1 1.1

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 1.1 1.1 1.4 1.2 1.1
国県補助

1.0
1.1 1.1 1.1

1.1 1.1 1.1 1.1 1.1

満了年 2029(R11) 11年間合計 臨時

その他
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費 0.0 12.4 12.4

12.4

起　債 0.0 0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0
一　般 0.0

設置年度 2005(H17) 耐用年数 24年

財
　
源

12.4

その他 0.0 0.0 0.0
0.0
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》

（事業費単位：百万円）

0.0 0.0 0.0

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費 295.1 3.3 298.4
・2022（令和4）年10月供用開始予定。

財
　
源

一　般 21.3 3.3 24.6
国県補助 10.1 0.0 10.1
起　債 263.7 0.0 263.7
その他

設置年度 2005(H17) 耐用年数 24年 満了年 2029(R11) 11年間合計 臨時 経常 合計

その他
起　債

0.9 0.9 0.9

財
　
源

一　般 0.6 0.9 0.9 0.9
国県補助

事業費 - - - - - - - 0.6

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的項目
2015年度

(H27年
2016年度

(H28年
2017年度

(H29年
2018年度

(H30年
2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

その他

財
　
源

一　般 1.0 13.0
国県補助 0.4 6.2 3.5
起　債 90.7

事業費 - - - - 1.4 109.9 69.2 114.6

2018年度
(H30年

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

取組項目
基本設計、
不動産鑑定

基本設計、
実施設計、
用地取得

実施設計・
整備工事

整備工事・
施工監理

施設区分：5 観光、産業振興施設

新 バスターミナル 《担当部署：まちづくり政策部　企画政策課

方向性 新設 やしろショッピングパークBio南側にバスロータリーとパークアンドライド用駐車場を整備し、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

臨時的項目
2015年度

(H27年
2016年度

(H28年
2017年度

(H29年

- - -
7.3

65.7 107.3
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

0.0 0.0 0.0

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費 87.4 18.9 106.3
・2022（令和4）年10月供用開始予定。
・2032（令和14）年度まで、指定管理者制度により運営・維持管理を行
う。

財
　
源

一　般 12.1 18.9 31.0
国県補助 38.8 0.0 38.8
起　債 36.5 0.0 36.5
その他

設置年度 2022(R4)予定 耐用年数 満了年 ー 11年間合計 臨時 経常 合計

その他
起　債

5.4 5.4 5.4

財
　
源

一　般 2.7 5.4 5.4 5.4
国県補助

事業費 - - - - - - - 2.7

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

取組項目 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

36.5
その他

9.1 1.0 1.0 1.0
国県補助 38.8財

　
源

一　般

起　債

施設修繕
工事

施設修繕
工事

施設修繕
工事

事業費 - - - - - - - 84.4 1.0 1.0 1.0

取組項目 設計
設計・建設
工事等

施設区分：5 観光、産業振興施設

新 にぎわい交流施設 《担当部署：まちづくり政策部　まちづくり創造課

方向性 新設 まちの拠点（やしろショッピングパークBio南側）においてバスターミナルに併設する。

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

施設区分：1 市庁舎等

4 加東ケーブルビジョン 《担当部署：

方向性 存続・転用 業務内容を縮小し、滝野サブセンターは転用する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

まちづくり政策部　まちづくり創造課
総務財政部　管財課

取組項目
民間移行
完了

設備撤去
工事

一　般
事業費 - - 87.8 146.7

設備撤去
工事

財
　
源

その他
起　債

8.0 - 0.9 - - --

無停電電源装
置更新、ＫＣＶ2
階改修工事及び
施設臨時修繕

エレベーター
修繕工事

8.0 0.9

87.8 146.7

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

国県補助

その他
起　債

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

経常的
維持管理

経常的
維持管理

3.9 4.2 3.9
3.9 4.2 3.9

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

事業費 4.0 4.4 3.3 4.7 3.5 4.2 3.8 3.9

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 4.0 4.4 3.3 4.7 3.5 4.2
国県補助

3.8 3.9

設置年度 2001(H13) 耐用年数 38年 満了年 2039(R21) 11年間合計 臨時 経常 合計

0.0

事業費 243.4 43.8 287.2

起　債 0.0

財
　
源

一　般 8.9 43.8 52.7
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

国県補助 0.0 0.0 0.0

その他 234.5 0.0 234.5

・2016(平成28)年度末をもって、加東ケーブルビジョンの業務(番組制作を除く)を㈱オプテージが提供
するeo光サービスへ完全移行した。
・平成29、30年度において、光ケーブル及びセンター設備の一部、端末機などの除却を行った。
・滝野サブセンターは、加古川河川改修事業に伴い、2017(平成29)年度から兵庫県土地開発公社が
利用。また、2019(令和1)年8月から旧図書・情報センターの蔵書を施設の一部に仮置きした。
・利用終了後においても、他用途への利活用を図る。

0.0
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

1.7
財
　
源

その他

施設区分：1 市庁舎等

・2013(平成25)年12月完成、2014(平成26)年2月供用開始。
・付帯施設として、南、北駐車場、バス、公用車車庫等を整備。
・ＲＣ造一部ＳＲＣ造、Ｓ造、免震構造、地上5階・地下1階建。
・地球温暖化防止対策として、2019(令和1)年度、2020(令和2)年度でLED化を進めた。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

施設区分：1 市庁舎等

・2011(平成23)年度から3階部分を、2014(平成26)年度から2階部分も併せて、北はりま消防組合に、消防本部として有償で貸付けた。
・2014(平成26)年度から、1階部分は災害用備蓄倉庫、災害時待機場所、埋蔵文化財置場等に転用し、2階部分については、2017(平成29)
年度末に北はりま消防本部の一部機能が移転したことから、3階の通信指令業務に支障がない範囲で有効活用を検討した。また、2034（令和
16）年度に通信指令業務が移転予定。
・空調や集中管理システム等の設備の老朽化が著しく、今後の施設の使用用途によっては別途改修費用が発生することがある。
・2020(令和2)年度に、1階は加東アート館に転用、2階を加東こども家庭センター分室として貸し付けた。また、埋蔵文化財の一部を旧福田幼
稚園へ移設した。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

1 加東市庁舎 《担当部署：

方向性 存続 適正な管理のもと施設の長寿命化を図る。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

取組項目

10.0 10.8 - - 1.7 -

中央監視
設備部品
交換

事業費 - - - 37.2 19.1

北駐車場拡
張事業(購
入・工事)

照明LED
化
工事①

照明LED
化
工事②

電話交換機
更新工事、
中央監視設
備部品交換

起　債
国県補助

10.837.2 19.1 10.0一　般

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 45.2 56.0 50.2 55.7 72.0 71.0 65.9 74.3

財
　
源

一　般 41.9 52.6 46.2 47.5 64.0 63.7
79.0 78.7 78.7

1.0国県補助

61.2 69.7 74.4 74.1 74.1

その他 3.3 3.4 4.0 8.2 8.0 6.3 4.7
起　債

4.6 4.6 4.6 4.6

設置年度 2013(H25) 耐用年数 50年 満了年 2063(Ｒ45) 11年間合計 臨時 経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

財
　
源

一　般 78.8 669.4 748.2
事業費 78.8 726.7 805.5

起　債 0.0 0.0 0.0
国県補助 0.0 1.0 1.0

その他 0.0 56.3 56.3

総務財政部　管財課
総務財政部　防災課2 旧市役所　滝野庁舎 《担当部署：

方向性 転用・貸付 1階は加東アート館に転用し、２階を加東こども家庭センター分室・３階を北はりま消防組合へ貸し付ける。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

昇降機
修繕

事業費 - - - 1.8 0.0

外壁点検
補修工事
(10年毎)

-

加東アート館整
備設計・工事、
家庭ｾﾝﾀｰ改修
設計・工事

昇降機
修繕

長寿命化調
査、高圧受電
設備更新設
計監理・工事

1.5 10.3

取組項目

一　般 1.8 0.0 3.2
98.7 1.5 10.3 - 0.8 -

起　債
国県補助 31.7

28.5

0.8
財
　
源

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

35.3

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 19.1 22.6 20.4 19.6 20.0 18.5 21.3 12.3 12.3 12.3 12.3

耐用年数 50年 満了年 2034(R16) 11年間合計 臨時

0.5国県補助

14.3 6.6 6.6 6.6 6.6

起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

7.1 3.0 4.7 4.6 6.5

財
　
源

一　般 12.0 15.6 13.3 16.6 15.3 13.9

5.7 5.7 5.7その他 7.1 7.0 5.7

設置年度 1984(S59)

一　般 17.6 127.4 145.0
事業費 113.1

その他 35.3 62.8 98.1

財
　
源

190.7 303.8

起　債 28.5 0.0 28.5
国県補助 31.7 0.5 32.2

総務財政部　管財課
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

施設区分：1 市庁舎等

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

3 旧市役所　東条庁舎 《担当部署：

方向性 取壊し・貸付 本館、新館を順次取り壊し、別館を消防署東条出張所として貸し付ける。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

取組項目
別館転用
工事

別館を東
条分署に
転用

一　般 100.0 0.3 3.9
- - - - - -事業費 100.0 - - 0.3 41.9

建物アス
ベスト調査

新館解体
工事実施
設計・工事

起　債 38.0
国県補助

0.1 0.1 0.1 0.1

財
　
源

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 0.5 0.5 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1

財
　
源

一　般 0.5 0.5 0.2 0.2 0.1 0.1
0.1 0.1 0.1

国県補助

0.0
2.1 106.3

経常 合計

0.1

その他
起　債

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

起　債 38.0 0.0 38.0

設置年度 1970(S45) 耐用年数 50年 満了年 2020(R2) 11年間合計 臨時

財
　
源

その他 0.0 0.0 0.0

142.2
一　般 104.2

2.1 144.3

0.0 0.0国県補助

－ 河高交流センター 《担当部署： 総務財政部　管財課

方向性 譲渡 現指定管理期間満了時に地区へ譲渡する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

譲渡

事業費 - - - - -

取組項目

一　般
- - - - - -

起　債
国県補助財

　
源

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

取組項目 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理

事業費 - - - - - - - -

財
　
源

一　般
- - -

国県補助

その他
起　債

設置年度 2003(H15) 耐用年数 34年 満了年 2037(R19) 借地 11年間合計 臨時 経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

財
　
源

一　般 0.0 0.0
事業費 0.0 0.0 0.0

0.0

起　債 0.0 0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0
0.0

総務財政部　管財課
総務財政部　防災課

・2014(平成26)年度に本館部分を取り壊し、仮駐車場として整備した。
・新館はCATVの送出機器の撤去後、2019(令和1)年度に東条東体育館とともに取壊した後、ドクターヘリ離着陸場として
整備し、2020(令和2)年度から使用。
・別館は2016(平成28)年度から加東消防署東条出張所として貸し付け、一部を災害時待機場所等として転用した。
・車庫は災害用備蓄倉庫及び一般の倉庫に転用した。
・新館及び東条東体育館跡地の一部を加東消防署東条出張所として無償で貸し付けた。

・2014(平成26)年度から2023(平成35)年度まで河高地区が指定管理
者として管理運営している。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

施設区分：1 市庁舎等

施設区分：1 市庁舎等

総務財政部　防災課
総務財政部　管財課 旧加東消防署 《担当部署：

方向性 取壊し 新たな用地に建て替えたため取り壊した。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

国県補助

11.6
59.1 11.6 - -

財
　
源 起　債

一　般 3.1 59.1

その他

- -事業費 - - - - 3.1

設計・取壊
し
工事監理

取壊し
工事監理

地歴調査、土
壌汚染状況
調査、ボーリン
グ調査

取組項目

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

取組項目

事業費 - - - - - - - -

国県補助財
　
源

一　般
- - -

その他
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1972(S47) 耐用年数 50年 満了年 2021(R3) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 73.8 0.0
事業費 73.8 0.0 73.8

73.8

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0

総務財政部　防災課
総務財政部　管財課 加東消防署旧東条分署 《担当部署：

方向性 取壊し 旧東条分署を東条出張所として市東条庁舎別館に移転させたため取り壊す。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

･2018(平成30)年3月に移転したため、2019(令和1)年度に取壊しを予
定していたが、工事の延伸により、2020(令和2)年度に繰り越し、4月20
日に解体を完了した。
・用地については、売却した。

財
　
源

一　般
- - - 7.0 42.6 -

取壊し・
工事監理

事業費 - - - - -

設計・取
壊し・工
事監理

取組項目

起　債
国県補助

7.0 42.6

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

取組項目

事業費 - - - - - - - -

国県補助財
　
源

一　般
- - -

その他
起　債

財
　
源

一　般 49.6 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1972(S47) 耐用年数 50年 満了年 2021(R3) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費 49.6 0.0 49.6
49.6

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0

・2015(平成27)年度に旧東条庁舎別館を改築し、2016(平成28)年度から加東消防署東
条出張所として使用している。
・旧東条分署は、2024(令和6)年度に取り壊す。
・普通財産として、2020(令和2)年度から防災行政無線戸別受信機の保管倉庫として1階
車庫部分を活用しており、今後、戸別受信機の保管場所を確保する必要がある。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

施設区分：1 市庁舎等

施設区分：6 環境衛生､防災施設

総務財政部　防災課
総務財政部　管財課新 加東消防署 《担当部署：

方向性 存続 H30年度施設整備。土地及び建物は加東市の行政財産として、北はりま消防組合に無償貸与する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

一　般 102.9 6.2
- - - - - -事業費 - 222.0 1,097.5 - -

取組項目
設計
用地取得
一次造成

建設工事 業務開始

その他
起　債 119.1 1,091.3

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

取組項目

事業費 - - - - - - - -

国県補助財
　
源

一　般
- - -

その他
起　債

財
　
源

一　般 109.1 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2018(H30) 耐用年数 50年 満了年 2068(R50) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費 1,319.5 0.0 1,319.5
109.1

起　債 1,210.4 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

1,210.4

－ 中央防災備蓄倉庫 《担当部署： 総務財政部　防災課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

・消防署（Ｓ造2階建）、訓練棟主塔（ＲＣ造5階建）、訓練棟副塔（ＲＣ造
2階建）を建設した。

財
　
源

一　般
- - - - - -事業費 - - - - -

取組項目

起　債
国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

取組項目

事業費 - - - - - - - -

国県補助財
　
源

一　般
- - -

その他
起　債

財
　
源

一　般 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2000(H12) 耐用年数 31年 満了年 2031(R13) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費 0.0 0.0 0.0
0.0

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

施設区分：6 環境衛生､防災施設

施設区分：6 環境衛生､防災施設

事業費

取組項目

一　般 0.6

－ 社地区防災備蓄倉庫 《担当部署： 総務財政部　防災課

0.2
- - - -

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

- -0.6

倉庫前
整地

老朽度調査

-

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

- - -- -

- - 0.2 -

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

起　債
国県補助

その他

国県補助財
　
源

一　般

その他

取組項目

起　債

事業費 - - - - -

総務財政部　防災課

・想定最大規模降雨による家屋倒壊等氾濫想定区域内（河岸浸食）にあるた
め、2025(令和7)年度以降の社小学校のコミュニティ施設等への転用にあわ
せ、社地区の防災備蓄機能を確保することについて検討する。
・外観及び利用上、問題はないので、引き続き使用し、防災備蓄機能を別に確
保するときは移設する。

財
　
源

一　般 0.8 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1997(H9) 耐用年数 24年 満了年 2021(R3) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費

取組項目

一　般

事業費 0.8 0.0 0.8
0.8

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0

－ 福田地区防災備蓄倉庫 《担当部署：

0.2
- - - -

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

- --

老朽度調査

-

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

- - -- -

- - 0.2 -

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

起　債
国県補助

その他

国県補助財
　
源

一　般

その他

取組項目

起　債

事業費 - - - - -

合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1996(H8) 耐用年数 24年 満了年 2020(R2) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費 0.2 0.0 0.2
0.2

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0

・外観及び利用上、問題はないので、引き続き使用する。
財
　
源

一　般 0.2 0.0

経常
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

施設区分：6 環境衛生､防災施設

施設区分：6 環境衛生､防災施設

- -事業費

－ 米田地区防災備蓄倉庫 《担当部署： 総務財政部　防災課

その他

0.2

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

- - - - -

老朽度調査取組項目

一　般
- - 0.2 -

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

起　債
国県補助

取組項目

事業費 - - - - - - - -

国県補助財
　
源

一　般
- - -

その他
起　債

財
　
源

一　般 0.2 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1997(H9) 耐用年数 24年 満了年 2021(R3) 借地 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費 0.2 0.0 0.2
0.2

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0

－ 上福田地区防災備蓄倉庫 《担当部署： 総務財政部　防災課

・想定最大規模降雨による浸水想定区域内にあるため、2025(令和7)年
度以降の米田小学校のコミュニティ施設等への転用にあわせ、米田地
区の防災備蓄機能を確保することについて検討する。
・外観及び利用上、問題はないので、引き続き使用し、防災備蓄機能を
別に確保するときは移設する。

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

- - 0.2 - - -

老朽度調査

事業費 - - - - -

取組項目

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

起　債

0.2一　般

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

国県補助

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

取組項目

事業費 - - - - - - - -

国県補助財
　
源

一　般
- - -

その他
起　債

財
　
源

一　般 0.2 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1996(H8) 耐用年数 24年 満了年 2020(R2) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費 0.2 0.0 0.2
0.2

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0

・外観及び利用上、問題はないので、引き続き使用する。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

施設区分：6 環境衛生､防災施設

施設区分：6 環境衛生､防災施設

－ 鴨川地区防災備蓄倉庫 《担当部署： 総務財政部　防災課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

一　般
- - 0.2 - - -事業費 - - - - -

老朽度調査取組項目

起　債
国県補助

0.2

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

取組項目

事業費 - - - - - - - -

国県補助財
　
源

一　般
- - -

その他
起　債

財
　
源

一　般 0.2 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1996(H8) 耐用年数 24年 満了年 2020(R2) 借地 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費

- -事業費

0.2 0.0 0.2
0.2

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0

－ 上滝野防災備蓄倉庫 《担当部署： 総務財政部　防災課

・外観及び利用上、問題はないので、引き続き使用する。

その他

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

- - - - -

取組項目

一　般
- - - -

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

起　債
国県補助

取組項目

事業費 - - - - - - - -

国県補助財
　
源

一　般
- - -

その他
起　債

財
　
源

一　般 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2005(H17) 耐用年数 24年 満了年 2029(R11) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費 0.0 0.0 0.0
0.0

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

施設区分：6 環境衛生､防災施設

施設区分：6 環境衛生､防災施設

事業費

取組項目

一　般 2.7

－ 河高防災備蓄倉庫 《担当部署： 総務財政部　防災課

- - - -

方向性 取壊し 滝野南小学校区内の適切な場所に移設し取り壊した。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

- -2.7

廃止
取壊し

-

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

- - -- -

- - - -

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

起　債
国県補助

その他

国県補助財
　
源

一　般

その他

取組項目

起　債

事業費 - - - - -

総務財政部　防災課

・2019(令和1)年度に、河高防災備蓄倉庫を取り壊した。
財
　
源

一　般 2.7 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2000(H12) 耐用年数 24年 満了年 2024(R6) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費

取組項目

一　般

事業費 2.7 0.0 2.7
2.7

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0

－ 北野防災備蓄倉庫 《担当部署：

- - - -

方向性 存続 学校施設への併設後、水道事業会計の資産として活用する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

- --

-

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

- - -- -

- - - -

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

起　債
国県補助

その他

国県補助財
　
源

一　般

その他

取組項目

起　債

事業費 - - - - -

合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2001(H13) 耐用年数 24年 満了年 2025(R7) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費 0.0 0.0 0.0
0.0

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0

財
　
源

一　般 0.0 0.0

経常
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

施設区分：6 環境衛生､防災施設

施設区分：6 環境衛生､防災施設

- -事業費

新 滝野南防災備蓄倉庫 《担当部署： 総務財政部　防災課

その他

方向性 新設 滝野南小学校区内の適切な場所に整備した。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

- - - - 9.9

建設工事取組項目

一　般
- - - -

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

起　債 9.9
国県補助

取組項目

事業費 - - - - - - - -

国県補助財
　
源

一　般
- - -

その他
起　債

財
　
源

一　般 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2019(R1) 耐用年数 24年 満了年 2043(R25) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

事業費

事業費

取組項目

一　般

9.9 0.0 9.9
0.0

起　債 9.9 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

9.9

新 東条東防災備蓄倉庫（仮） 《担当部署： 総務財政部　防災課

・河高防災備蓄倉庫を廃止し、指定避難所(滝野南小学校)の近接地で
ある、加東市高岡1013番1の一部（市有地）に設置した。

- - - -

方向性 新設 東条学園小中学校の新築に併せ、廃校後のコミュニティ施設内に整備する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

- -

国県補助

-

-

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

- - -- -

- - - -

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

起　債
国県補助

その他

財
　
源

一　般

その他

取組項目

起　債

事業費 - - - - -

・2021(令和3)年度以降の東条東小学校のコミュニティ施設等への転用
にあわせ、東条東小学校区の防災備蓄機能を確保するため、閉校とな
る東条東小学校の施設を活用し、北側校舎の2階部分に備蓄倉庫を整
備する。

財
　
源

一　般 0.0 0.0

耐用年数 47年 満了年 2032(R14) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1980（S60）

事業費 0.0 0.0 0.0
0.0

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
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》

（事業費単位：百万円）

施設区分：6 環境衛生､防災施設

総務財政部　防災課

方向性 新設 東条学園小中学校の新築に併せ、廃校後の既存施設を活用して整備する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

新 東条西防災備蓄倉庫（仮） 《担当部署：

財
　
源

一　般
- - 1.2 - - -事業費

取組項目

その他

1.2
- - - - -

施設整備
工事

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

起　債
国県補助

-

その他

事業費 - - - - - - - -

起　債
国県補助

取組項目

財
　
源

一　般
- -

2036（R18） 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0
0.0

財
　
源

一　般 1.2 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2012(H24) 耐用年数 24年 満了年
事業費 1.2 0.0 1.2

1.2

起　債 0.0 0.0

・2021(令和3)年度以降の東条西小学校のコミュニティ施設等への転用
にあわせ、東条西小学校区の防災備蓄機能を確保するため、閉校とな
る東条西小学校の施設（既設体育倉庫）を活用して備蓄倉庫を整備す
る。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

－ 上中埋立処分場 《担当部署： 市民協働部　生活環境課

方向性 存続 長期間にわたり安定的に処理責任を果たすため、施設の長寿命化を図る。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度

(H27年
2016年度

(H28年
2017年度

(H29年
2018年度

(H30年
2019年度
(R1年度)

- - - -事業費 - - - - -

取組項目

一　般
- -

国県補助

2023年度
(Ｒ5年度)

2015年度
(H27年

2016年度
(H28年

2017年度
(H29年

2018年度
(H30年

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

財
　
源

その他
起　債

経常的項目

経常的
維持管理

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 2.4 2.4 2.3

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

事業費 2.4 2.4 2.3 2.0 2.1 2.3 2.3
2.0 2.1 2.2 2.1 2.4 2.4

2.5 2.52.6 2.5
2.5 2.4

起　債
0.1 0.1 0.1 0.1その他 0.1 0.2

－ 薮残土処理場 《担当部署： 市民協働部　生活環境課

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1982(S57) 耐用年数 － 満了年 － 11年間合計 臨時
事業費 0.0 25.9 25.9

方向性 存続 長期間にわたり安定的に処理責任を果たすため、施設の長寿命化を図る。

財
　
源

一　般 0.0 25.2

その他 0.0 0.7 0.7
0.0

国県補助 0.0 0.0 0.0
25.2

起　債 0.0 0.0

・一般廃棄物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律により市に処理
責任があり自区内処理が原則である。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度

(H27年
2016年度

(H28年
2017年度

(H29年
2018年度

(H30年
2019年度
(R1年度)

- - - -事業費 6.6 - - - -

取組項目
えん堤
築造工事

一　般 0.8
- -

国県補助

2023年度
(Ｒ5年度)

2015年度
(H27年

2016年度
(H28年

2017年度
(H29年

2018年度
(H30年

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

財
　
源

その他
起　債 5.8

経常的項目

経常的
維持管理

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 3.0 2.9 2.8

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

事業費 3.0 2.9 2.8 2.9 3.0 3.3 3.2
2.9 3.0 1.9 1.8 2.0 2.0

3.4 3.43.5 3.4
2.1 2.0

起　債
1.4 1.4 1.4 1.4その他 1.4 1.4

・一般廃棄物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律により市に処理
責任があり自区内処理が原則である。
・産業廃棄物も受入れすることにより、不法投棄等の不適正処理の防止
効果がある。
・埋立完了後、土地所有者に返還予定。

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1986(S61） 耐用年数 － 満了年 － 借地 11年間合計 臨時
事業費 6.6 34.8 41.4

起　債 5.8 0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0財

　
源

一　般 0.8 26.4 27.2

その他 0.0 8.4 8.4
5.8

施設区分：6 環境衛生､防災施設

施設区分：6 環境衛生､防災施設
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》

（事業費単位：百万円）
2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度

(H27年
2016年度

(H28年
2017年度

(H29年
2018年度

(H30年
2019年度
(R1年度)

方向性 新設 資源ごみの効率的な収集運搬体制を構築するため整備する。

- 加東市リサイクルヤード 《担当部署： 市民協働部　生活環境課

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

- -事業費 15.1 74.9 - - -

取組項目
基本設計
実施設計等

建設工事
等

一　般 13.4 4.7

起　債 1.7 70.2
国県補助

- - - -

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

財
　
源

その他

経常的項目
2015年度

(H27年
2016年度

(H28年
2017年度

(H29年
2018年度

(H30年
2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

経常的
維持管理

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

事業費 - - - 0.1 0.1 0.1 0.1
0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

0.1 0.10.1 0.1
0.1 0.1

起　債
その他

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2016(H28) 耐用年数 30年 満了年 2046(R28) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0
0.8

その他 0.0 0.0 0.0
71.9

事業費 90.0 0.8 90.8
18.9

起　債 71.9 0.0

財
　
源

一　般 18.1・上中埋立処分場に隣接して整備。

施設区分：6 環境衛生､防災施設
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》

（事業費単位：百万円）

－ 窪田隣保館 《担当部署： 市民協働部　人権協働課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度

(H27年
2016年度

(H28年
2017年度

(H29年
2018年度

(H30年
2019年度
(R1年度)

- - 1.0 -

施設修繕
工事

事業費 0.6 - - 0.5 -

屋根防水
シート塗装

取組項目
空調・音響
設備修繕
工事

一　般 0.6 0.5
- -

1.0
国県補助

2023年度
(Ｒ5年度)

2015年度
(H27年

2016年度
(H28年

2017年度
(H29年

2018年度
(H30年

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

財
　
源

その他
起　債

経常的項目

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

事業費 0.3 0.3 0.4 0.3 0.4 0.3 0.4

財
　
源

一　般 0.3 0.3 0.4 0.3 0.4 0.3

起　債

0.4
0.4 0.4 0.4 0.4 0.4

0.4 0.40.4

その他

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1967(S42) 耐用年数 50年 満了年 2017(H29) 11年間合計 臨時
事業費 2.1 4.0 6.1

0.0

0.0
起　債 0.0 0.0 0.0

6.1
財
　
源

一　般 2.1 4.0

その他 0.0 0.0

・2017(平成29)年に耐用年数が満了したため、適正な施設の維持管理
を行うとともに、今後の施設の管理方針について検討を行う。 国県補助 0.0 0.0

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

59 社福祉センター 《担当部署： 健康福祉部　福祉総務課

方向性 存続 市内の福祉の拠点施設として福祉センター機能を集約して存続する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

- 30.4 - - - 12.5

大規模改修
調査・設計

事業費 - - - - 5.8

トイレ洋式化工
事、空調設置工
事、非常放送設
備改修工事

空調・給湯用
チラー、循環
ポンプ更新工
事

取組項目 集約

12.5一　般 5.8
財
　
源

その他
起　債

国県補助

30.4

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

取組項目 指定管理
指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

19.1 19.1 19.1

国県補助

事業費 16.1 17.1 17.8 16.8 16.8 17.8 16.6 17.5
16.6 17.5 19.1 19.1 19.1

財
　
源

一　般 16.1

その他
起　債

48.7 193.8

その他 0.0 0.0 0.0
0.0

事業費

17.1 17.8 16.8 16.8 17.8

2019年度
(R1年度)

60 滝野福祉センターはぴねす滝野 《担当部署： 健康福祉部　福祉総務課

方向性 用途廃止 用途廃止し、普通財産として貸し付ける。

国県補助 0.0 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1997(H9) 耐用年数 50年 満了年 2047(R29) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般

-事業費 - 9.2 9.7 - -

48.7 193.8 242.5
242.5

起　債 0.0 0.0

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

・2012(平成24)年に統合庁舎駐車場用地確保のため、ホール部分（1
階601.8㎡、2階45.6㎡）を取り壊した。
・(変更後)延床面積1,256.12㎡
・2026(令和8)年度にラポートやしろと一体的に大規模改修工事を行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

一　般 9.2 9.7

その他
起　債

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

取組項目
用途廃止
空調改修等
貸付

エレベー
ター更新

財
　
源

国県補助

- - - - -

取組項目
指定管理
等

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

- - -

国県補助

事業費 9.6 - - - - - - -

財
　
源

一　般 9.6

その他
起　債

国県補助 0.0 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1993(H5) 耐用年数 50年 満了年 2043(R25) 借地 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 18.9 9.6

その他 0.0 0.0 0.0
0.0

事業費 18.9 9.6 28.5
28.5

起　債 0.0 0.0

・福祉センターとしての機能は社福祉センターに集約。
・普通財産として加東市社会福祉協議会等に貸し付けし、デイサービス
事業は引き継ぐ。

施設区分：4 保健福祉施設

施設区分：4 保健福祉施設
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

61 東条福祉センターとどろき荘 《担当部署： 健康福祉部　福祉総務課

方向性 縮小・統合 公民館機能を有する複合施設として存続する。

4.4 13.0 92.6 78.8 - 8.0

源泉タンク
更新工事

事業費 - 49.3 201.3 15.3 18.7

浴室天井改
修、源泉施
設移設工事

ろ過装置
等改修工
事

空調・消火設
備・多目的ホー
ル音響機器修
繕工事

改修工事設計
委託、ポンプ･空
調設備改修工
事、地下ピット配
管修繕等

指定管理、
施設修繕工
事

59.1

2.0一　般 49.3 10.2 15.3 18.7 4.4

その他
起　債 191.1

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

多目的ホール空
調、火災通報装
置等更新工事、
老朽度調査

外壁塗装、水
風呂・高温風
呂ろ過設備更
新工事等

取組項目
用地測量・
敷地取得・
実施設計

建物改修

92.6 19.7
財
　
源

13.0
国県補助

6.0

取組項目 指定管理
指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

指定管理、
施設修繕工
事

16.0 16.0 16.0

国県補助

事業費 92.0 50.2 44.4 19.6 17.8 19.3 18.1 19.3
18.1 19.3 16.0 16.0 16.0

指定管理、
施設修繕工
事

指定管理、
施設修繕工
事

財
　
源

一　般 47.3 50.2 44.4 19.6 17.8 19.3

その他 44.7
起　債

・収支バランスの取れた事業運営が見込まれない場合は、温泉施設の廃止を決定する。
・2016(平成28)年度に敷地取得。（借地解消済）
・2017(平成29)年度に入浴施設を縮小するとともに、宿泊施設部分に公民館機能（東条公民館）を移設した。
・建物改修費用には、公民館機能移設のための改修費を含む。
・指定管理期間は、2027(令和9)年度までとし、2025（令和7）年度までの実績を基に、次期指定管理の判断を2026(令
和8)年度中に行うため、廃止の場合は、2028(令和10)年度以降の修繕等はしない。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1993(H5) 耐用年数 50年 満了年 2043(R25) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0財
　
源

一　般 225.2 284.0 509.2

その他 0.0 44.7 44.7
256.2

事業費 481.4 328.7 810.1

起　債 256.2 0.0

62 ラポートやしろ 《担当部署： 健康福祉部　福祉総務課

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

方向性 存続 障害者及び高齢者福祉の拠点として存続する。

- 12.5

大規模改
修調査・設
計

事業費 - - - - 10.5

エレベー
ター更新、ト
イレ洋式化
工事

空調・給湯用
チラー、循環ポ
ンプ更新工事

取組項目
給湯設備
更新工事・
監理

起　債
国県補助

13.0 11.8一　般 10.5
- 13.0 11.8 -

財
　
源

その他

12.5

取組項目

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

- - -

国県補助

事業費 - - - - - - - -

財
　
源

一　般

その他
起　債

47.8 0.0

その他 0.0 0.0 0.0
0.0

事業費

国県補助 0.0 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1996(H8) 耐用年数 50年 満了年 2046(R28) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般
47.8 0.0 47.8

47.8

起　債 0.0 0.0

・障害者の受入れ施設が少ないため存続とする。
・経常的事業費は、社福祉センターに含む。
・2026(令和8)年度に社福祉センターと一体的に大規模改修工事を行
う。

施設区分：4 保健福祉施設

施設区分：4 保健福祉施設
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》

（事業費単位：百万円）
2019年度
(R1年度)

63 東条デイサービスセンター 《担当部署： 健康福祉部　福祉総務課

方向性 用途廃止 用途廃止し、普通財産として貸し付ける。

-事業費 - - - - -

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

一　般

その他
起　債

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

取組項目
建物改修
（分離工事）
用途廃止

財
　
源

国県補助

- - - - -

取組項目 指定管理 指定管理 指定管理

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

- - -

国県補助

事業費 - - - - - - - -

財
　
源

一　般

その他
起　債

国県補助 0.0 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1993(H5) 耐用年数 50年 満了年 2043(R25) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 0.0 0.0

その他 0.0 0.0 0.0
0.0

事業費 0.0 0.0 0.0
0.0

起　債 0.0 0.0

・普通財産として加東市社会福祉協議会に貸し付けし、デイサービス事
業を引き継ぐ。
・臨時的項目の事業費については、とどろき荘に含む。

施設区分：4 保健福祉施設
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

65 やしろ鴨川の郷 《担当部署： 産業振興部　商工観光課

方向性 存続 収益改善を図り、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

1.3 - 17.9 - 23.0 -

キュービク
ル・分電盤
更新

事業費 4.6 12.5 43.0 2.2 5.3

本館改修
実習室等空
調設備改修

浴室サーモス
タット更新、橋
板等修繕工
事

テニスコート
改修工事

取組項目
給水ポンプ
取替工事等

コテージ改修実
施設計、空調・
厨房換気・排水
設備等改修

コテージ改修工
事、キャンプ場改
修、空調設備改
修、老朽度調査

一　般 4.6 12.5 7.5 2.2 5.3 1.3
財
　
源

その他 13.4
起　債 35.5

国県補助

4.5 23.0

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

取組項目
指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

起　債

21.4 21.4 21.4

国県補助

事業費 45.4 20.3 20.4 21.5 21.9 22.9 22.6 21.4
22.6 21.4 21.4 21.4 21.4

臨時

その他 13.4 24.5 37.9
起　債

財
　
源

一　般 20.9 20.3 20.4 21.5 21.9 22.9

その他 24.5

・キャンプ場及び老朽化が著しいしいたけ園については、社会ニーズとの差異を
見極め、存廃若しくは施設の機能を縮小するなどの検討を進める。
・2016(平成28)年度からの指定管理要項を見直し、利用料制を採用した。
・2021(令和3)年度から2025(令和7)年度まで、現指定管理者による管理運営
を更新した。

取組項目
炭酸除去
ユニット設
置等

サウナ
改修等

老朽度調査、
循環系統設
備取替等

2025年度
(R7年度)

国県補助 0.0 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1998(H10) 耐用年数 31年 満了年 2029(R11) 借地 11年間合計

0.0 35.5

財
　
源

一　般 60.9 236.1 297.0
事業費 109.8 260.6 370.4

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

35.5

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

66 滝野交流保養館（滝野温泉ぽかぽ） 《担当部署： 産業振興部　商工観光課

方向性 存続 収益改善を図り、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

5.1 2.4 26.3 - 23.0 -

外壁改修

事業費 43.3 17.1 11.7 9.0 11.1

ポンプ交換・
源泉タンク
水位計改修

竹柵補修・
ヒートポンプ
更新等

源泉移送ﾎﾟﾝﾌﾟ
設備配管交
換、土砂流出
防止工事等

川の湯ｻｳ
ﾅ設計

川の湯サウナ・洗い
場改修、源泉水中
ポンプ修繕工事、ポ
ンプ架台改修工事

26.3
財
　
源

1.2

指定管理 指定管理

23.0一　般 43.3 17.1 11.7 9.0 11.1 5.1

その他

指定管理 指定管理 指定管理

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

1.2国県補助

起　債

20.8 20.8 20.8

国県補助

事業費 107.7 21.0 19.0 19.0 20.0 24.4 43.8 20.8

指定管理 指定管理取組項目 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理

起　債

43.8 20.8 20.8 20.8 20.8一　般 20.9 21.0 19.0 19.0 20.0 24.4

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2000(H12) 耐用年数 31年 満了年 2031(R13) 借地 11年間合計 臨時

その他 86.8

財
　
源

147.8 251.3
事業費 149.0 338.1 487.1

399.1

起　債 0.0 0.0
国県補助

その他 0.0

財
　
源

1.2 0.0 1.2
0.0

・湯量の大幅な減少等、予期せぬ急激な機能低下が見られた場合は、廃止も含めて今後の運営につい
て検討する。
・2016(平成28)年度からの指定管理要項を見直し、利用料制を採用した。
・2021(令和3)年度から2025(令和7)年度まで、現指定管理者による管理運営を更新した。
・2021(令和3)年度、川の湯サウナ設計を行った。また、新型コロナウイルスの影響により利用者数が大
きく減少したため、指定管理料を加算した。

一　般

86.8 86.8

施設区分：5 観光､産業振興施設

施設区分：5 観光､産業振興施設
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

施設点検
展示場照明
設備改修

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

取組項目
防犯カメラ
設置

67 滝野産業展示館（滝野にぎわいプラザ） 《担当部署： 産業振興部　商工観光課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

一　般 0.6 0.7
0.7 - - - 1.5 -- 0.6 - - -

起　債

事業費

財
　
源

その他

国県補助

1.5

指定管理 指定管理 指定管理 指定管理取組項目 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

一　般 1.0 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
1.8 1.8 1.8

国県補助

事業費 1.0 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 1.8 1.8

16.3

1.8 1.8 1.8 1.8 1.8

その他
起　債

・2021(令和3)年度から2025(令和7)年度まで、現指定管理者による管
理運営を更新した。

財
　
源

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2005(H17) 耐用年数 34年 満了年 2039(R21) 11年間合計 臨時

財
　
源

その他 0.0 0.0 0.0
0.0

0.0 0.0 0.0
一　般 2.8 13.5

事業費 2.8 13.5 16.3

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

68 内水面関連知識普及教育施設アクア東条 《担当部署： 産業振興部　商工観光課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

国県補助

4.0 0.9 3.2 - - -事業費 - 0.4 - 0.5 -

老朽度
調査

屋根補修工
事・排煙設
備補修工事

トイレ修繕
工事

空調設備
改修

取組項目
防犯カメラ
設置

起　債 0.0 0.0

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

一　般 0.4 0.5 4.0
財
　
源

その他
起　債

国県補助 0.3
0.6 3.2

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

取組項目
指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

指定管理
等

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

6.2 6.2 6.2

国県補助

事業費 5.2 5.2 5.3 5.2 5.3 5.2 6.2 6.2
6.2 6.2 6.2 6.2 6.2

財
　
源

一　般 5.2

その他
起　債

8.7 62.4

その他 0.0 0.0 0.0
0.0

事業費

5.2 5.3 5.2 5.3 5.2

国県補助 0.3 0.0 0.3

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1989(H1) 耐用年数 34年 満了年 2023(R5) 借地 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般
9.0 62.4 71.4

71.1

起　債 0.0 0.0

・東条川疏水の普及啓発の推進や近隣アミューズメント施設との連携を
図り、利用者の増加に努める。
・2021(令和3)年度から2025(令和7)年度まで、現指定管理者による管
理運営を更新した。

施設区分：5 観光､産業振興施設

施設区分：5 観光､産業振興施設
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2019年度
(R1年度)

69 産地形成等促進施設・道の駅とうじょう 《担当部署： 産業振興部　商工観光課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

-事業費 28.3 42.3 - - -

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

施設補修

一　般 28.3 42.3

その他
起　債

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

取組項目

駐車場舗装
工事、高圧
受電設備設
置

防犯カメラ
設置、駐車
場舗装工事

財
　
源

国県補助

- - - - -

取組項目 施設補修

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

施設補修

1.0 1.0 1.0

国県補助

事業費 - - - - - - 1.0 1.0
1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

施設補修 施設補修

財
　
源

一　般

その他
起　債

国県補助 0.0 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2000(H12) 耐用年数 34年 満了年 2034(R16) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 70.6 5.0

その他 0.0 0.0 0.0
0.0

事業費 70.6 5.0 75.6
75.6

起　債 0.0 0.0

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

- 南山活性化支援施設Mina-Kuru 《担当部署： 産業振興部　商工観光課

方向性 新設 地域住民の雇用と周辺企業の活性化を図るため設置する。

- - - - -事業費 - 316.2 - 1.0 -

案内標識
設置

施設維持
管理費

一　般 25.6 1.0

その他
起　債 290.6

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

取組項目
基本設計
実施設計
建設工事

財
　
源

国県補助

取組項目
施設維持
管理費

施設維持
管理費

施設維持
管理費

施設維持
管理費

施設維持
管理費

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

施設維持
管理費

4.4 4.4 4.4

国県補助

事業費 - - 3.8 3.9 4.1 3.9 4.4 4.0
3.5 3.2 3.6 3.6 3.6

施設維持
管理費

施設維持
管理費

財
　
源

一　般 2.9 3.0 3.2 3.2

0.8 0.8 0.8 0.8その他 0.9 0.9 0.9 0.7 0.9

国県補助 0.0 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

当
　
初

設置年度 2016(H28) 耐用年数 35年 満了年 2051(R33) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般

290.6 0.0

・維持管理に係る詳細については、2018（平成30）年度に見直した。
・「鯉こいランド」を当分の間、当施設に移設する。

起　債

26.6 29.8

その他 0.0 7.5 7.5
290.6

事業費 317.2 37.3 354.5
56.4

起　債

施設区分：5 観光､産業振興施設

施設区分：5 観光､産業振興施設
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

－ 小元団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 建替え 計画に基づき建替えを行い、適正に維持管理を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

119.9 122.0
国県補助 8.6 187.4 120.0 122.5 10.9

- - - - - -事業費 36.0 442.0 267.5 250.1 21.8

３期工事
３期工事
（繰越分）

取組項目
法面工事
実施設計

１期工事
実施設計

２期工事
実施設計

財
　
源 起　債 187.3

一　般 27.4 67.3 27.6 5.6 10.9

その他

設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.1 0.1 0.1事業費 0.7 2.1

その他 0.7 2.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
起　債

0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

財
　
源

一　般

・1971(昭和46)年度から1979(昭和54)年度に設置。
・9棟、51戸、平屋建と2階建。
・2016(平成28)年度から2019(令和1)年度に順次取壊し、8棟、48戸の木造準耐火2階建に現地建替え。
・建替後の耐用年数は、準耐火のため45年。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2016(H28) 耐用年数 45年 満了年 2061(R43) 11年間合計 臨時

0.1 0.1 0.1 0.1

その他 0.0 3.7 3.7
429.2

国県補助 449.4 0.0 449.4財
　
源

一　般 138.8 0.0 138.8
事業費 1,017.4 3.7 1,021.1

起　債 429.2 0.0

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 鴨川団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

事業費 - 0.8 - - -

実施設計、
居住性向上
改修工事

取組項目
テレビ受信
設備改修

14.2
財
　
源

一　般 0.8
- - 14.2 - - -

起　債
国県補助

その他

設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.3 0.3 0.3事業費 1.4 1.5

起　債

設備修繕 設備修繕 設備修繕

1.0 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1979(S54) 耐用年数 30年 満了年 2009(H21) 11年間合計 臨時

0.3 0.3 0.3 0.3その他 1.4 1.5 1.0 0.3

国県補助 0.0 0.0 0.0財
　
源

一　般 15.0 0.0
事業費 15.0 6.3 21.3

15.0

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 6.3 6.3

0.0

0.3 0.3 0.3

施設区分：7 市営住宅

施設区分：7 市営住宅

・1979(昭和54)年度に設置。
・4棟、8戸で全棟平屋建。
・構造形式は簡易耐火構造。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 嬉野台団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

実施設計、屋
根・外壁・居住
性向上改修工
事、工事監理

実施設計、屋
根・外壁・居住
性向上改修工
事、工事監理

事業費 - - 15.7 2.9 -

給水ポン
プ修繕工
事

実施設計取組項目
実施設計
屋根・外壁
改修工事

1.0 15.6 16.1
財
　
源

一　般 8.3 2.9
- - - 2.0 31.1 32.1

1.0 15.5 16.0
起　債

国県補助 7.4

その他

設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2.9 2.9 2.9事業費 4.8 3.6

その他 4.8 3.6 2.0 2.9 2.9 2.9 2.9
起　債

2.0 2.9 2.9 2.9 2.9 2.9

財
　
源

一　般

・1987(昭和62)年度と1989(平成元)年度に元木造平屋建の現地建替え。
・9棟、81戸で全棟RC造（壁式構造）3階建。
・2026(令和8)年度､2027(令和9)年度に6､7､8号棟の屋根・外壁改修予定（6,800万
円）。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1987(S62) 耐用年数 47年 満了年 2034(R16) 11年間合計 臨時

2.9 2.9 2.9 2.9

その他 0.0 33.6 33.6
0.0

財
　
源

一　般 43.9 0.0 43.9
事業費 83.8 33.6 117.4

起　債 0.0 0.0
国県補助 39.9 0.0 39.9

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 家原（北）団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

事業費 - - - - 45.6

実施設計
屋根・外壁
改修工事

取組項目

財
　
源

一　般 22.8
- - - - - -

起　債
国県補助 22.8

その他

設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.6 0.6 0.6事業費 1.0 0.5

起　債

設備修繕 設備修繕 設備修繕

1.5 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1993(H5) 耐用年数 47年 満了年 2040(R22) 11年間合計 臨時

0.6 0.6 0.6 0.6その他 1.0 0.5 1.5 0.6

国県補助 22.8 0.0 22.8財
　
源

一　般 22.8 0.0
事業費 45.6 7.8 53.4

22.8

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 7.8 7.8

0.0

0.6 0.6 0.6

施設区分：7 市営住宅

施設区分：7 市営住宅

・元木造平屋建の現地建替え。
・2棟、18戸で全棟RC造（壁式構造）3階建。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 家原（南）団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

実施設計、
居住性向上
改修工事・
工事監理

実施設計、
居住性向上
改修工事・
工事監理

事業費 - - - - -

実施設計取組項目

0.5 13.5 14.4
財
　
源

一　般
- - - 1.0 26.9 28.7

0.5 13.4 14.3
起　債

国県補助

その他

設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

1.6 1.6 1.6事業費 2.6 1.3

その他 2.6 1.3 1.1 1.6 1.6 1.6 1.6
起　債

1.1 1.6 1.6 1.6 1.6 1.6

財
　
源

一　般

・1995(平成7)年度と1997(平成9)年度に元木造平屋建の現地建替え。
・5棟、45戸で全棟RC造（壁式構造）3階建。
・2028(令和10)年度、2029(令和11)年度、2030(令和12)年度に屋根・外壁改修予定（1億2,400百
万円）。
・車椅子用浴室改修必要（2戸、300万円）。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1995(H7) 耐用年数 47年 満了年 2042(R24) 11年間合計 臨時

1.6 1.6 1.6 1.6

その他 0.0 17.8 17.8
0.0

国県補助 28.2 0.0 28.2財
　
源

一　般 28.4 0.0 28.4
事業費 56.6 17.8 74.4

起　債 0.0 0.0

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 下三草団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

実施設計、
屋根・外壁
改修工事、
工事監理

実施設計、
屋根・外壁
改修工事、
工事監理

事業費 3.0 - - - -

実施設計取組項目
設備等
改修工事

0.5 8.5 8.5
財
　
源

一　般 3.0
- - - 1.0 17.0 17.0

0.5 8.5 8.5
起　債

国県補助

その他

設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

1.0 1.0 1.0事業費 3.6 1.0

起　債

設備修繕 設備修繕 設備修繕

1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1999(H11) 耐用年数 45年 満了年 2044(R26) 11年間合計 臨時

1.0 1.0 1.0 1.0その他 3.6 1.0 1.1 1.0

国県補助 17.5 0.0 17.5財
　
源

一　般 20.5 0.0
事業費 38.0 13.7 51.7

20.5

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 13.7 13.7

0.0

1.0 1.0 1.0

施設区分：7 市営住宅

施設区分：7 市営住宅

・1999(平成11)年度、2000(平成12)年度、2002(平成14)年度に元木造平屋
建の現地建替え。
・3棟、27戸で全棟3階建の木造枠組壁工法（準耐火構造）。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 平安団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 廃止 現入居者が退去後廃止し、取り壊す。

事業費 - 0.7 - - -

取組項目
テレビ受信
設備改修

財
　
源

一　般 0.7
- - - - - -

起　債
国県補助

その他

設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.7 0.7 0.7事業費 0.5 0.2

起　債

設備修繕 設備修繕 設備修繕

0.2 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1972(S47) 耐用年数 45年 満了年 2017(H29) 11年間合計 臨時

0.7 0.7 0.7 0.7その他 0.5 0.2 0.2 0.7

国県補助 0.0 0.0 0.0財
　
源

一　般 0.7 0.0
事業費 0.7 6.5 7.2

0.7

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 6.5 6.5

0.0

0.7 0.7 0.7

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 岩の花団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 縮小 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

事業費 - 0.4 - - -

屋根・外壁・
浴室改修工
事

1号棟、4
号棟解体

居住性向上
改修工事

取組項目
テレビ受信
設備改修

5.9 1.1
財
　
源

一　般 0.4 22.8
35.6 5.9 - 2.1 - -

1.0
起　債

国県補助 12.8

その他

設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.5 0.5 0.5事業費 3.8 0.2

起　債

設備修繕 設備修繕 設備修繕

0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.5

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1974(S49) 耐用年数 45年 満了年 2019(R1) 11年間合計 臨時

0.5 0.5 0.5 0.5その他 3.8 0.2 0.7 0.7

国県補助 13.8 0.0 13.8財
　
源

一　般 30.2 0.0
事業費 44.0 9.5 53.5

30.2

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 9.5 9.5

0.0

0.7 0.7 0.7

施設区分：7 市営住宅

施設区分：7 市営住宅

・6棟、20戸で全棟2階建の簡易耐火構造。
・退去され空き家になった住宅の新たな入居者は募集せず、廃止、取壊
しを行う（解体2,000万円）。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。

・4棟、20戸で全棟2階建の簡易耐火構造。
・1、4号棟は用途廃止（7戸減）後、2021(令和3)年度に解体した。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 光明寺団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 廃止 現入居者が退去後廃止し、取り壊す。

事業費 - - - - -

取組項目

財
　
源

一　般
- - - - - -

起　債
国県補助

その他

施設修繕

国県補助

取組項目 施設修繕 施設修繕 施設修繕 施設修繕 施設修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.1 0.1 0.1事業費 - -

起　債

施設修繕 施設修繕 施設修繕

- 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1955(S30) 耐用年数 30年 満了年 1985(S60) 11年間合計 臨時

0.1 0.1 0.1 0.1その他 0.1

国県補助 0.0 0.0 0.0財
　
源

一　般 0.0 0.0
事業費 0.0 0.8 0.8

0.0

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.8 0.8

0.0

0.1 0.1 0.1

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 春日団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 廃止 現入居者が退去後廃止し、取り壊す。

事業費 - - - 4.4 1.2

ブロック塀撤
去工事、空住
宅解体工事

空き住宅
解体工事

空き住宅
解体工事

取組項目

3.6
財
　
源

一　般 4.4 1.2
- 3.6 - - - -

起　債
国県補助

その他

施設修繕 施設修繕 施設修繕 施設修繕

国県補助

取組項目 施設修繕 施設修繕 施設修繕 施設修繕 施設修繕 施設修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.1 0.1 0.1事業費 - 0.1

その他 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1
起　債

0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

財
　
源

一　般

・1956(昭和31)年度、1958(昭和33)年度、1959(昭和34)年度、1960(昭和35)年度に
設置。
・13棟、13戸で全棟木造平屋建（元50戸）。
・退去され空き家になった住宅の新たな入居者は募集せず、廃止、取壊しを行う（解体
1,200万円）。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1956(S31) 耐用年数 30年 満了年 1986(S61) 11年間合計 臨時

0.1 0.1 0.1 0.1

その他 0.0 1.1 1.1
0.0

国県補助 0.0 0.0 0.0財
　
源

一　般 9.2 0.0 9.2
事業費 9.2 1.1 10.3

起　債 0.0 0.0

施設区分：7 市営住宅

施設区分：7 市営住宅

・1棟、1戸で全棟木造平屋建（元５戸）。
・退去され空き家になった住宅の新たな入居者は募集せず、廃止、取壊
しを行う（解体1,600万円）。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 下滝野団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 廃止 現入居者の退去が完了したため、廃止し、取り壊した。

事業費 0.6 - - - -

9号棟
解体

取組項目
1号棟
解体

1.3
財
　
源

一　般 0.6
- 1.3 - - - -

起　債
国県補助

その他

国県補助

取組項目 施設修繕 施設修繕 施設修繕 施設修繕 施設修繕 施設修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

- - -事業費 - 0.1

起　債

- 0.1 0.1 0.1 0.1 -

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1958(S33) 耐用年数 30年 満了年 1988(S63) 11年間合計 臨時

その他 0.1 0.1

国県補助 0.0 0.0 0.0財
　
源

一　般 1.9 0.0
事業費 1.9 0.5 2.4

1.9

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.5 0.5

0.0

0.1 0.1 0.1

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 河高団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

事業費 1.4 23.2 27.3 - 3.3

集会所屋
根・外壁改
修

取組項目 実施設計
屋根・外壁
改修工事

実施設計
屋根・外壁
改修工事

財
　
源

一　般 0.7 11.0 6.8 3.3
- - - - - -

起　債
国県補助 0.7 12.2 20.5

その他

設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.9 0.9 0.9事業費 3.0 1.4

起　債

設備修繕 設備修繕 設備修繕

0.7 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1989(H1) 耐用年数 47年 満了年 2036(R18) 11年間合計 臨時

0.9 0.9 0.9 0.9その他 3.0 1.4 0.7 0.9

国県補助 33.4 0.0 33.4財
　
源

一　般 21.8 0.0
事業費 55.2 12.3 67.5

21.8

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 12.3 12.3

0.0

0.9 0.9 0.9

施設区分：7 市営住宅

施設区分：7 市営住宅

・木造平屋建（元10戸）。
・退去され空き家になった住宅の新たな入居者は募集せず、廃止、取壊
しを行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。
・9号棟は用途廃止(1戸減)後、2021(令和3)年度に解体した。

・元木造平屋建の別地建替え。
・2棟、24戸で全棟RC造（壁式構造）3階建。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 高岡団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

事業費 - - - - -

外壁ｼｰﾘﾝｸﾞ
修繕工事

取組項目

1.0
財
　
源

一　般
- - - 1.0 - -

起　債
国県補助

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.1 0.1 0.1事業費 0.1 0.1 0.1

設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

0.4 0.1 0.1 0.1 0.1

財
　
源

一　般

0.1 0.1
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2008(H20) 耐用年数 30年 満了年 2038(R20) 11年間合計 臨時

0.1 0.1 0.1 0.1その他 0.1 0.1 0.4 0.1 0.1

その他 0.0 1.4 1.4
0.0

国県補助 0.0 0.0 0.0財
　
源

一　般 1.0 0.0
事業費 1.0 1.4 2.4

1.0

起　債 0.0 0.0

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 新町団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

事業費 - 0.3 - - -

実施設計、
屋根・外壁
改修工事、
工事監理

取組項目
テレビ受信
設備改修

10.8
財
　
源

一　般 0.3
- - - 21.5 - -

10.7
起　債

国県補助

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.2 0.2 0.2事業費 - - 0.2

設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

0.4 0.2 0.2 0.2 0.2

財
　
源

一　般

0.2 0.2
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2003(H15) 耐用年数 30年 満了年 2033(R15) 11年間合計 臨時

0.2 0.2 0.2 0.2その他 0.4 0.2 0.2

その他 0.0 2.0 2.0
0.0

国県補助 10.7 0.0 10.7財
　
源

一　般 11.1 0.0
事業費 21.8 2.0 23.8

11.1

起　債 0.0 0.0

施設区分：7 市営住宅

施設区分：7 市営住宅

・元木造平屋建の現地建替え。
・3棟、6戸、全棟木造2階建。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。

・2008(平成20)年度、2009(平成21)年度、2010(平成22)年度に元木造平屋建の現地
建替え。
・4棟、16戸、全棟木造2階建。
・鉄骨外階段塗装（4箇所）必要（600万円）。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 北野団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

事業費 - - - - -

実施設計、屋
根・外壁・居住
性向上改修工
事、工事監理

実施設計、屋
根・外壁・居住
性向上改修工
事、工事監理

取組項目

10.2 17.0
財
　
源

一　般
- - 20.3 34.0 - -

17.0
起　債

国県補助 10.1

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.6 0.6 0.6事業費 1.2 - 0.6

設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

0.3 0.6 0.6 0.6 0.6

財
　
源

一　般

0.6 0.6
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1997(H9) 耐用年数 47年 満了年 2044(R26) 11年間合計 臨時

0.6 0.6 0.6 0.6その他 1.2 0.3 0.6 0.6

その他 0.0 6.3 6.3
0.0

国県補助 27.1 0.0 27.1財
　
源

一　般 27.2 0.0
事業費 54.3 6.3 60.6

27.2

起　債 0.0 0.0

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 森尾団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 廃止 現入居者が退去後廃止し、取り壊す。

2020年度
(R2年度)

事業費 - 0.4 - - -

1号棟
解体

取組項目
テレビ受信
設備改修

3.7
財
　
源

一　般 0.4
- 3.7 - - - -

起　債
国県補助

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.1 0.1 0.1事業費 - - 0.1

設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

0.3 0.1 0.1 0.1 0.1

財
　
源

一　般

0.1 0.1
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1973(S48) 耐用年数 45年 満了年 2018(H30) 11年間合計 臨時

0.1 0.1 0.1 0.1その他 0.3 0.1 0.1

その他 0.0 1.1 1.1
0.0

国県補助 0.0 0.0 0.0財
　
源

一　般 4.1 0.0
事業費 4.1 1.1 5.2

4.1

起　債 0.0 0.0

施設区分：7 市営住宅

施設区分：7 市営住宅

・1997(平成9)年度、1999(平成11)年度、2001(平成13)年度に元木造
平屋建の現地建替え。
・3棟、18戸、全棟RC造（壁式構造）3階建。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。

・2棟、10戸、全棟2階建の簡易耐火構造。
・土砂災害警戒区域内にある団地であるため、退去され空き家になった住宅に
は、新たな入居者を募集せず、廃止、取壊しを行う（解体1,200万円）。
・1号棟は用途廃止(5戸減)後、2021(令和3)年度に解体した。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 藪団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 縮小 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

事業費 - 6.5 3.9 - -

屋根・外壁・
浴室改修工
事

居住性向上
改修工事

取組項目

下水道接続工
事、入居前修
繕工事、テレビ
受信設備改修

1号棟
解体

0.6
財
　
源

一　般 6.5 3.9 10.9
17.8 - - 1.1 - -

0.5
起　債

国県補助 6.9

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.1 0.1 0.1事業費 0.4 0.2 0.1

設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

0.4 0.1 0.1 0.1 0.1

財
　
源

一　般

0.1 0.1
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1974(S49) 耐用年数 45年 満了年 2019(R1) 11年間合計 臨時

0.1 0.1 0.1 0.1その他 0.4 0.2 0.4 0.1 0.1

その他 0.0 1.8 1.8
0.0

国県補助 7.4 0.0 7.4財
　
源

一　般 21.9 0.0
事業費 29.3 1.8 31.1

21.9

起　債 0.0 0.0

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 森団地 《担当部署： 都市整備部　都市政策課

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

事業費 - 1.1 4.6 42.0 85.4

屋根・外
壁・浴室改
修工事

屋根・外
壁・浴室改
修工事

居住性向上
改修工事

取組項目
テレビ受信
設備改修

実施設計

5.3
財
　
源

一　般 1.1 2.3 33.3 42.7
- - - 10.6 - -

5.3
起　債

国県補助 2.3 8.7 42.7

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.6 0.6 0.6事業費 0.4 2.7

起　債

設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

国県補助

取組項目 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕 設備修繕

0.6 0.6 0.6

事業費 143.7 8.3 152.0
84.7

0.4 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6

0.4 0.6 0.6

8.3
0.0

財
　
源

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1988(S63) 耐用年数 30年 満了年 2018(H30) 11年間合計

国県補助 59.0 0.0 59.0
一　般 84.7 0.0

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 8.3

施設区分：7 市営住宅

施設区分：7 市営住宅

・2棟、10戸、全棟2階建の簡易耐火構造。
・1号棟は用途廃止（4戸減）後、2017(平成29)年度に解体した。
・浄化槽解体及び公共下水接続工事は、2016(平成28)年度に完了した。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。

・1988(昭和63)年度、1989(平成元)年度、1990(平成2)年度に設置。
・8棟、16戸、全棟木造2階建。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・長寿命化計画を2021(令和3)年度に改訂済み。

臨時

0.6その他 0.4 2.7 0.6 0.6
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

5 加東市民病院 《担当部署： 病院事業部　病院総務課

方向性 存続 施設の長寿命化を図るため、計画的な修繕・改修を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

- 7.8 56.0 43.2

内科トイレ･採
尿室改修、屋
上防水改修
②

照明LED化
(外来部門以
外)、屋上防
水改修③

事業費 108.0 7.9 13.2 23.6 50.2

手術室空調改
修①、スプリンク
ラー設置、医師
住宅取壊し

手術室空調改修

②ｰ(1)、高架水槽設

備等改修、医局・病

室等改修

手術室空調改
修②-(2)、屋上
防水改修①-(1)

屋上防水
改修①-
(2)

西側階段
壁面改修

取組項目
耐震診断、保
育所新築、空
調改修

外来扉改修、
照明LED化
(外来部門)

外来床改
修、排煙
設備改修

一　般 4.9 7.9 13.2 8.0 0.1 0.1
9.0 53.4

37.1
13.0

国県補助

2023年度
(Ｒ5年度)

2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

財
　
源

その他
8.9 53.4 7.8 56.0 43.2起　債 103.1 15.6

経常的項目

経常的
維持管理

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 9.2 5.3 9.9

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

事業費 9.2 5.3 9.9 12.6 10.2 11.2 6.7
8.2 7.1 11.2 6.7 5.0 5.0

5.0 5.06.2 5.0
6.2 5.0

起　債
その他 4.4 3.1

・建物の建築年次
　１期…1976(昭和51)年度2,400㎡、2期…1978(昭和53)年度1,668㎡、3期
…1982(昭和57)年度3,969㎡、4期…1985(昭和60)年度670㎡、5期…
1996(平成8)年度1,247㎡
・梶原医師住宅3棟は、2018(平成30)年度に解体工事完了。今後、売却予定。

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1976(S51) 耐用年数 39年 満了年 2015(H27) 借地 11年間合計 臨時
事業費 372.3 86.3 458.6

起　債 301.0 0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0財

　
源

一　般 34.2 78.8 113.0

その他 37.1 7.5 44.6
301.0

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。
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2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

19.0 12.2

談話室改修
（中庭改修） 食堂拡張

事業費 - - 0.6 33.3 8.1

空調設備
改修

ボイラー更
新、内樋改
修

外壁改修 屋根改修取組項目
屋上防水
改修

廊下床改修、
照明ＬＥＤ化、
発電機更新

トイレ改
修

一　般 0.6 0.1

起　債 33.2 8.1
国県補助

0.10.1
20.9 28.9 39.7 25.5

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

財
　
源

その他
20.8 28.8 39.7 25.5 18.9 12.2

0.1

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

経常的
維持管理

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 0.5 0.4 1.3

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

事業費 0.5 0.4 1.3 1.6 0.3 1.8 1.3
1.6 0.3 1.8 1.3 2.0 2.0

2.0 2.00.5 2.0
0.5 2.0

起　債
その他

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1990(H2) 耐用年数 39年 満了年 2029(R11) 11年間合計 臨時

国県補助 0.0 0.0 0.0
13.7

その他 0.0 0.0 0.0
187.2

事業費 188.2 13.7 201.9
14.7

起　債 187.2 0.0

財
　
源

一　般 1.0･施設機能の延命を目的に必要最小限の修繕を実施する。
･空調設備や電気設備など年間保守委託で管理している設備が多い
が、緊急で修繕する場合が増えてきている。

施設区分：1 市庁舎等

施設区分：4 保健福祉施設
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●まちづくり政策部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
え
す
た
し
お
ん
ギ
⑂
ラ

リ
␗

(

Ｊ
Ｒ
滝
野
駅

)

1995
(H7)
34年

 経年劣化   損傷  ⾬漏 補修(H30）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

交
流
ふ
れ
あ
い
館

︵
J
R
社
町
駅
︶

―

2005
(H17)
24年

 経年劣化   損傷 ― ― ―

全体（イメージ図） 屋根・屋上 外壁 内装・設備

バ
ス
タ
␗
ミ
ナ
ル

― ― ―

・施設整備⼯事(R3・R4) ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

加
東
ケ
␗
ブ
ル

ビ
ジ
⑄
ン

― ―

2001
(H13)
38年

 経年劣化   損傷 ―  経年劣化   細  損傷
 無停電電源装置更新 2階改修⼯事
(R2)
・エレベーター修繕⼯事(R4)

全体（イメージ図） 屋根・屋上 外壁 内装・設備

に
ぎ
わ
い
交
流

施
設 ― ― ―

・建設⼯事(R4) ― ― ―

・外壁・床補修⼯事(H30)
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●総務財政部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

加
東
市
庁
舎

2013
(H25)
50年

 経年劣化   損傷 ― ―
・庁舎照明器具LED化⼯事(R1・R2)
・電話交換機増強⼯事(R3)
・中央監視設備部品交換(R6)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
旧
市
役
所
滝
野
庁
舎

―

1984
(S59)
50年

・1、2階改修⼯事(R2)
 経年劣化   損傷
 ⻑寿命化調査(R4)

― ―

･1階は加東アート館、2階は加東こども家庭
センター、3階 北   消防指令    
 昇降機修繕(R3・R6)
 ⾼圧受電設備更新(R4)

内装・設備
旧
市
役
所
東
条
庁
舎

―

1970
(S45)
50年

・取壊し(R1) ・新館解体⼯事(R1)  解体後      離着陸場整備
(R1) ―

外壁 内装・設備

旧
加
東
消
防
署

― ― ―

1972
(S47)
50年

・新加東消防署移転による取壊し(R1・
R2)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

加
東
消
防
署

旧
東
条
分
署

―

1972
(S47)
50年

 経年劣化   損傷
・取壊し(R6)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

新
加
東
消
防
署

― ― ―

2018
(H30)
50年

 北   消防組合 無償貸与 ― ― ―

全体

全体

71



【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●総務財政部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
中
央
備
蓄
防
災
倉
庫

―

2000
(H12)
31年

 経年劣化   損傷 ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
地
区
防
災

備
蓄
倉
庫

―

1997
(H9)
24年

 経年劣化   損傷 ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

福
⽥
地
区
防
災

備
蓄
倉
庫

―

1996
(H8)
24年

 経年劣化   損傷 ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

⽶
⽥
地
区
防
災

備
蓄
倉
庫

―

1997
(H9)
24年

 経年劣化   損傷 ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

上
福
⽥
地
区
防
災

備
蓄
倉
庫

―

1996
(H8)
24年

 経年劣化   損傷 ― ・⼈的による損傷あり。⽀障なしのため
現状維持

―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

鴨
川
地
区
防
災

備
蓄
倉
庫

―

1996
(H8)
24年

 経年劣化   損傷 ― ― ―
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●総務財政部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

上
滝
野
防
災

備
蓄
倉
庫

―

2005
(H17)
24年

 経年劣化   損傷 ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
北
野
防
災
備
蓄
倉
庫

―

2001
(H13)
24年

 経年劣化   損傷 ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
南
防
災

備
蓄
倉
庫

―

2019
(R1)
24年

― ― ― ―
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●市⺠協働部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

上
中
埋
⽴
処
分
場

― ― ―

1982
(S57) ― ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

薮
残
⼟
処
理
場

― ― ―

1986
(S61) ― ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

加
東
リ
サ
イ
ク
ル

ヤ
␗
ド

― ― ―

2016
(H28)
30年

― ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

窪
⽥
隣
保
館

― ― ―

1967
(S42)
50年

 経年劣化   損傷 ・屋根防⽔シート塗装⼯事(H30) ―  調理室湯沸  器取替⼯事(R2)
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●健康福祉部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
福
祉
セ
ン
タ
␗

―

1997
(H9)
50年

 経年劣化   損傷
・⼤規模改修⼯事(R8)
 指定管理施設

― ―

・トイレ洋式化、空調設置、⾮常放送設備
改修⼯事(R1)
 空調 給湯⽤    循環   更新⼯事
(R3)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
滝
野
福
祉
セ
ン
タ
␗

は
ぴ
ね
す
滝
野

― ― ―

1993
(H5)
50年

・加東市社会福祉協議会へ貸付
 経年劣化   損傷

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
東
条
福
祉
セ
ン
タ
␗

と
ど
ろ
き
荘

1993
(H5)
50年

 経年劣化   損傷
・⼤規模改修⼯事(H29)
 指定管理施設

 経年劣化   錆   割  経年劣化     割 
・外壁塗装⼯事(R5)

 経年劣化   騒⾳ 振動
・ポンプ、空調設備改修⼯事(R3)

東
条
福
祉
セ
ン
タ
␗

と
ど
ろ
き
荘

1993
(H5)
50年

・多⽬的ホール空調、⽕災通報装置等
更新⼯事(R4)

・ろ過装置等改修⼯事(R1)
 ⽔⾵呂 ⾼温⾵呂 過設備更新⼯事
(R5)

・空調・消⽕設備・多⽬的ホール⾳響機
器修繕⼯事(R2)
 源泉   更新⼯事(R7)

 源泉   更新⼯事(R7)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

ラ
ポ
␗
ト
や
し
ろ

― ―

1996
(H8)
50年

 経年劣化   損傷
・⼤規模改修⼯事(R8)

― ―

       更新    洋式化⼯事(R1)
 空調 給湯⽤    循環   更新⼯事
(R3)
 給湯設備更新⼯事(R4)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
東
条
デ
イ
サ
␗
ビ
ス

セ
ン
タ
␗

― ― ―

1993
(H5)
50年

・加東市社会福祉協議会へ貸付
 経年劣化   損傷

― ― ―

内装・設備
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●産業振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

や
し
ろ
鴨
川
の
郷

― ―

1998
(H10)
31年

 指定管理施設
 経年劣化   損傷 ― ―

・実習室等空調設備改修(R1)
 浴室       更新 橋板等修繕等⼯事
(R2)
・テニスコート改修⼯事(R4)
       分電盤更新 施設補修(R6)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
滝
野
交
流
保
養
館

(

滝

野
温
泉
ぽ
か
ぽ

)

― ―

2000
(H12)
31年

 指定管理施設
 経年劣化   損傷 ―  ⽵柵補修       更新等(R1)

・外壁改修⼯事(R6)

・川の湯サウナ等施設補修⼯事(R4)
・源泉⽔中ポンプ修繕⼯事(R4)
・ポンプ架台改修⼯事(R4)

外壁 内装・設備
滝
野
産
業
展
⽰
館

(

滝

野
に
ぎ
わ
い
プ
ラ
ザ

)

2005
(H17)
34年

 指定管理施設
 経年劣化   損傷 ― ― ・展⽰場照明設備改修(R2)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
内
⽔
⾯
関
連
知
識
普
及

教
育
施
設
ア
ク
ア
東
条

―

1989
(H1)
34年

 指定管理施設
 経年劣化   損傷 ・屋根、排煙設備補修⼯事(R2) ― ・空調設備改修⼯事(R4)

・トイレ修繕⼯事(R3)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
産
業
形
成
等
促
進
施
設

道
の
駅
と
う
じ

う

―

2000
(H12)
34年

 経年劣化   損傷 ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
南
⼭
活
性
化
⽀
援
施
設

M
i
n
a
-
K
u
r
u

―

2016
(H28)
35年

 経年劣化   損傷 ― ― ―

全体
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●都市整備部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

⼩
元
団
地

― ― ―

2016 
2019
45年

・1期⼯事(H28)、2期⼯事(H29)、3
期⼯事(H30・R1)建替 完了

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

鴨
川
団
地

―

1979
(S54)
30年

 経年劣化   損傷 ― ― ・居住性向上改修⼯事(R4)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

嬉
野
台
団
地

―

1987
(S62)
47年

 経年劣化   損傷

全体（北） 屋根・屋上 外壁 内装・設備

家
原
︵
北
︶
団
地

― ― ―

1993
(H5)
47年

 経年劣化   損傷 ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

家
原
︵
南
︶
団
地

― ― ―

1995
(H7)
47年

 経年劣化   損傷 ― ― ・居住性向上改修⼯事(R6・R7)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

下
三
草
団
地

―

1999
(H11)
45年

 経年劣化   損傷 ―

・屋根・外壁・居住性向上改修⼯事(R6・R7)

・屋根・外壁改修⼯事(R1)

・屋根・外壁改修⼯事(R6・R7)
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●都市整備部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

平
安
団
地

― ― ―

1972
(S47)
45年

 経年劣化   損傷 ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

岩
の
花
団
地

― ― ―

1974
(S49)
45年

 経年劣化   損傷
・1号棟、4号棟解体(R3)

・浴室改修⼯事(R2)
・居住性向上改修⼯事(R5)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

光
明
寺
団
地

― ― ―

1955
(S30)
30年

 経年劣化   損傷 ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

春
⽇
団
地

― ― ―

1956
(S31)
30年

 経年劣化   損傷
 空 住宅解体⼯事(R1・R3)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

下
滝
野
団
地

― ― ―

1958
(S33)
30年

 経年劣化   損傷
・9号棟解体(R3)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

河
⾼
団
地

― ― ―

1989
(H1)
47年

 経年劣化   損傷 ―

・屋根・外壁改修⼯事(R2)

・集会所屋根・外壁改修⼯事(R1)
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●都市整備部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

⾼
岡
団
地

― ― ―

2008
(H20)
30年

 経年劣化   損傷 ― ・外壁シーリング修繕⼯事(R5) ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

新
町
団
地

― ― ―

2003
(H15)
30年

 経年劣化   損傷 ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

北
野
団
地

― ― ―

1997
(H9)
47年

 経年劣化   損傷

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

森
尾
団
地

― ― ―

1973
(S48)
45年

 経年劣化   損傷
・1号棟解体(R3)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

藪
団
地

― ― ―

1974
(S49)
45年

 経年劣化   損傷 ・浴室改修⼯事(R2)
・居住性向上改修⼯事(R5)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

森
団
地

― ― ―

1988
(S63)
30年

 経年劣化   損傷 ・浴室改修⼯事(H30・R1)
・居住性向上改修⼯事(R5)

・屋根・外壁・居住性向上改修⼯事(R4・R5)

・屋根・外壁改修⼯事(R2)

・屋根・外壁改修⼯事(H30・R1)

・屋根・外壁改修⼯事(R5)
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●病院事業部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

加
東
市
⺠
病
院

1976
(S51)
39年

 経年劣化   損傷  経年劣化   ⼀部漏⽔
・屋上防⽔改修(R2･R3・R6・R7)

・鋼製枠の腐⾷が著しく、屋内側で枠材に
滞⽔による腐⾷
 ⻄側階段壁⾯改修(R5)

・⼿術室空調改修(H30・R1・R2)
・⾼架⽔槽設備等改修、医局・病室等改修(R1)
 内科   ･採尿室改修(R6)
 全館 ＬＥＤ照明機器  ⼀部変更
・照明LED化(外来部⾨以外)⼯事(R7)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
ケ
ア
ホ
␗
ム
か
と
う

―

1990
(H2)
39年

 経年劣化   損傷損傷 ・屋根改修(R3) ・外壁改修(R2)
     更新 内樋改修(R1)
・廊下床改修、照明LED化、発電機更新(R4)
・トイレ改修(R5)、談話室改修(R6)
・⾷堂拡張(R7)
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【教育委員会所管施設の11年間の概算費用】 （事業費単位：百万円）

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(Ｒ7年度)臨時的項目

2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

14.5 33.1 7.3 7.8

起　債 75.8 257.2

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

1.3

414.4 545.7 2,991.9431.1 1,234.1

1,899.8

財
　
源

一　般 128.4 367.8 130.7 210.3 188.0 222.5 416.6

603.7 951.6 4,881.6 3,635.6 5,240.5 1,084.4

183.4

事業費 218.7 658.1 569.1 1,452.2

国県補助 1,301.2 299.9 713.7 150.6 295.7

454.9 1,386.5 211.4 376.5

3,120.3 722.4 1,227.62,733.5

0.0 171.9 147.3 20.0 0.0 0.0その他 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(Ｒ7年度)経常的項目

2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

280.6

国県補助 0.0 0.0 0.0 0.0

起　債 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0

304.9

財
　
源

一　般 257.4 276.1 278.0 266.1 269.7 280.7 300.9

283.3 292.4 315.2 332.9 325.6 302.2

1.4

事業費 294.2 292.0 293.1

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

314.1 307.5 283.5 286.6

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.00.0

10.3 14.3 18.8 18.1 18.7 18.3

11年間合計 臨時 経常 合計

その他 36.8 15.9 15.1 14.5 13.6

国県補助 3,008.5 1.4 3,009.9

起　債 13,754.0 0.0 13,754.0

事業費 21,195.3 3,316.4 24,511.7

財
　
源

一　般 4,093.5 3,120.7 7,214.2

その他 339.2 194.3 533.5
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

　教育委員会事務局
　教育振興部　教育総務課

　教育委員会事務局
　教育振興部　教育総務課

施設区分：2 学校施設

施設区分：2 学校施設

8 社小学校 《担当部署：

事業費 3.2

方向性 縮小・転用 社地域小中一貫校設置後、コミュニティ施設等に転用する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

一　般 0.3 0.0 4.9 5.9 10.5 12.1
12.1 3.9 - - - 67.0

閉校、一部取
壊し、転用に伴
う校舎防水改
修

取組項目
避雷針
設置工事

トイレ
洋式化

校舎廊下
床改修等

3.9 16.8
57.8 4.9 5.9 10.5

防犯カメラ
更新等

普通教室等
床改修、特別
支援教室増
設等

校舎防水部分
改修、耐力度調
査、ｱｽﾍﾞｽﾄ事
前調査等

アスベス
ト本調査

50.2起　債 2.9 39.6
国県補助 18.2

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 7.8 9.0 9.9 9.5 10.2 10.9 11.3

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11.2

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助
11.3 11.2 11.2 11.2 2.0

財
　
源

一　般 7.8 9.0 9.9 9.5 10.2 10.9
11.2 11.2 2.0

その他
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1977(S52) 耐用年数 47年 満了年 2024(R6) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 54.4 104.2
事業費 165.3 104.2 269.5

158.6

起　債 92.7 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

92.7
国県補助 18.2 0.0 18.2

9 福田小学校 《担当部署：

方向性 縮小・転用 社地域小中一貫校設置後、コミュニティ施設等に転用する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

一　般 0.8 3.0 6.0 5.5
5.5 4.1 - - - 73.8

閉校、一部取
壊し、転用に伴
う校舎防水改
修

事業費 23.0 - 3.0 6.0 -

防犯カメラ更
新・ブロック塀
等補修工事
等

校舎防水部分
改修、耐力度調
査、ｱｽﾍﾞｽﾄ事
前調査等

アスベスト本
調査、EV機
器改修

取組項目

体育館外壁
改修、プール
水槽塗替え
改修

体育館窓
改修

55.3起　債 17.6
国県補助 4.6

4.1 18.5

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 6.0 5.8 7.0 6.5 5.4 5.3 6.0 6.2

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助
6.0 6.2 6.2 6.2 2.0

財
　
源

一　般 6.0 5.8 7.0 6.5 5.4 5.3
6.2 6.2 2.0

その他
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1979(S54) 耐用年数 47年 満了年 2026(R8) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 37.9 62.6
事業費 115.4 62.6 178.0

100.5

起　債 72.9 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

72.9
国県補助 4.6 0.0 4.6

・2025(令和7)年度開校を目指す社地域小中一貫校に統合。
・既存校舎、体育館は地域のコミュニティ施設として転用する。
・不要敷地は売却する。

・2025(令和7)年度開校を目指す社地域小中一貫校に統合。
・既存校舎、体育館は地域のコミュニティ施設として転用する。
・防災備蓄機能を付加する。
・2016(平成28)年度末で借地契約終了。（借地解消済）
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

　教育委員会事務局
　教育振興部　教育総務課

　教育委員会事務局
　教育振興部　教育総務課

施設区分：2 学校施設

施設区分：2 学校施設

10 米田小学校 《担当部署：

方向性 縮小・転用 社地域小中一貫校設置後、コミュニティ施設等に転用する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

一　般 5.5 1.6 3.4 2.4
2.4 1.5 2.0 - - 34.7

閉校、一
部取壊し、
転用

事業費 7.0 1.6 - 3.4 -

防犯カメラ
更新等

アスベスト事
前調査・耐
力度調査等

アスベスト
本調査

遊具等修
繕工事

取組項目
体育館外壁
改修、避雷針
設置工事　等

プールサイ
ド補修工
事

25.9起　債 1.5
国県補助

1.5 2.0 8.8

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 4.1 4.7 5.1 4.9 4.4 5.2 4.5 4.8

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助
4.5 4.8 4.8 4.8 2.0

財
　
源

一　般 4.1 4.7 5.1 4.9 4.4 5.2
4.8 4.8 2.0

その他
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1973(S48) 耐用年数 47年 満了年 2020(R2) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 25.2 49.3
事業費 52.6 49.3 101.9

74.5

起　債 27.4 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

27.4
国県補助 0.0 0.0 0.0

11 三草小学校 《担当部署：

方向性 縮小・転用 社地域小中一貫校設置後、コミュニティ施設等に転用する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

一　般 0.3 1.1 2.2 3.4 1.0 15.2
15.2 2.0 - - - 22.3

閉校、一部取
壊し、転用に伴
う校舎防水改
修等

事業費 2.3 21.2 2.2 3.4 1.0

防犯カメラ更
新・ブロック塀
撤去工事等

体育館窓
改修工事

体育館防水改
修、耐力度調
査、ｱｽﾍﾞｽﾄ事
前調査等

アスベスト
本調査

取組項目
避雷針
設置工事

トイレ
洋式化

エアコン
改修

16.7起　債 2.0 14.2
国県補助 5.9

2.0 5.6

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 3.2 4.8 4.8 4.4 5.0 4.8 5.0 5.6

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助
5.0 5.6 5.6 5.6 2.0

財
　
源

一　般 3.2 4.8 4.8 4.4 5.0 4.8
5.6 5.6 2.0

その他
起　債

設置年度 1984(S59) 耐用年数 47年 満了年 2031(R13) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 30.8 50.8 81.6

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費 69.6 50.8 120.4

その他 0.0 0.0 0.0
起　債 32.9 0.0 32.9

国県補助 5.9 0.0 5.9

・2025(令和7)年度開校を目指す社地域小中一貫校に統合。
・既存校舎、体育館は地域のコミュニティ施設として転用する。
・防災備蓄機能を付加する。

・2025(令和7)年度開校を目指す社地域小中一貫校に統合。
・既存校舎、体育館は地域のコミュニティ施設として転用する。
・防災備蓄機能を付加する。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

　教育委員会事務局
　教育振興部　教育総務課

　教育委員会事務局
　教育振興部　教育総務課

施設区分：2 学校施設

施設区分：2 学校施設

12 鴨川小学校 《担当部署：

方向性 縮小・転用 社地域小中一貫校設置後、コミュニティ施設等に転用する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

一　般 0.3 2.4 2.2
2.2 7.0 0.5 - - 23.9

閉校、一部取
壊し、転用に伴
う体育館・校舎
防水改修

事業費 16.8 - - 2.4 -

防犯カメラ更
新・地盤陥
没対策工事

アスベスト事
前調査・耐
力度調査等

アスベスト本
調査、校舎屋
根防水改修
等

遊具等修
繕工事

取組項目
校舎ホール天
井改修、避雷
針設置工事等

17.9起　債 12.1
国県補助 4.4

7.0 0.5 6.0

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 3.3 3.9 4.1 4.7 3.5 3.9 3.6 4.0

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助
3.6 4.0 4.0 4.0 2.0

財
　
源

一　般 3.3 3.9 4.1 4.7 3.5 3.9
4.0 4.0 2.0

その他
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1986(S61) 耐用年数 47年 満了年 2033(R15) 借地 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 18.4 41.0
事業費 52.8 41.0 93.8

59.4

起　債 30.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

30.0
国県補助 4.4 0.0 4.4

13 滝野東小学校 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

一　般 2.1 9.9 4.5 8.5 20.4 7.6
7.6 50.6 15.6 6.1 - -事業費 4.9 9.9 4.5 54.4 20.4

体育館照明・
外壁改修工
事、ブロック塀
等補修工事等

校舎普通教
室等床改修
工事、エアコン
更新工事等

校舎内部改修
(一部)、アスベ
スト事前調査等

校舎内部改修
工事、北校舎外
壁改修工事(繰
越）、遊具等改
修工事等

アスベスト本調
査、体育館照明
修繕工事、運動
場修繕工事等

耐力度
調査

取組項目
バリアフリー
整備、避雷
針設置工事

プール
改修

体育館照明・
外壁改修設
計、防犯カメ
ラ更新等

起　債 2.8 38.1
国県補助 7.8 7.4

29.8 15.6 6.1

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他
13.4

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 8.7 8.6 10.2 9.4 10.0 10.4 10.8 11.4

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助
10.8 11.4 11.4 11.4 11.4

財
　
源

一　般 8.7 8.6 10.2 9.4 10.0 10.4
11.4 11.4 11.4

その他
起　債

設置年度 1968(S43) 耐用年数 47年 満了年 2015(H27) 11年間合計 臨時 経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

財
　
源

一　般 104.5 113.7 218.2

0.0
起　債 54.3 0.0 54.3

国県補助 15.2 0.0 15.2

事業費 174.0 113.7 287.7

その他 0.0 0.0

・2027(令和9)年度開校を目指す滝野地域小中一貫校に統合。
・防災備蓄機能を付加する。

・2025(令和７)年度開校を目指す社地域小中一貫校に統合。
・既存校舎、体育館は地域のコミュニティ施設として転用する。
・転用後の不要な敷地は返却する。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

　教育委員会事務局
　教育振興部　教育総務課

　教育委員会事務局
　教育振興部　教育総務課

施設区分：2 学校施設

施設区分：2 学校施設

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

14 滝野南小学校 《担当部署：

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

一　般 8.5 0.0 6.7 1.2 3.9 0.6
0.6 13.3 6.7 4.7 - -事業費 10.2 30.7 6.7 1.2 3.9

ブロック塀
等補修工
事

ｴｱｺﾝ改修
工事等

アスベスト
事前調査

校舎廊下床改
修工事、遊具等
修繕工事、EV修
繕工事等

アスベスト本調
査、廊下天井修
繕工事、ベラン
ダ修繕工事

耐力度
調査

取組項目
バリアフリー
整備、避雷
針設置工事

トイレ
洋式化

防犯カメラ
更新等

起　債 1.7 21.7
国県補助 9.0

13.3 6.7 4.7

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 5.6 6.0 6.5 5.9 5.4 5.5 5.4 6.1

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助
5.4 6.1 6.1 6.1 6.1

財
　
源

一　般 5.6 6.0 6.5 5.9 5.4 5.5
6.1 6.1 6.1

その他
起　債

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1978(S53) 耐用年数 47年 満了年 2025(R7) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 45.6 64.7
事業費 78.0 64.7 142.7

110.3

起　債 23.4 0.0
その他 0.0

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

0.0 0.0
23.4

国県補助 9.0 0.0 9.0

15 旧東条東小学校 《担当部署：

方向性 縮小・転用 東条学園小中学校設置後、コミュニティ施設等に転用する。

・2027(令和9)年度開校を目指す滝野地域小中一貫校に統合。
・防災備蓄機能を付加する。

- 9.1 658.6 - - -事業費 1.6 - 1.3 9.8 2.7

ブロック塀等補
修工事、耐力度
調査、特別支援
学級増設等

アスベスト
本調査

閉校活用①
（学校敷地借
地境界復元測
量等）

閉校活用②
（閉校、一部
取壊し、転
用）

取組項目
避雷針
設置工事

駐車場舗
装改修

財
　
源

一　般 0.2 1.3 9.8 2.7
1.1
8.0 72.4

その他
586.2起　債 1.4

国県補助

6.4

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

事業費 6.5 7.4 7.8 7.8 6.4 6.1 6.5 5.4

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助
6.5 5.4 2.0 2.0 2.0

財
　
源

一　般 6.5 7.4 7.8 7.8 6.1
2.0 2.0 2.0

その他
起　債

1985(S60)

事業費 683.1 59.9 743.0
154.3

起　債 587.6 0.0
0.0

587.6
国県補助 1.1 0.0 1.1財

　
源

一　般 94.4 59.9

耐用年数 47年 満了年 2032(R14) 借地 11年間合計 臨時 経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度

・2021(令和3)年度に開校した東条学園小中学校に統合。
・新学校施設使用開始は令和4年1月。
・既存校舎の一部は地域のコミュニティ施設として転用する。
・防災備蓄機能を付加する。 その他 0.0 0.0
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

　教育委員会事務局
　教育振興部　教育総務課

教育委員会事務局
教育振興部　教育総務課
こども未来部　小中一貫教育推進室

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

16 旧東条西小学校 《担当部署：

方向性 縮小・転用 東条学園小中学校設置後、コミュニティ施設等に転用する。

施設区分：2 学校施設

1.1 12.5 9.4 258.7 - -事業費 3.3 - - 5.4 2.8

ブロック塀等
補修工事、耐
力度調査等

アスベスト
本調査等

体育館柱
補修工事

閉校活用①
（閉校、学校敷
地借地境界復
元測量等）

閉校活用②
(一部取壊
し、転用）

閉校活用③
(一部取壊
し、転用）

取組項目
避雷針
設置工事

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

財
　
源

一　般 0.3 5.4 2.8 1.1
2.9
9.6 9.4 112.1

その他
0.0 146.6起　債 3.0

国県補助

5.4

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

事業費 5.4 5.2 5.6 5.5 5.4 5.4 1.7 1.4

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助
1.7 1.4 1.4 1.4 1.4

財
　
源

一　般 5.4 5.2 5.6 5.5 5.4
1.4 1.4 1.4

その他
起　債

1983(S58)

事業費 293.2 39.8 333.0
180.5

起　債 149.6 0.0
0.0

149.6
国県補助 2.9 0.0 2.9財

　
源

一　般 140.7 39.8

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

17 社中学校 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

耐用年数 47年 満了年 2030(R12) 11年間合計 臨時 経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度

施設区分：2 学校施設

・2021(令和3)年度に開校した東条学園小中学校に統合。
・新学校施設使用開始は令和4年1月。
・既存校舎は取り壊し、体育館は地域のコミュニティ施設として転用す
る。
・防災備蓄機能を付加する。

その他 0.0 0.0

5.2 44.4 - - 573.3 -

長寿命化
改修工事

社地域小
中一貫校
開校

事業費 38.3 7.4 5.3 12.3 11.9

体育館天井照
明改修・ブロック
塀等補修工事、
耐力度調査等

アスベスト本
調査、武道
場補強工事
等

体育館柱補
修、校舎防
水改修(一
部）

EV機器改
修、トイレ洋
式化工事等

取組項目
柔剣道場・
体育館天
井改修等

プレハブ倉
庫改築等

エアコン
改修等

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

財
　
源

一　般 2.4 3.5 5.3 12.3 11.9 5.2
14.7
0.3 60.6

その他
29.4 362.1

150.6
起　債 30.4 3.9

国県補助 5.5

14.7

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

事業費 10.9 14.1 12.8 12.7 14.7 10.7 14.2 12.8

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

小中一貫
校として
維持管理

国県補助
14.2 12.8 12.8 12.8 12.8

財
　
源

一　般 10.9 14.1 12.8 12.7 10.7
12.8 12.8 12.8

その他
起　債

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等
設置年度 1978(S53) 耐用年数 47年 満了年 2025(R7) 11年間合計 臨時 経常 合計

事業費 698.1 141.3 839.4

その他 0.0 0.0

財
　
源

一　般 101.5 141.3 242.8

0.0
起　債 425.8 0.0 425.8

国県補助 170.8 0.0 170.8
・2025(令和7)年度開校を目指す社地域小中一貫校に統合。
・現施設の一部は、社地域小中一貫校の施設として活用する。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

教育委員会事務局
教育振興部　教育総務課
こども未来部　小中一貫教育推進室

教育委員会事務局
教育振興部　教育総務課
こども未来部　小中一貫教育推進室

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

18 滝野中学校 《担当部署：

施設区分：2 学校施設

6.0 34.2 11.3 - - -事業費 - - 5.1 11.2 3.7

ろ過器改修等・
ブロック塀等補
修工事

ｴｱｺﾝ更新
工事等

アスベスト事
前調査、エア
コン機器補修
等

トイレ洋式化
(繰越）、ユニ
バーサルトイレ
改修工事

耐力度・アス
ベスト調査取組項目

防犯カメラ
更新等

16.3起　債

財
　
源

一　般 5.1 11.2 3.7 6.0
国県補助 12.3

5.6 11.3

その他

10.3

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

事業費 10.5 13.4 10.7 12.3 10.3 10.4 11.3 11.4

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助
11.3 11.4 11.4 11.4 11.4

財
　
源

一　般 10.5 13.4 10.7 12.3 10.4
11.4 11.4 11.4

その他
起　債

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

財
　
源

一　般 42.9 124.5 167.4
事業費 71.5 124.5 196.0

設置年度 1977(S52) 耐用年数 47年 満了年 2024(R6) 11年間合計 臨時

その他 0.0 0.0 0.0

経常 合計

起　債 16.3 0.0 16.3
国県補助 12.3 0.0 12.3

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

19 旧東条中学校 《担当部署：

方向性 一部存続 東条学園小中学校のグラウンド、駐車場として再整備する。

施設区分：2 学校施設

・2027(令和9)年度開校を目指す滝野地域小中一貫校に統合。

- 59.0 183.0 - - -事業費 6.9 1.5 6.8 2.2 4.3

高圧受電設備
更新・屋根防
水工事・CB塀
撤去工事

法面改修
工事等

体育館等
取壊し

校舎等
取壊し

取組項目
プールろ
過器改修
等

体育館外
壁改修設
計

体育館外
壁改修工
事

2.9 9.1
56.1 173.9起　債 1.4

財
　
源

一　般 6.9 0.1 6.8 2.2 4.3
国県補助

その他

7.4

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

事業費 6.1 7.1 7.7 7.5 7.4 7.7 8.3 0.9

経常的
維持管理

国県補助
8.3 0.9

財
　
源

一　般 6.1 7.1 7.7 7.5 7.7
- - -

その他
起　債

47年 満了年 2011(H23) 11年間合計 臨時 経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1964(S39) 耐用年数

・2021(令和3)年度に開校した東条学園小中学校に統合。
・新学校施設使用開始は令和4年1月。
・当初、体育館・プールを残す計画であったが、計画の見直しにより、校舎等学校施設は解体し、跡地は駐車場と部活等利
用のグラウンドとする。
・当初、エレベーター棟は既存校舎棟の一部であり、事業完了から10年以上経過しているため国庫返納は生じないとの考
え方であったが、県･国と協議の結果、エレベーター棟は既存校舎棟とは別棟と考えられるとの結論に至り、取壊し前に国庫
返納が生じる。 その他 12.0 0.0 12.0

231.4
国県補助 0.0 0.0 0.0財

　
源

一　般 20.3 52.7 73.0
事業費 263.7 52.7 316.4

起　債 231.4 0.0
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》

（事業費単位：百万円）

　教育委員会事務局
　教育振興部　教育総務課

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 学校給食センター 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

施設区分：2 学校施設

10.4 16.1 4.4 144.0 33.1 -

連続式焼
物機・揚物
機更新

事業費 - 65.3 39.5 18.1 6.2

低温真空冷
却機更新、
自動消火装
置更新

雨漏り便所
等改修、空
調更新実施
設計

ラウンドシェ
ルフ食缶消
毒保管機修
繕

空調更新工事、
下処理室床塗
装更新、消火用
受水槽更新

建物老朽
度調査

屋根・外壁
改修

取組項目
食器洗浄機
更新

食缶洗浄
機・厨芥処
理機更新

7.4起　債 62.0 37.4 14.9

財
　
源

一　般 3.3 2.1 3.2 6.2 10.4
国県補助 3.1

5.6 4.4 144.0 33.1

その他

4.3

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

事業費 2.2 4.4 2.5 3.5 4.3 3.7 3.8 3.9

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助
3.8 3.9 3.9 3.9 3.9

財
　
源

一　般 2.2 4.4 2.5 3.5 3.7
3.9 3.9 3.9

その他
起　債

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等
設置年度 1998(H10) 耐用年数 31年 満了年 2029(R11) 借地 11年間合計 臨時 経常 合計

事業費 337.1 40.0 377.1

その他 0.0 0.0

財
　
源

一　般 212.3 40.0 252.3

0.0
起　債 121.7 0.0 121.7

国県補助 3.1 0.0 3.1
・学校給食の安全性を確保し、安定的に提供しながら、民間委託等、よ
り効率的な事業運営に向けた検討を行う。
・施設の老朽度調査結果を踏まえて移転等を検討する。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

空調設備改修施工監

理・工事（繰越分）、外壁

改修工事・施工監理、屋

根防水改修工事実施設

計等

屋根防水改修
工事・施工監
理、変電設備･
ケーブル更新工
事実施設計

取組項目
非常放送
設備改修

防犯カメラ設置、トイ

レ改修①、レストラン

空調設備改修、中

会議エアハン工事

2.3 25.1 7.2 1.6

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

起　債

89.7

トイレ改修③、エ
レベーター更
新、音響設備改
修実施設計

事業費 66.7 49.4

13.2

2016年度
(H28年度)

20 やしろ国際学習塾 《担当部署：

方向性 存続 市の文化会館として、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

財
　
源

一　般 2.7 6.0 4.3 4.9 4.5 2.3
2.3 6.1

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

38.8 58.0 248.4 71.4 11.1

トイレ改修④、音響

設備更新、図書情

報センター施設改修

施工監理及び工事

空調設備
改修実施
設計

空調設備改修
施工監理・工
事、外壁改修工
事実施設計等

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

5.8

2025年度
(R7年度)

48.9 49.7

2024年度
(Ｒ6年度)

指定管理

58.0 58.0 58.0

指定管理指定管理 指定管理 指定管理 指定管理

58.2 58.0

指定管理 指定管理 指定管理

50.1 50.3

トイレ改修
②、ロビー椅
子改修

223.3 64.2 9.5

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.7

3.8

経常的項目
2015年度
(H27年度)

7.2
その他

49.7 50.1 49.6 58.2 58.0 58.0 58.0 58.0

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

34.5 53.1 85.2
国県補助

事業費 2.7

財
　
源

一　般 53.9 49.4 48.9

取組項目 指定管理 指定管理

5.8

変電設備･ケー
ブル更新工事・
施工監理、防犯
カメラ改修工事
実施設計

防犯カメラ改修工

事・施工監理、照明

LED化・音響設備更

新工事実施設計

その他 12.8
起　債

国県補助

経常 合計

国県補助財
　
源

一　般
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1991(H3) 耐用年数 41年 満了年 2032(R14) 11年間合計 臨時

起　債
その他 0.0 12.8 12.8

547.5 605.3 1,152.8
66.7 591.8
0.0 0.7 0.7

480.8 0.0 480.8

658.5

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

・2016(平成28)年度からの指定管理要項を見直し、利用料金制を採
用した。
・図書・情報センター閉館後、多目的室に転用した。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図
る。

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

21 地域交流センター（旧滝野文化会館） 《担当部署：

方向性 転用 2021(令和3)年度から生涯学習施設（地域交流センター）として、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

外壁改修・屋
上防水・内装
改修工事及
び施工監理

事業費 1.7 28.0 - 6.8 15.5

調光設備更新実
施設計、中央監
視設備・FCU発停
制御改修工事

指定管理除外
検討、調光設備
更新施工監理
及び工事

指定管理除外
検討、条例改正
等手続、看板及
び事務所改修工
事

生涯学習施
設に転用、
埋蔵文化財
移転費用

空調機器改
修工事実施
設計

外壁改修・屋上防

水改修・内装改修

工事実施設計、空

調機器改修工事等

取組項目
エレベーター更
新実施設計、内
壁タイル修繕工
事

エレベーター更
新工事、舞台
絞り緞帳修繕

1.8 5.7 153.0 56.8
財
　
源

一　般 1.3 2.1 6.8 0.8 1.8
1.8 1.8 5.7 153.0 56.8 -

起　債 0.4 25.9 14.7
国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理
指定管理
経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 2.6 12.5 13.0 12.2 12.3

3.6

0.2

6.2 12.5 13.0 12.2 12.3 21.5 19.6 23.7

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

臨時
271.1 190.2

21.3

461.3

23.0 23.1 23.1

その他 3.6 1.9
起　債

事業費

3.6 3.6 3.6

国県補助

起　債

230.1 170.1

17.7 20.1 19.4 19.5 19.5

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1984(S59) 耐用年数 41年 満了年 2025(R7) 11年間合計

400.2

41.0 0.0
その他 0.0 19.9 19.9

41.0
0.0 0.2 0.2

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

・2016(平成28)年度からの指定管理要項を見直し、利用料金制を採用した。
・2021(令和3)年度から生涯学習施設に転用するための計画検討を行った。
・2021(令和3)年度から地域交流センターとして、市直営で適正かつ計画的に維持管理、
修繕を行うとともに、埋蔵文化財係の事務所を滝野公民館から地域交流センター内に移設
した。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

22 東条文化会館 《担当部署：

方向性 継続 指定管理者制度により５年間の運営を継続する。

事業費 0.4 294.4 4.3 4.5 56.8

評価･検証、高圧ｹｰ

ﾌﾞﾙ改修、外壁ﾀｲﾙ

調査、外壁タイル等

修繕工事実施設

計、照明落下防止

評価･検証、外壁
ﾀｲﾙ改修・トイレ等
改修施工監理及
び工事、滑車修
繕

評価・
検証

評価・検証、
冷温水器ポン
プ取替工事

評価・検証、
高木剪定等
作業

評価・検
証、指定
期間満了

取組項目
土地鑑定
業務

敷地取得
評価・検
証、吊物修
繕工事

1.0 0.4
財
　
源

一　般 0.4 294.4 4.3 4.5 56.8
- 1.0 0.4 - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

29.0 19.5 15.7 16.0 18.4 17.7 18.8 18.7

指定管理 指定管理

国県補助

取組項目 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理 指定管理

財
　
源

一　般 25.7 19.5 15.7 16.0 18.4
18.7 - -

その他 3.3
起　債

事業費
18.8 18.7 18.7

国県補助
361.8 169.2 531.0

17.7

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1990(H2) 耐用年数 41年 満了年 2031(R13) 11年間合計 臨時

起　債

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

172.5 534.3

23 加古川流域滝野歴史民俗資料館 《担当部署：

方向性 存続 埋蔵文化財資料を含めた資料を保管する。

0.0 0.0 0.0
0.0 0.0 0.0

0.0 3.3 3.3

361.8

その他

事業費 1.3 - - 3.2 -

外壁改修
工事概要
見積業務

取組項目 耐震診断

財
　
源

一　般 1.3 3.2 0.5
0.5 - - - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 1.3 0.9 1.0 1.0 1.3
1.4 1.0 1.1 1.1 1.3 1.0 1.6 1.0

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11年間合計 臨時
5.0 12.5

1.0

17.5

1.0 1.0 1.0

その他 0.1 0.1 0.1 0.1
起　債

事業費

国県補助

起　債

5.0 12.1

1.6 1.0 1.0 1.0 1.0

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1980(S55) 耐用年数 50年 満了年 2030(R12)

17.1

0.0 0.0
その他 0.0 0.4 0.4

0.0
0.0 0.0 0.0

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

・指定管理者制度により2023(令和5)年度まで運営を継続し、その間に
評価・検証を行い、その後の運営方針を決定する。
・2016(平成28)年度に敷地取得。（借地解消済）
・躯体などに大規模な修繕が必要となった場合は、その時点で使用停
止する。

・耐震診断の結果、大規模修繕の必要はなく、指摘部分のみの修繕を実施した。
・埋蔵文化財資料の展示・収蔵も併せた施設として、展示物の集約を図る。
・施設個別計画（長寿命化計画）に基づき、適正かつ計画的に維持管理、修繕
を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

24 明治館 《担当部署：

方向性 存続 文化財施設として、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

アスベスト含
有建材調査、
耐震診断調
査等

事業費 - - - - -

工事概要
見積業務

取組項目

11.2
財
　
源

一　般 0.2
0.2 - - - 11.2

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 1.6 1.2 1.3 1.2 1.0

0.2 0.2

0.1

2.0 1.6 1.6 1.5 1.2 1.7 1.3 1.6

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11年間合計 臨時
11.4 17.4

1.5

28.8

1.7 1.6 1.6

その他 0.4 0.4 0.3 0.3 0.2 0.1 0.2
起　債

事業費

0.2 0.2

国県補助

起　債

11.4 14.6

1.1 1.4 1.5 1.4 1.4

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1993(H5) 耐用年数 24年 満了年 2017(H29)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

25 三草藩武家屋敷旧尾崎家 《担当部署：

方向性 存続 歴史的文化遺産として、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

26.0

0.0 0.0
その他 0.0 2.7 2.7

0.0
0.0 0.1 0.1

アスベスト含
有建材調
査、耐震診
断調査

事業費 - - - - -

工事概要
見積業務

表門等改
修工事

取組項目

0.6 7.1
財
　
源

一　般 0.4
0.4 - 0.6 - - 7.1

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 1.2 1.2 1.4 1.3 1.0
1.2 1.2 1.4 1.3 1.0 0.9 1.1 1.2

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11年間合計 臨時
8.1 12.9

0.9

21.0

1.2 1.2 1.2

その他
起　債

事業費

国県補助

起　債

8.1 12.9

1.1 1.2 1.2 1.2 1.2

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1993(H5) 耐用年数 24年 満了年 2017(H29)

21.0

0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
0.0 0.0 0.0

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

・施設個別計画（長寿命化計画）に基づき、適正かつ計画的に維持管
理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを行う。

・施設個別計画（長寿命化計画）に基づき、適正かつ計画的に維持管
理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを行う。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

30 社公民館 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

アスベスト含有
建材調査、外壁
屋上防水工事
実施設計

外壁屋上防水
改修工事・施工
監理、空調機器
更新工事等実
施設計

事業費 7.5 26.5 0.9 - -

工事概要
見積業務

無線LAN
配線工事

取組項目

バリアフリー
工事実施設
計、備品購
入

バリアフ
リー工事

防犯カメラ
設置

0.8 1.7 4.4
財
　
源

一　般 7.5 1.4 0.9 0.2
0.2 - 0.8 - 4.5 44.0

2.8 39.6起　債 25.1
国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 3.3 4.4 4.2 4.2 3.8

0.9 0.9

0.3

4.0 5.2 5.0 5.0 4.6 5.2 4.5 5.3

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11年間合計 臨時
84.4 54.1

4.2

138.5

5.1 4.9 5.3

その他 0.7 0.8 0.8 0.8 0.8 0.7 0.7
起　債

事業費

0.9 0.9

国県補助

起　債

16.9 44.9

3.8 4.4 4.2 4.0 4.4

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1983(S58) 耐用年数 50年 満了年 2033(R15)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

31 滝野公民館 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

61.8

67.5 0.0
その他 0.0 8.9 8.9

67.5
0.0 0.3 0.3

内部改修工事、
LED照明化工
事・施工監理、
空調機器更新
工事等

事業費 0.8 - - 0.7 -

白線修理、
屋上防水補
修工事

工事概要
見積業務

空調修繕、渡り
廊下雨漏り修繕
工事

外壁改修・屋上防

水改修工事実施設

計、アスベスト含有

建材調査、２階・階

段床材改修

外壁改修・屋上防

水改修工事及び施

工監理、空調機器

更新工事等実施設

計

取組項目
防犯カメラ
設置

1.5 10.6 13.3 30.1
財
　
源

一　般 0.8 0.7 0.2
0.2 1.5 10.6 57.7 223.5 -

44.4 193.4起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 5.8 5.2 6.0 5.0 10.9

0.8 0.8

6.8 6.3 7.1 5.9 11.7 4.5 5.0 6.6

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11年間合計 臨時
295.0 72.9

3.9

367.9

6.3 6.1 6.6

その他 1.0 1.1 1.1 0.9 0.8 0.6 0.6
起　債

事業費

0.8 0.8

国県補助

起　債

57.2 63.6

4.4 5.8 5.5 5.3 5.8

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 2006(H18) 耐用年数 50年 満了年 2056(R38)

120.8

237.8 0.0
その他 0.0 9.3 9.3

237.8
0.0 0.0 0.0

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

・バリアフリー工事として、エレベーターの設置とトイレの洋式化を行った。
・施設個別計画（長寿命化計画）に基づき、適正かつ計画的に維持管
理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図
る。

・施設個別計画（長寿命化計画）に基づき、適正かつ計画的に維持管
理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図
る。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

32 東条公民館 《担当部署：

方向性 取壊し とどろき荘に公民館機能を集約するため取り壊す。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

事業費 - - 2.0 31.7 43.5

取壊し
取壊し
（繰越
分）

東条公民
館駐車場
整備等

取組項目 移転費

0.8
財
　
源

一　般 2.0 1.6 2.2
- - 0.8 - - -

起　債 30.1 41.3
国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 4.0 4.5 4.4 0.1

0.2 0.2

4.3 4.8 4.7 0.2 0.3 0.6 0.4 0.4

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11年間合計 臨時
78.0 16.9

0.5

94.9

0.4 0.4 0.4

その他 0.3 0.3 0.3 0.2 0.2 0.1 0.2
起　債

事業費

0.2 0.2

国県補助

起　債

6.6 14.5

0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1974(S49) 耐用年数 50年 満了年 2024(R6)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

33 社コミュニティセンター 《担当部署：

方向性 譲渡 民間又は地域に譲渡する。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

21.1

71.4 0.0
その他 0.0 2.4 2.4

71.4
0.0 0.0 0.0

事業費 - - - - -

取組項目
事業者・地
区・活動団
体協議

条例改正並
びに譲渡手
続き完了

譲渡

財
　
源

一　般
- - - - - -

起　債
国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 0.7 0.8
0.7 0.8 - - - - - -

11年間合計 臨時
0.0 1.5 1.5

- - -

その他
起　債

事業費

国県補助

起　債

0.0 1.5
財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1986(S61) 耐用年数 50年 満了年 2036(R18)

1.5

0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
0.0 0.0 0.0

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

・とどろき荘改修実施設計・改修工事(全体)は、とどろき荘で計上。
・2017(平成29)年度末、とどろき荘へ移転し、2019(令和1)年度に取り壊した。
・移転後の維持管理費は、公民館分のみ計上した。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

・2017(平成29)年5月1日に民間会社に譲渡した。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

34 さんあいセンター 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

事業費 - - 1.8 - -

工事概要
見積業務

和室窓枠
修繕工事

アスベスト含有
建材調査、耐力
度調査

取組項目
誘導灯更
新、エアコン
修理工事

0.6 11.0
財
　
源

一　般 1.8 0.2
0.2 0.6 11.0 - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 0.9 1.6 0.7 0.4 0.6
0.9 1.6 0.7 0.4 0.6 1.0 0.6 0.9

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11年間合計 臨時
13.6 9.1

1.0

22.7

0.8 0.7 0.9

その他
起　債

事業費

国県補助

起　債

13.6 9.1

0.6 0.9 0.8 0.7 0.9

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1987(S62) 耐用年数 50年 満了年 2037(R19)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

35 コミュニティセンター東条会館 《担当部署：

方向性 取壊し 現小学校施設をコミュニティセンターとするため取り壊す。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

22.7

0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
0.0 0.0 0.0

事業費 - - - - -

アスベスト
含有建材
調査

解体撤去・アス
ベスト含有建材
除去実施設計

取壊し、解体撤去・

アスベスト含有建材

除去工事・施工監

理、旧東小学校校

舎へ移転

取組項目

0.5 4.0 8.8
財
　
源

一　般
- 0.5 4.0 19.4 - -

10.6起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 1.1 1.0 1.1 1.1 1.1
0.1

1.1 1.0 1.1 1.1 1.1 1.2 1.1 1.0

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11年間合計 臨時
23.9 9.7

1.1

33.6

1.0 - -

その他
起　債

事業費

国県補助

起　債

13.3 9.6

1.1 1.0 1.0

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1984(S59) 耐用年数 50年 満了年 2034(R16)

22.9

10.6 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

10.6
0.0 0.1 0.1

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

・滝野中学校格技場及びサークル活動拠点として適正管理に努める。
・滝野地域小中一貫校の整備事業と調整しつつ、施設の方向性を決定する。
・滝野地域小中一貫校の整備事業方針及び耐力度調査の結果により、施設個別計画（長
寿命化計画）に基づき、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画
の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

・小学校校舎を転用し、コミュニティセンターとして、利活用を図ることとしている
が、校舎等の耐力度調査において、長期にわたり安全を確保するためには、多額
の工事費が必要との結果になったことを踏まえ、廃止も含め施設の利活用につい
て再検討を行った。
・2022(令和4)年度に旧東条東小学校校舎へ移転し、2023(令和5)年度に施設
を廃止・取り壊す。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

36 東条健康の森 《担当部署：

方向性 取壊し 鴨川の郷キャンプ場へ集約し、取り壊す。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

事業費 - - - 6.1 8.7

取壊し
取壊し
(繰越分）

取組項目 廃止

財
　
源

一　般 0.4 0.5
- - - - - -

起　債 5.7 8.2
国県補助

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

- - -事業費 1.5 -

0.1
起　債

- - - - - -

財
　
源

一　般 1.4

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1987(S62) 耐用年数 31年 満了年 2018(H30) 11年間合計 臨時
14.8 1.5 16.3

その他

2.3

13.9 0.0
その他 0.0 0.1 0.1

13.9
0.0 0.0 0.0国県補助

起　債

0.9 1.4一　般

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

- 埋蔵文化財収蔵庫(旧福田幼稚園) 《担当部署：

方向性 転用 2020(令和2)年度から当分の間、埋蔵文化財収蔵庫として使用する。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

事業費 - - - - -

収蔵庫に
転用

取組項目

財
　
源

一　般
- - - - - -

起　債

国県補助

その他

経常的維持
管理(こども教
育課から所属
替)

経常的維持
管理(こども教
育課から所属
替)

経常的維持
管理(こども教
育課から所属
替)

経常的維持
管理(こども教
育課から所属
替)

国県補助

取組項目

経常的維持
管理(こども教
育課から所属
替)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.1 0.1 0.1事業費 - -

起　債

- - - - 0.1 0.1
0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1992(H4) 耐用年数 31年 満了年 2023(R5) 11年間合計 臨時
0.0 0.5 0.5

その他

0.5

0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
0.0 0.0 0.0国県補助

起　債

0.0 0.5一　般

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

財
　
源

2020年度
(R2年度)

財
　
源

・山小屋、調理棟を取り壊した。
・取壊しは、東条公民館の取壊しと同時期に施工した。
・借地（調整池）は、2015(平成27)年度に返還。（借地解消済）

・2020(令和2)年度から当分の間、旧滝野庁舎で保管していた埋蔵文
化財収蔵品を保管する収蔵庫として使用する。
・廃止後、民間福祉事業者等へ譲渡する。
・こども教育課(学校施設)から所属替えをし、設置年度及び耐用年数
は、旧福田幼稚園の数値を引き継ぐ。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

37 社第一体育館 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

事業費 - - - - 1.2

屋根防水
修繕工事

大型空調機
器整備工事、
実施設計等

長寿命化
調査

屋内運動場中
央ネット改修工
事等

取組項目

2.3 0.8
財
　
源

一　般 1.2 3.5
28.0 2.3 0.8 - - -

起　債

国県補助 8.2

その他
16.3

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2.3 2.3 2.3事業費 2.1 2.0

0.4 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
起　債

1.9 2.1 1.8 1.8 2.0 2.3
1.7 1.9 1.9 1.9 1.9

財
　
源

一　般 1.7 1.6 1.6 1.8 1.5 1.5

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1987(S62) 耐用年数 47年 満了年 2034(R16) 11年間合計 臨時

0.4 0.4 0.4 0.4

32.3 22.9 55.2

その他

26.8

16.3 0.0
その他 0.0 3.9 3.9

16.3
8.2 0.0 8.2国県補助

起　債

7.8 19.0一　般

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

38 社武道館 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

事業費 - 1.5 26.5 - 2.8

畳入替
更新

大型空調機
器整備工事、
実施設計等

長寿命化調
査、屋根塗
装修繕工事
等

取組項目
天井耐震
改修実施
設計

天井耐震改
修工事、防
犯カメラ設置

3.8
財
　
源

一　般 1.5 3.1 2.8 2.1
24.7 3.8 - - - -

起　債 16.1
国県補助 7.3 11.9

その他
10.7

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

1.9 1.9 1.9事業費 2.1 1.9

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

1.8 1.6 1.4 1.2 1.5 1.9

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

1.3 1.7 1.7 1.7 1.71.7 1.6 1.4 1.2 1.0

その他 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
起　債

0.2 0.2 0.2 0.2

47年 満了年 2035(R17) 11年間合計 臨時 経常 合計
59.3 19.1 78.4

国県補助

起　債

13.3 16.9
財
　
源

一　般 30.2

26.8 0.0
その他 0.0 2.2 2.2

26.8
19.2 0.0 19.2

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

財
　
源

一　般 1.9

2020年度
(R2年度)

財
　
源

2020年度
(R2年度)

設置年度 1988(S63) 耐用年数

・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・体育館の利用促進及び災害時の避難所における市民の体調維持、身体的負担軽減の
ため大型空調機器を整備した。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。必
要に応じて適宜計画の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

・耐震診断結果に基づく天井吊り物斜材補強及び撤去した。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・体育館の利用促進及び災害時の避難所における市民の体調維持、身体的負担軽減のため大型空調機器を整備した。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを
行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

96



》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

39 滝野体育センター 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

事業費 - - - - -

大型空調機
器整備工
事、実施設
計等

長寿命化
調査

取組項目

2.6
財
　
源

一　般 1.3
31.0 2.6 - - - -

17.8起　債

国県補助 11.9

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 1.1 0.9 1.2 0.7 0.8

1.1 1.1 1.1

2.1 1.9 2.1 1.6 1.6 1.1 1.5 2.0

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11年間合計 臨時
33.6 19.9

0.6

53.5

2.0 2.0 2.0

その他 1.0 1.0 0.9 0.9 0.8 0.5 0.8
起　債

事業費

1.1

11.9国県補助

起　債

3.9 9.6

0.7 0.9 0.9 0.9 0.9

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1990(H2) 耐用年数 47年 満了年 2037(R19)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

40 滝野総合公園体育館（スカイピア） 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

13.5

17.8 0.0
その他 0.0 10.3 10.3

17.8
11.9 0.0

事業費 4.1 44.4 - 0.7 0.5

エレベー
ター是正
工事

内外壁
劣化調査

大型空調機器
整備工事、実施
設計、施設修繕
等

内外壁改修実
施設計、長寿命
化調査、電話機
交換工事等

内外壁改修
工事・施工監
理(繰越分）

取組項目
天井耐震
改修実施
設計

天井耐震
改修工事

5.5 2.8
財
　
源

一　般 4.1 0.7 0.5 2.1
39.0 5.5 21.6 - - -

23.6 12.5起　債 44.4
国県補助 13.3 6.3

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 8.4 8.8 8.8 7.8 8.7

5.4 5.4 5.4

13.7 13.8 13.9 12.6 13.4 13.2 13.3 13.8

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11年間合計 臨時
115.8 149.1

10.9

264.9

13.8 13.8 13.8

その他 5.3 5.0 5.1 4.8 4.7 2.3 3.5
起　債

事業費

5.4

19.6国県補助

起　債

15.7 96.8

9.8 8.4 8.4 8.4 8.4

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 2004(H16) 耐用年数 47年 満了年 2051(R33)

112.5

80.5 0.0
その他 0.0 52.3 52.3

80.5
19.6 0.0

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・体育館の利用促進及び災害時の避難所における市民の体調維持、身体的負担軽減の
ため大型空調機器を整備した。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。必
要に応じて適宜計画の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・体育館の利用促進及び災害時の避難所における市民の体調維持、身体的負担軽減の
ため大型空調機器を整備した。
・施設個別計画（長寿命化計画）に基づき、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。必
要に応じて適宜計画の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

97



》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

41 東条第一体育館 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

事業費 - 15.0 - - -

長寿命化（耐震
診断含む）調
査、アスベスト含
有建材調査

耐震改修・老朽
化改修・アスベ
スト含有建材除
去実施設計

耐震改修・老朽化
改修・アスベスト含
有建材除去施工
監理及び工事

取組項目
現地測
量、
敷地取得

7.8 25.2 20.0
財
　
源

一　般 15.0
- 7.8 25.2 222.7 - -

154.0
28.7

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

20.0その他

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 2.1 1.7 1.4 1.6 1.7

0.6 0.6

2.7 2.2 1.8 2.1 2.1 1.8 1.8 2.0

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

11年間合計 臨時
270.7 20.5

1.3

291.2

2.0 2.0

その他 0.6 0.5 0.4 0.5 0.4 0.5 0.4
起　債

事業費

0.6

28.7国県補助

起　債

68.0 15.4

1.4 1.4 1.4 1.4

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1978(S53) 耐用年数 47年 満了年 2025(R7)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

42 東条第二体育館 《担当部署：

方向性 取壊し 小学校閉校後の利活用施設の決定を踏まえ、廃止・取り壊す。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

83.4

154.0 0.0
その他 20.0 5.1 25.1

154.0
28.7 0.0

事業費 - - - - -

アスベスト含有建
材調査、アスベス
ト含有建材除去及
び解体撤去実施
設計

アスベスト含有建
材除去・解体撤去
施工監理及び工
事、廃止取壊し

取組項目

2.0 89.2
財
　
源

一　般
- 2.0 89.2 - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

1.4 1.2 1.4 1.2 1.2 1.4 1.3 0.6

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 1.2 1.0 1.2 0.8 0.8 1.1
- - -

その他 0.2 0.2 0.2 0.4 0.4 0.3 0.4
起　債

事業費

0.2

0.9 0.4

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1986(S61) 耐用年数 47年 満了年 2033(R15) 11年間合計 臨時

起　債

91.2 9.7 100.9
98.6

0.0 0.0
その他 0.0 2.3 2.3

0.0
0.0 0.0 0.0国県補助

91.2 7.4・東条東小学校及び東条西小学校閉校後に利活用する施設とのバラン
スをとりながら、体育館の利活用又は廃止を決定する。
・東条第一体育館の存続に伴い工事等の状況を踏まえ、廃止・取り壊
す。

・東条東小学校及び東条西小学校閉校後に利活用する施設とのバランスをとりながら、体育館の利活用又は廃止を決定
する。
・2016(平成28)年度に敷地取得。（借地解消済）
・閉校後の活用方針が決定したことにより耐震改修等の修繕を行い、適正かつ計画的に維持管理を行う。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを
行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

43 東条東体育館 《担当部署：

方向性 取壊し 旧東条庁舎新館取壊し時に取り壊す。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

事業費 - - - 0.3 24.8

事前調査 取壊し取組項目

財
　
源

一　般 0.3
- - - - - -

起　債 24.8
国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

- - - - - - - -

国県補助

取組項目

財
　
源

一　般
- - -

その他
起　債

事業費

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1981(S56) 耐用年数 47年 満了年 2028(R10) 11年間合計 臨時

起　債

25.1 0.0 25.1
0.3

24.8 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

24.8
0.0 0.0 0.0国県補助
0.3 0.0

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

44 社第一グラウンド 《担当部署：

方向性 転用 廃止し他用途へ転用する。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

廃止・転用

事業費 - - 1.4 - -

取組項目
照明設備
更新

財
　
源

一　般 1.4
- - - - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

1.3 1.0 1.4 1.9 1.3 1.1 1.2 1.4

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 1.0 0.8 1.2 1.7 1.1
1.4 1.4 -

その他 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3
起　債

事業費

0.3 0.3 0.3

0.9 1.1 1.1 1.1

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1980(S55) 耐用年数 - 満了年 - 11年間合計 臨時

起　債
0.0

0.9

2.5 2.5
0.0

0.0 0.0 0.0国県補助
1.4 10.9
1.4 13.4 14.8

12.3

0.0 0.0
その他

・2012(平成24)年に用途廃止済み。
・2019(令和1)年度に旧東条庁舎とともに取り壊し、ドクターヘリ離着陸
場等として整備した。

・令和7年度開校予定の社地域小中一貫校開校までに、学校施設・跡地利用の有効活用
を前提として廃止し、多用途へ転用する。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・跡地利用等の検討結果において、存続利用となった場合は、施設個別計画（長寿命化
計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画の見直
しを行う。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

45 社第二グラウンド 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

事業費 - - - 9.3 -

照明設備
更新

グラウンド
整地修繕

長寿命化
調査

取組項目

2.0
財
　
源

一　般 0.5 1.2
1.2 - 2.0 - - -

起　債 8.8
国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

4.2 4.9 6.0 7.2 6.2 5.9 6.8 6.8

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 3.2 3.9 5.1 6.4 5.5
6.8 6.8 6.8

その他 1.0 1.0 0.9 0.8 0.7 0.9 0.9
起　債

事業費

0.9 0.9 0.9 0.9

5.9 5.9 5.9 5.9 5.9

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1980(S55) 耐用年数 - 満了年 - 借地 11年間合計 臨時

起　債
0.0

5.0

9.8 9.8
8.8

0.0 0.0 0.0国県補助
3.7 58.6

12.5 68.4 80.9
62.3

8.8 0.0
その他

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

46 社第三グラウンド 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

事業費 - - 0.7 0.8 -

用具倉庫・
防球ネット
等改修

駐車場
舗装工事

長寿命化
調査

取組項目
フェンス・
管理棟修
繕工事

1.9
財
　
源

一　般 0.7 0.8 14.0
14.0 - 1.9 - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

2.0 1.5 1.6 1.8 1.4 1.6 1.4 1.5

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 1.7 1.3 1.3 1.6 1.2
1.5 1.5 1.5

その他 0.3 0.2 0.3 0.2 0.2 0.1 0.2
起　債

事業費

0.2 0.2 0.2 0.2

1.2 1.3 1.3 1.3 1.3

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1984(S59) 耐用年数 - 満了年 - 11年間合計 臨時

起　債
0.0

1.5

2.3 2.3
0.0

0.0 0.0 0.0国県補助
17.4 15.0
17.4 17.3 34.7

32.4

0.0 0.0
その他

・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管
理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図
る。

・サッカー場については、人工芝化等、より良い利活用に向けた検討を行う。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管理、修繕
を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

47 グリーンヒル・スタジアム 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

事業費 0.9 - - 0.9 1.7

グラウンド
土入替

スコアボー
ド修繕工
事

長寿命化
調査等

取組項目
本部棟補
修工事

4.1
財
　
源

一　般 0.9 0.9 1.7
- - 4.1 - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

1.9 1.9 2.0 2.5 2.2 2.3 1.9 1.8

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 1.8 1.8 1.9 2.4 2.1
1.8 1.8 1.8

その他 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
起　債

事業費

0.1 0.1 0.1 0.1

1.8 1.7 1.7 1.7 1.7

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1992(H4) 耐用年数 - 満了年 - 11年間合計 臨時

起　債

7.6

2.2

21.9 29.5
28.4

0.0 0.0
その他 0.0 1.1 1.1

0.0
0.0 0.0 0.0国県補助
7.6 20.8

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

48 滝野総合公園多目的グラウンド 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

事業費 - - - 4.7 -

照明機器
改修

長寿命化
調査等

取組項目

2.6
財
　
源

一　般 4.7
- - 2.6 - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

6.9 7.9 8.1 6.9 7.9 7.6 6.9 7.0

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 3.9 5.5 5.7 4.8 5.8
7.0 7.0 7.0

その他 3.0 2.4 2.4 2.1 2.1 1.8 2.3
起　債

事業費

2.3 2.3 2.3 2.3

4.6 4.7 4.7 4.7 4.7

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 2000(H12) 耐用年数 - 満了年 - 11年間合計 臨時
7.3

5.8

80.2 87.5
62.2

0.0 0.0
0.0 25.3 25.3

0.0
0.0 0.0 0.0
7.3 54.9

国県補助

起　債
その他

・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管
理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図
る。

・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管
理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを行う。
・改修更新にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

49 東条グラウンド 《担当部署：

方向性 縮小・存続 借地の解消及びテニスコートを廃止する。

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)

事業費 - - - 24.1 9.9

テニスコート
廃止、ミニグ
ラウンド建物
撤去

復元測量・
農地復旧
工事

借地解消協
議・登記関
係資料作成

借地解消協
議・用地取
得・登記関係
資料作成

長寿命化
調査

取組項目
借地解消
協議

借地解消
協議

154.2 2.0
財
　
源

一　般 24.1 9.9 0.2
0.2 154.2 2.0 - - -

その他
起　債

国県補助

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

7.3 5.8 4.8 1.0

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

1.0 1.0 1.0
7.5 7.3 5.6

その他 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2
起　債

190.4 51.0
財
　
源

一　般

0.0 1.0 1.0
0.0

0.0

事業費 7.5 7.5 7.5 7.6

0.1 0.1 0.1 0.1

4.8 0.9 0.9 0.9 0.9
財
　
源

一　般 7.4 7.4 7.4

50 東条野球場 《担当部署：

方向性 存続 照明設備を廃止し、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1978(S53) 耐用年数 - 満了年 - 11年間合計 臨時

起　債

190.4 52.0 242.4
241.4

0.0 0.0
0.0 0.0国県補助

その他

事業費 - 0.3 - 2.7 -

照明設備
撤去

長寿命化
調査等

取組項目
給水施設
改修

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2.8
財
　
源

一　般 0.3 2.7
- - 2.8 - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

2.6 1.9 2.0 0.7 0.8 0.9 0.6 0.8

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 2.0 1.6 1.7 0.4 0.5
0.8 0.8 0.8

その他 0.6 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
起　債

事業費

0.3 0.3 0.3 0.3

0.3 0.5 0.5 0.5 0.5

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1993(H5) 耐用年数 - 満了年 - 11年間合計 臨時

起　債

5.8

0.6

12.7 18.5
14.9

0.0 0.0
その他 0.0 3.6 3.6

0.0
0.0 0.0 0.0国県補助
5.8 9.1・開発行為により事業者が設置後、旧東条町へ移管した施設。

・2016(平成28)年4月から夜間照明利用を終了し、健康の森野外活動施設と同時期に撤去した。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。必要に応じて適
宜計画の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

・敷地取得交渉を進め、借地が解消した。
・グラウンド本体は存続とし、テニスコートは廃止した。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。必
要に応じて適宜計画の見直しを行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費 0.0 14.8 14.8
・従前は夕日ヶ丘公園の公園施設として、施設利用料は無料として運用していたが、2014(平成26)年
度から体育施設の位置付けに変更し有料施設とした。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。必要に応じて適
宜計画の見直しを行う。
・改修更新にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

財
　
源

一　般 0.0 6.5 6.5
国県補助 0.0 0.0 0.0
起　債 0.0 0.0 0.0
その他 0.0 8.3 8.3

設置年度 2014(H26) 耐用年数 - 満了年 - 11年間合計 臨時 経常 合計

財
　
源

一　般 0.3 0.3 0.6 0.8 0.6 0.7 0.6 0.6
国県補助

その他 1.0 1.2 0.7 0.7 0.7 0.6 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7
起　債

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

0.8 0.6 0.6

経常的
維持管理

経常的
維持管理

事業費 1.3 1.5 1.3 1.5 1.3 1.3 1.4 1.3 1.3 1.3 1.3

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

財
　
源

一　般
国県補助

その他
起　債

取組項目

事業費 - - - - - - - - - - -

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)
　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課新 夕日ヶ丘公園パークゴルフ場 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

　教育委員会事務局
　教育振興部　生涯学習課

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

51 東条健康の森スポーツ広場 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

事業費 - - - - -

長寿命化
調査

取組項目

1.5
財
　
源

一　般
- - 1.5 - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 0.2 0.8 1.3 0.5 0.6
0.8 0.8 0.8

起　債

0.4 0.9 1.4 0.6 0.6 0.6 0.8 0.8事業費

0.1 0.1 0.1 0.1

0.7 0.7 0.7 0.7 0.70.5

その他 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 1993(H5) 耐用年数 - 満了年 - 11年間合計 臨時

起　債

1.5 8.5 10.0
8.9

0.0 0.0
その他 0.0 1.1 1.1

0.0
0.0 0.0 0.0国県補助
1.5 7.4・開発行為により事業者が設置後、旧東条町へ移管した施設。

・利用促進のため、施設へのアクセス道路の整備などの検討を行う。
・廃止した健康の森野外活動施設と共有設備（電気、水道、トイレ、道路）が存在する。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・施設個別計画（長寿命化計画）を策定し、適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。必要に応じて適宜計画の見直しを
行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

施設区分：3-2 生涯学習施設(社会体育施設)
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

26 中央図書館 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

　教育委員会事務局
　教育振興部　中央図書館

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

21.9 70.4 1.9 17.1 0.0 7.7

-

屋根塗装工事、
空調設備フロン
法定点検、自動
ドア修繕

事業費 6.8 2.2 0.7 3.9 25.1

児童コーナーカー

ペット張替、空調設

備更新実施設計、

空調設備更新

空調設備
更新、外壁
調査

外壁改修工事、高圧

受電設備更新、エレ

ベーター更新･LED化

実施設計、トイレ改修

工事実施計画、網戸

設置工事

エレベーター更新工

事、照明LED化工

事、トイレ改修工事、

防犯カメラ増設工事

空調設備フロン法定

点検、内装改修工

事実施設計、防犯

カメラ増設工事

内装改修工
事・監理（床
カーペット、
カーテン）

取組項目
屋根塗装
工事

空調機修繕
工事、ソ
ファー張替
修繕

ソファー
張替修繕

7.7一　般 6.8 2.2 0.7 0.5 2.8 11.1
財
　
源

その他
10.6 62.7起　債 3.4 22.3

国県補助 0.2
7.7 1.9 17.1 0.0

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

5.8 5.8 5.8

国県補助

事業費 6.2 5.5 6.4 5.4 5.1 5.4 5.8 5.6
5.8 5.6 5.8 5.8 5.8

財
　
源

一　般 6.2 5.5 6.4 5.4 5.1 5.4

その他
起　債

62.8
事業費 157.7 62.8 220.5

121.3
財
　
源

0.2 0.0
一　般 58.5

2043(R25) 11年間合計 臨時

国県補助

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1993(H5) 耐用年数 50年 満了年

方向性 転用 リハーサル等室へ転用する。

0.2

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

27 旧図書・情報センター（やしろ国際学習塾内） 《担当部署：

その他 0.0 0.0 0.0
99.0起　債 99.0 0.0

　教育委員会事務局
　教育振興部　中央図書館

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

・図書館は、中学校区に一つ図書館の体制を確保する。
・屋根塗装工事及び外壁調査は、改修後おおむね10年で行い、状況を確認す
る。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

- - - - - -事業費 - - - - 1.1

書庫棚の
撤去、閉
館

取組項目

一　般 1.1
財
　
源

その他
起　債

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

- - -

国県補助

事業費 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 - - -

財
　
源

一　般 0.1

その他
起　債

0.0
0.0

国県補助 0.0 0.0 0.0財
　
源

一　般 1.1 0.3

0.1 0.1 0.0 0.0

・図書館は、中学校区に一つ図書館の体制を確保する。
・2019(令和1)年8月から蔵書を滝野サブセンターに仮置きした。
・閉館後、やしろ国際学習塾の多目的室へ転用した。

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

当
　
初

設置年度 1991(H3) 耐用年数 41年 満了年 2032(R14) 11年間合計 臨時

その他 0.0 0.0

事業費 1.1 0.3 1.4
1.4

起　債 0.0 0.0
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

28 滝野図書館 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

-

空調フロン
法定点検

事業費 1.3 1.0 8.1 109.9 41.5

空調設備改修
工事、会議場修
繕工事、高圧
ケーブル修繕

外壁修繕工
事、エレベー
ター改修、屋上
防水工事①

照明LED化、網
戸設置工事、特
定建築物定期
委託調査

非常用発電機
更新・防犯カメラ
増設工事、空調
フロン点検、内
装・トイレ改修工

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

　教育委員会事務局
　教育振興部　中央図書館

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

経常的
維持管理

26.8

0.3一　般 1.3 1.0 0.8 5.2 3.1 3.6

その他
30.1 9.0起　債 7.3 104.7 38.4

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

0.5

内装・トイレ改
修工事、防火
シャッター改
修工事

屋上防水工
事②、特定建
築物定期調
査

取組項目
防犯カメラ
設置、外
壁調査等

非常放送設
備更新、給水
ポンプ更新

空調設備更新
実施設計、無線
LAN整備、給水
ポンプ修理

57.9 15.4
財
　
源

5.6
国県補助

34.2 14.6 84.7 15.4 0.3

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

経常的
維持管理

11.4 11.4 11.4

国県補助

事業費 6.5 7.0 8.2 6.2 5.2 9.9 11.9 11.4
11.9 11.4 11.4 11.4 11.4

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 6.5 7.0 8.2 6.2 5.2 9.9

その他
起　債

100.5
事業費 311.0 100.5 411.5

194.7
財
　
源

0.5 0.0
一　般 94.2

2045(R27) 11年間合計 臨時

国県補助

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1995(H7) 耐用年数 50年 満了年

方向性 継続 東条文化会館の運営状況に合わせる。

0.5

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

29 東条図書館（東条文化会館内） 《担当部署：

その他 0.0 0.0 0.0
216.3起　債 216.3 0.0

　教育委員会事務局
　教育振興部　中央図書館

施設区分：3-1 生涯学習施設(文化､学習系施設)

- 0.7 - - - -事業費 - - 16.8 - -

防犯カメラ
設置、ソ
ファー張替
修繕

取組項目
空調設備
更新

一　般 0.1
財
　
源

その他
起　債 16.7

国県補助
0.7

経常的
維持管理

経常的
維持管理

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

5.2 - -

国県補助

事業費 0.2 6.4 7.3 6.2 4.7 4.0 4.7 5.2
4.7 5.2 5.2

財
　
源

一　般 0.2

0.0
16.7

6.4 7.3 6.2 4.7 4.0

その他
起　債

国県補助 0.0 0.0 0.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

当
　
初

設置年度 1990(H2) 耐用年数 41年 満了年 2031(R13) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 0.8 43.9

その他 0.0 0.0

事業費 17.5 43.9 61.4
44.7

起　債 16.7 0.0

・図書館は、中学校区に一つ図書館の体制を確保する。
・屋上防水工事及び外壁調査は、改修後おおむね10年で行い、状況を確認す
る。
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
・改修及び更新等にあたっては、ユニバーサルデザイン化の推進を図る。

・東条文化会館の運営に合わせる。
・図書館は、中学校区に一つ図書館の体制を確保する。
・2016(平成28)年度に用地取得。（借地解消済）
・指定管理者制度等の研究及び導入の検討を行う。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

その他 33.4 0.0 33.4

国県補助 295.7 0.0 295.7

・現滝野中学校周辺地を取得。
・建物の規模は、活用する現滝野中学校施設を含め約18,100㎡と想定。
・2025(令和7)年度と2026(令和8)年度に建設工事を実施。
・現滝野中学校施設を活用し、2027(令和9)年度に開校する。
・避難所機能を付加する。
・設計・工事を進める中で、必要な引越費用について別途計上する。

財
　
源

一　般 438.1 0.0 438.1

起　債 1,349.1 0.0 1,349.1

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費 2,116.3 0.0 2,116.3
11年間合計 臨時 経常 合計設置年度 2027(R9)予定 耐用年数 満了年 －

その他
起　債

-

財
　
源

一　般
- - - - - -

2022年度
(Ｒ4年度)

事業費 - - - -

国県補助

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

取組項目

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

295.7
172.5 154.6 1,022.0

その他 33.4
起　債

-
284.6

国県補助
0.4 141.9 11.2一　般

財
　
源

測量・鑑
定、基本
構想

基本設計、
用地取得・
移転補償

実施設計 建設工事取組項目

- - 33.8 314.4 165.8 1,602.3事業費 - - - -

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

施設区分：2 学校施設 教育委員会事務局
こども未来部　小中一貫教育推進室
教育振興部　教育総務課新 滝野地域小中一貫校 《担当部署：

方向性 新設 現滝野中学校周辺に小中一貫校を整備する。

その他 103.1 0.0 103.1

国県補助 978.6 0.0 978.6
・現社中学校周辺地を取得。
・建物の規模は、活用する現社中学校施設を含め約20,800㎡と想定。
・現社中学校施設を活用し、2025(令和7)年度に開校する。
・避難所機能を付加する。
・設計・工事を進める中で、必要な引越費用について別途計上する。

財
　
源

一　般 830.3 30.0 860.3

起　債 4,313.5 0.0 4,313.5

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費 6,225.5 30.0 6,255.5
11年間合計 臨時 経常 合計設置年度 2025(R7)予定 耐用年数 満了年 －

その他

30.0

起　債

30.0

財
　
源

一　般
- - - - - -

2022年度
(Ｒ4年度)

事業費 - - - -

国県補助

1,448.8

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

取組項目
経常的
維持管理

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2,528.0
その他 11.3 91.8
起　債 122.7 214.0

9.5

国県補助 293.6
9.5 74.4 3.8 36.9 705.7一　般

685.0財
　
源

基本設
計、用地
取得

実施設
計、造成
工事

建設工事 建設工事 開校取組項目
測量・鑑
定、基本
構想

197.1 229.1 1,871.1 3,918.7 - -事業費 - - - -

施設区分：2 学校施設 教育委員会事務局
こども未来部　小中一貫教育推進室
教育振興部　教育総務課新 社地域小中一貫校 《担当部署：

方向性 新設 現社中学校敷地内及びその周辺に小中一貫校を整備する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)
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》

（事業費単位：百万円）

その他 170.7 0.0 170.7

国県補助 1,397.1 0.0 1,397.1
・東条文化会館周辺地を取得。
・建物の規模は、13,761.45㎡。
・2021(令和3)年度に開校した。
・避難所機能を付加した。
・校名は東条学園小中学校（愛称は東条学園）

財
　
源

一　般 256.8 124.5 381.3

起　債 3,671.2 0.0 3,671.2

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費 5,495.8 124.5 5,620.3
11年間合計 臨時 経常 合計設置年度 2021(R3) 耐用年数 47年 満了年 2068(R50)

その他

29.3 29.3

起　債

29.3

財
　
源

一　般 7.3
- - 7.3 29.3 29.3 29.3

29.3 29.3

2022年度
(Ｒ4年度)

事業費 - - - -

国県補助

262.0

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

その他 157.7 13.0
起　債 234.3 186.2 95.0 313.9 2,579.8

101.8

国県補助 137.4 1,259.7
6.8 30.0 100.9 29.1一　般 20.4 53.9 15.7

財
　
源

建設工事
開校
建設工事

駐車場等
整備工事

取組項目
測量・鑑
定、基本
構想

基本、用
地取得・移
転補償

実施設計、法
令申請、用地
取得・移転補
償等

解体・造
成工事

481.3 4,098.1 304.1 - - -事業費 - 20.4 288.2 201.9

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

施設区分：2 学校施設 教育委員会事務局
こども未来部　小中一貫教育推進室
教育振興部　教育総務課新 東条学園小中学校 《担当部署：

方向性 新設 東条文化会館周辺に、小中一貫校を整備する。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

0.1 0.1

経常 合計

1.2 1.1 0.8

事業費 0.0 13.7 13.7計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

0.1

13.0

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.7 0.7

0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0

収蔵庫に
転用

--

0.0

国県補助
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

財
　
源

一　般 0.9 1.2 1.1 0.8 0.1 0.1
0.0 0.0 0.0

その他

事業費 0.9 0.1 0.0

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

生涯学習課
へ所属替え

生涯学習課
へ所属替え

生涯学習課
へ所属替え

生涯学習課
へ所属替え取組項目

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

生涯学習課
へ所属替え

経常 合計

・集団教育の観点から、園児数が1クラス10人を下回る状況が2年続い
たため、2018(平成30)年度入学の園児から募集を停止。
・2020(令和2)年度から当面は、旧滝野庁舎で保管していた埋蔵文化
財収蔵品を保管する収蔵庫として使用する。
・廃止後、民間福祉事業者等へ譲渡する。

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等
設置年度 1992(H4) 耐用年数 31年 満了年 2023(R5) 11年間合計 臨時

財
　
源

一　般 1.1 4.2 5.3
事業費 1.1 4.2 5.3

起　債 0.0 0.0
その他 0.0

国県補助 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0
0.0

取組項目

起　債

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

財
　
源

一　般 0.9 0.2
- - - -

13.0

事業費 0.9 - -

その他

-

起　債

国県補助

0.2

コンクリートブ
ロック構造物
撤去等施設
修繕

トイレ洋
式化

その他 0.2 0.2 0.1
起　債

・2016(平成28)年4月に現施設で幼稚園型認定こども園に移行済み。定員は3
歳児20人、4歳児、5歳児を各30人。
・2019(令和1)年度から設置した幼保連携型認定こども園「加東みらいこども園」
に移行し、社地域小中一貫校開校までの間、社アフタースクールとして園舎を利
用する。
・取壊し後の用地は売却する。

7 旧福田幼稚園 《担当部署：

方向性

財
　
源

一　般 0.0

0.7

設置年度 1985(S60) 耐用年数 31年 満了年 2016(H28) 11年間合計 臨時

1.2

経常的維持
管理（社ｱﾌ
ﾀｰｽｸｰﾙ）

経常的維持
管理（社ｱﾌ
ﾀｰｽｸｰﾙ）

経常的維持
管理（社ｱﾌ
ﾀｰｽｸｰﾙ）

1.2 1.5 1.5
1.6 1.6 -

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的維持
管理（社ｱﾌ
ﾀｰｽｸｰﾙ）

経常的維持
管理（社ｱﾌ
ﾀｰｽｸｰﾙ）

経常的維持
管理（社ｱﾌ
ﾀｰｽｸｰﾙ）

1.4 1.5

国県補助
1.5

財
　
源

一　般 1.3 1.8 1.4 1.0 0.5 1.3
事業費 1.3 1.8 1.4 1.2

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

国県補助

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

廃止・社ｱﾌ
ﾀｰｽｸｰﾙへ
用途変更

取壊しの
延期

取組項目
幼稚園型
認定こども
園へ移行

起　債

- -

その他

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2019(令和1)年度から2024(令和6)年度まで、社アフタースクールとして利用後、取り壊す。

財
　
源

一　般

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

-

施設区分：2 学校施設

施設区分：2 学校施設

譲渡 廃止し、民間福祉事業者等へ譲渡するまで当面は、埋蔵文化財収蔵庫として使用する。

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

- - - -

廃止

事業費 - - - -

6 旧社幼稚園 《担当部署：

方向性 取壊し
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

53 旧社こども園 《担当部署：

方向性 用途廃止 新設する認定こども園に統合後、用途廃止し、発達サポートセンター及び駐車場に転用する。

財
　
源

一　般 0.8 13.1
-

用途廃止、転用
に伴う実施設
計、工事監理、
改修工事等

取組項目
幼保連携型
認定こども
園へ移行

空調修繕
工事

・2016(平成28)年4月に幼保連携型認定こども園に移行済み。
・2019(令和1)年度から設置した幼保連携型認定こども園「加東みらい
こども園」に統合し、用途廃止後、発達サポートセンター及び駐車場に転
用した。

2025年度
(R7年度)

-- - 0.8

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

-

起　債

-

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

事業費 - 98.9

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

発達サポー
トセンターへ
移行

発達サポー
トセンターへ
移行

-

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

84.5
国県補助 1.3

その他

起　債

事業費 6.4 5.5 5.9 5.6 0.4 - - -

国県補助

-

財
　
源

一　般 6.4 5.5 5.9 5.6 0.4
-

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

発達サポー
トセンターへ
移行

発達サポー
トセンターへ
移行

計画期間以降の取組や特筆すべき事項等
設置年度 1999(H11) 耐用年数 31年 満了年 2030(R12) 11年間合計 臨時 経常 合計

発達サポー
トセンターへ
移行

発達サポー
トセンターへ
移行

-

-

事業費 99.7 23.8 123.5
37.7

起　債 84.5 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

84.5
国県補助 1.3 0.0 1.3財

　
源

一　般 13.9 23.8

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

54 米田こども園 《担当部署：

方向性 用途廃止 社地域小中一貫校開校後は用途廃止し、米田地区と活用方法を協議する。

用途廃止

事業費 - - 1.7 1.9 -

コンクリートブロッ
ク構造物撤去、
雨樋補修等施
設修繕

取組項目
幼保連携型
認定こども
園へ移行

雨漏り修繕、築
山修繕、ウサギ
小屋建替等

財
　
源

一　般 1.7 1.9
- - - - - -

その他

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

起　債

国県補助

起　債

事業費 3.6 2.3 1.8 2.1 2.4 2.8 3.0 2.4

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

3.0 2.4 2.9 2.9
財
　
源

一　般 3.6 2.3 1.8 2.1 2.4 2.8

その他

2.9 2.9 -

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1996(H8) 耐用年数 31年 満了年 2027(R9) 11年間合計 臨時
事業費 3.6 26.2 29.8

0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0財

　
源

一　般 3.6 26.2 29.8

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

施設区分：4 保健福祉施設

施設区分：2 学校施設

・2016(平成28)年4月に幼保連携型認定こども園に移行済み。
・社地域小中一貫校開校時に、新設した幼保連携型認定こども園「加
東みらいこども園」に統合。
・社地域小中一貫校開校後は用途廃止し、米田地区と活用方法を協
議する。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

55 旧三草こども園 《担当部署：

方向性 用途廃止 土地及び建物を社会福祉法人に譲渡。公の施設としての用途を廃止する。

事業費 - - - 7.1 -

屋根塗装・既
存プール撤去
工事等、用途
廃止

譲渡・移
管

取組項目
幼保連携型
認定こども
園へ移行

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

財
　
源

一　般 7.1
- - - - - -

起　債

国県補助

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

- - -事業費 2.7 2.2

起　債

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

7.1 10.6 17.7
17.7

2.7 3.0 - - - -

・2016(平成28)年4月に幼保連携型認定こども園に移行済み。
・2018(平成30)年度、土地及び建物を社会福祉法人に譲渡。公の施設としての用途を廃
止した。
・2019(令和1)年度から、社会福祉法人が保育所型認定こども園として運営。

その他

財
　
源

一　般 7.1 10.6

財
　
源

一　般 2.7 2.2 2.7 3.0

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2003(H15) 耐用年数 31年 満了年 2034(R16) 11年間合計 臨時
事業費

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

56 鴨川保育園 《担当部署：

方向性 用途廃止 社地域小中一貫校開校後は用途廃止し、鴨川地区と活用方法を協議する。

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0

用途廃止

事業費 - - - 1.5 -

園庭整備、コンク
リートブロック構
造物撤去等施
設修繕

取組項目

2020年度
(R2年度)

財
　
源

一　般 1.5
- - - - - -

起　債

国県補助

その他

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

0.7 0.7 -事業費 0.4 0.7

起　債

0.5 0.5 0.6 0.7 1.2 0.6
1.2 0.6 0.7 0.7

財
　
源

一　般 0.4 0.7 0.5 0.5 0.6 0.7

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1986(S61) 耐用年数 31年 満了年 2017(H29) 借地 11年間合計 臨時
事業費 1.5 6.6 8.1

その他

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0財

　
源

一　般 1.5 6.6 8.1

施設区分：4 保健福祉施設

施設区分：4 保健福祉施設

・社地域小中一貫校開校時に、新設した幼保連携型認定こども園「加
東みらいこども園」に統合。
・社地域小中一貫校開校後は用途廃止し、鴨川地区と活用方法を協
議する。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

新 加東みらいこども園 《担当部署：

方向性 新設 既存の園を統合し、新たな用地に幼保連携型認定こども園を新設する。

事業費 - 12.4 90.1 830.7 1.0

建設工事
車止め設
置工事

人工芝敷
設工事

取組項目 実施設計
実施設計
建設工事

財
　
源

一　般 0.6 5.3 41.6 1.0 3.0
3.0 - - - -

起　債 11.8 84.8 789.1
国県補助

その他

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

16.4 16.4 16.4事業費

起　債

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

0.8 9.9 13.2 15.2 16.5
15.2 16.5 16.4 16.4 16.4

財
　
源

一　般 0.8 9.9 13.2

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2019(R1) 耐用年数 31年 満了年 11年間合計 臨時
事業費 937.2 104.8 1,042.0

156.3

その他

2019年度
(R1年度)

57 社児童館「やしろこどものいえ」 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

0.0財
　
源

一　般 51.5 104.8

起　債 885.7 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

885.7
国県補助 0.0 0.0

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

多目的室の
修繕（屋根・
壁塗装）

事業費 1.5 3.4 0.4 0.5 0.6

外壁補修
等施設修
繕

あそぼう棟
屋外梁の取
替修繕

つくろう棟
疵改修工
事等

建物・遊具
点検、遊具
設置工事等

トイレ改修実
施設計工事
等

取組項目
管理棟テラ
ス改修等 壁塗装

防犯カメラ
設置

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

11.0 5.0 6.0
財
　
源

一　般 1.5 3.4 0.4 0.5 0.6 1.9
1.9 11.0 5.0 - 6.0 -

起　債

国県補助

その他

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

4.3 4.3 4.3事業費 3.5 3.1
4.1 4.5 4.2 4.2 4.2

その他 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
起　債

0.1

30.3 44.0 74.3
73.4

4.0 3.5 3.9 4.4 4.2 4.5

財
　
源

一　般 30.3 43.1

財
　
源

一　般 3.5 3.0 3.9 3.4 3.8 4.3

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 1999(H11) 耐用年数 22年 満了年 2021(R3) 11年間合計 臨時

0.1 0.1

事業費

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.9 0.9

0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0

施設区分：2 学校施設

施設区分：4 保健福祉施設

・新たな用地（県から譲渡を受けた土地）に幼保連携型認定こども園を
設置し、2019(令和1)年度開園した。
・建物の規模は、建築面積が2,928.1㎡、延床面積が2,414.59㎡。
・施設名称を「加東市立加東みらいこども園」とする。

・施設の老朽度調査の結果により、施設の改修計画の変更及び大規模
改修の要否を検討するため、別途改修費用が発生することがある。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

58 滝野児童館（きらら） 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

事業費 - - 4.4 4.3 -

LED・防犯
カメラ設置

建物・遊具
点検、遊具
設置工事等

屋上防水工
事実施設計
等

屋上防水
工事

取組項目
エレベー
ター修繕工
事

2020年度
(R2年度)

5.2 4.8 6.5
財
　
源

一　般 4.4 4.3
- 5.2 4.8 6.5 - -

起　債

国県補助

その他

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2.0 2.0 2.0事業費 1.4 1.7
2.4 2.0 2.0 2.0 2.0

その他
起　債

25.2 20.8 46.0
46.0

1.8 1.6 1.7 2.2 2.4 2.0

財
　
源

一　般 25.2 20.8

財
　
源

一　般 1.4 1.7 1.8 1.6 1.7 2.2

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2003(H15) 耐用年数 31年 満了年 2034(R16) 11年間合計 臨時
事業費

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ やしろなかよしくらぶ 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0

施設改修

事業費 4.5 - 0.7 - -

取組項目 設備改修
防犯カメラ
設置

2020年度
(R2年度)

10.0
財
　
源

一　般 4.5 0.7
- - - - 10.0 -

起　債

国県補助

その他

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

1.0 1.0 1.0事業費 0.7 0.8
1.4 0.9 1.0 1.0 1.0

その他
起　債

15.2 10.3 25.5
25.5

0.8 0.8 1.0 0.9 1.4 0.9

財
　
源

一　般 15.2 10.3

財
　
源

一　般 0.7 0.8 0.8 0.8 1.0 0.9

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

設置年度 2002(Ｈ14) 耐用年数 31年 満了年 2033(R15) 11年間合計 臨時
事業費

起　債 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
国県補助 0.0 0.0 0.0

施設区分：4 保健福祉施設

施設区分：4 保健福祉施設

・2015(平成27)年度から開所時間を延長。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ 旧みくさなかよしくらぶ 《担当部署：

方向性 用途廃止・譲渡 三草こども園を運営する社会福祉法人に譲渡し、公の施設としての用途を廃止する。

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

事業費 - - 0.4 0.1 -

便座取替
等施設修
繕

用途廃止・
譲渡・移管取組項目

防犯カメラ
設置

2020年度
(R2年度)

財
　
源

一　般 0.4 0.1
- - - - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

0.8 0.4 0.2 0.2 0.2 - - -

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 0.8 0.4 0.2 0.2 0.2
- - -

その他
起　債

事業費

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 2000(Ｈ12) 耐用年数 31年 満了年 2031(R13) 11年間合計 臨時

起　債

0.5 1.8 2.3
2.3

0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
0.0 0.0 0.0国県補助
0.5 1.8

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ たきっ子館 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

事業費 - - 0.7 - 1.3

照明ＬＥＤ
化、空調
機器保守

取組項目
防犯カメラ
設置

財
　
源

一　般 0.7 1.3
- - - - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

0.5 0.8 0.6 0.6 0.7 0.8 0.8 0.8

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 0.5 0.8 0.6 0.6 0.7
0.8 0.8 0.8

その他
起　債

事業費
0.8 0.8 0.8 0.8 0.8

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等

当
　
初

事業費
設置年度 2004(Ｈ16) 耐用年数 22年 満了年 2026(R8) 11年間合計 臨時

起　債

0.8

2.0 8.0 10.0
10.0

0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
0.0 0.0 0.0国県補助
2.0 8.0

施設区分：4 保健福祉施設

施設区分：4 保健福祉施設

・2015(平成27)年度から開所時間を延長。
・2019(令和1)年8月から三草小学校に移転した。
・施設については、2019(平成31)年4月1日に三草こども園を運営する
社会福祉法人に譲渡、移転後に引き渡した。

・2015(平成27)年度から開所時間を延長。
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》

（事業費単位：百万円）

》

（事業費単位：百万円）

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

－ みなみっ子館 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

事業費 - - - - 0.4

照明ＬＥＤ
化、空調
機器保守

取組項目

財
　
源

一　般 0.4
- - - - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.2

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
0.3 0.3 0.3

その他
起　債

事業費
0.3 0.2 0.3 0.3 0.3

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 2004(Ｈ16) 耐用年数 22年 満了年 2026(R8) 11年間合計 臨時

起　債

0.4

0.2

2.6 3.0
3.0

0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
0.0 0.0 0.0国県補助
0.4 2.6

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

- 東条げんきクラブ 《担当部署：

方向性 存続 適正かつ計画的に維持管理、修繕を行う。

　教育委員会事務局
　こども未来部　こども教育課

事業費 - - 0.4 - -

施設修繕取組項目
防犯カメラ
設置

2.3
財
　
源

一　般 0.4
- - - 2.3 - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

0.3 0.3 0.4 0.5 0.5 0.8 0.8 0.7

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 0.1 0.1 0.2 0.3 0.3
0.6 0.6

その他 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
起　債

事業費

0.2 0.1 0.1 0.1

0.50.6

満了年 2043(R25) 11年間合計 臨時

起　債

2.7

0.0 1.9 1.9
0.0

0.0 0.0 0.0国県補助
2.7 4.2

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 2012(H24) 耐用年数 31年

施設区分：4 保健福祉施設

施設区分：4 保健福祉施設

6.1 8.8
6.9

0.0 0.0
その他

0.6 0.5 0.5 0.5
0.6

・2015(平成27)年度から開所時間を延長。

・2015(平成27)年度から開所時間を延長。
・2021（令和3）年度から東条学園小中学校開校に伴い、「東条東げん
きクラブ」と「東条西げんきクラブ」が統合し、「東条げんきクラブ」へ名称
を変更した。
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》

（事業費単位：百万円）

教育委員会事務局
こども未来部　こども教育課
病院事業部事務局　総務課

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

新 病児病後児保育施設かとっこ 《担当部署：

方向性 新設 市民病院敷地内に院内保育所の機能を併せた保育施設を新設し、適正な維持管理を行う。

事業費 66.8 - - - -

取組項目 建設工事

財
　
源

一　般 66.8
- - - - - -

起　債

国県補助

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

その他

0.2 0.7 0.5 0.5 0.5 0.6 0.8 0.8

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

国県補助

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

財
　
源

一　般 0.2 0.7 0.5 0.5 0.5
0.6 0.6 0.6

その他
起　債

事業費
0.8 0.8 0.6 0.6 0.6

財
　
源

一　般

経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費

設置年度 2015(Ｈ27) 耐用年数 35年 満了年 2050(R32) 11年間合計 臨時

起　債

66.8

0.6

6.4 73.2
73.2

0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

0.0
0.0 0.0 0.0国県補助

66.8 6.4

施設区分：4 保健福祉施設

・病児保育施設を市民病院敷地内に2015(平成27)年12月開設。
・市民病院の院内保育所を併設した施設。
・延床面積250.75㎡
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》

（事業費単位：百万円）

施設区分：4 保健福祉施設

新 発達サポートセンター（はぴあ）(旧こども園) 《担当部署：

方向性 転用 旧社こども園の一部を改修し、発達サポートセンターとして利用する。

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

臨時的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

  教育委員会事務局
  こども未来部　発達サポートセンター

財
　
源

庇設置工事、
実施設計・工
事監理委託

実施設計

屋根・外壁の
防水改修工
事・工事監理
委託

取組項目

- 5.1 2.7 28.4 - -事業費

国県補助
5.1 2.7 28.4一　般

その他
起　債

2023年度
(Ｒ5年度)

2024年度
(Ｒ6年度)

2025年度
(R7年度)

取組項目
経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的
維持管理

経常的項目
2015年度
(H27年度)

2016年度
(H28年度)

2017年度
(H29年度)

2018年度
(H30年度)

2019年度
(R1年度)

2020年度
(R2年度)

2021年度
(R3年度)

2022年度
(Ｒ4年度)

事業費

国県補助

2.2

財
　
源

一　般 1.8 2.0
1.8 2.0 2.2 2.2 2.2

2.2 2.2 2.2 2.2

起　債
その他

11年間合計 臨時 経常 合計
計画期間以降の取組や特筆すべき事項等 事業費 36.2 12.6 48.8

設置年度 1999(H11) 耐用年数 31年 満了年 2030(R12)

起　債 0.0 0.0 0.0
その他 0.0 0.0 0.0

・2020(令和2)年度から、旧社こども園の一部を利用している。
・設置年度及び耐用年数等は、旧社こども園の数値を引き継いだ。 財

　
源

一　般 36.2 12.6 48.8
国県補助 0.0 0.0 0.0
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
⼩
学
校
教
室
棟

― ― ―

1977
(S52)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ・校舎防⽔部分改修（R2・R7） ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
⼩
学
校

管
理
・
教
室
棟

― ― ―

1983
(S58)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ― ・教室等床改修（R1）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
⼩
学
校

特
別
教
室
棟

― ― ―

1996
(H8)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
⼩
学
校
体
育
館

― ― ―

1967
(S42)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

福
⽥
⼩
学
校

管
理
・
教
室
棟

― ― ―

1980
(S55)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ・校舎防⽔部分改修（R2・R7） ・EV機器改修（R3）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

福
⽥
⼩
学
校

特
別
教
室
棟

― ― ―

1995
(H7)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ― ―
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
福
⽥
⼩
学
校
体
育
館

― ― ―

1976
(S51)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ・体育館外壁改修（H27）

・体育館窓改修（H29） ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

⽶
⽥
⼩
学
校

管
理
・
教
室
棟

― ― ―

1974
(S49)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
⽶
⽥
⼩
学
校
体
育
館

― ― ―

1975
(S50)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ・体育館外壁改修（H27） ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

三
草
⼩
学
校

管
理
・
教
室
棟

― ― ―

1985
(S60)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ・校舎防⽔改修（R7） ・トイレ洋式化（H28）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

三
草
⼩
学
校

特
別
教
室
棟

― ― ―

1994
(H6)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
三
草
⼩
学
校
体
育
館

― ― ―

1978
(S53)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ・体育館窓改修⼯事(R1)

・体育館防⽔改修（R2） ―
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
鴨
川
⼩
学
校
教
室
棟

― ― ―

1987
(S62)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ・校舎屋根防⽔改修（R3・R7） ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
鴨
川
⼩
学
校
体
育
館

― ― ―

1979
(S54)
47年

 耐⼒度調査（R2）
・アスベスト本調査（R3） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
東
⼩
学
校

教
室
棟

― ― ―

1969、
1975
(S44、
50)
47年

・アスベスト本調査（R4）
 耐⼒度調査（R5） ―  北校舎外壁改修⼯事（R3） ・校舎普通教室等床改修⼯事（R1）

・校舎内部改修⼯事（R2・R3）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
東
⼩
学
校

管
理
・
教
室
棟

― ― ―

1982、
1983
(S57、
58)
47年

・アスベスト本調査（R4）
 耐⼒度調査（R5） ― ― ・校舎普通教室等床改修⼯事（R1）

・校舎内部改修⼯事（R2・R3）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
東
⼩
学
校

教
室
棟

― ― ―

1993
(H5)
47年

・アスベスト本調査（R4）
 耐⼒度調査（R5） ― ― ・校舎内部改修⼯事（R2）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
東
⼩
学
校

教
室
棟

― ― ―

2003
(H15)
47年

・アスベスト本調査（R4）
 耐⼒度調査（R5） ― ― ・校舎普通教室等床改修⼯事（R1）

・校舎内部改修⼯事（R2・R3）
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
東
⼩
学
校

体
育
館

― ― ―

1981
(S56)
31年

・アスベスト本調査（R4）
 耐⼒度調査（R5） ― ・体育館外壁改修⼯事（H30） ・体育館照明修繕⼯事（H29・H30・

R4）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
南
⼩
学
校

管
理
・
特
別
教
室
棟

― ― ―

1979
(S54)
47年

・アスベスト本調査（R4）
 耐⼒度調査（R5） ― ・ベランダ修繕⼯事（R4）

・トイレ洋式化（H28）
・廊下床改修⼯事（R3）
・廊下天井改修⼯事（R4）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
南
⼩
学
校

管
理
・
教
室
棟

― ― ―

1982
(S57)
47年

・アスベスト本調査（R4）
 耐⼒度調査（R5） ― ・ベランダ修繕⼯事（R4）

・トイレ洋式化（H28）
・廊下床改修⼯事（R3）
・廊下天井改修⼯事（R4）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
南
⼩
学
校

特
別
教
室
棟

― ― ―

1992
(H4)
47年

・アスベスト本調査（R4）
 耐⼒度調査（R5） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
南
⼩
学
校

体
育
館

― ― ―

1979
(S54)
31年

・アスベスト本調査（R4）
 耐⼒度調査（R5） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
東
条
東
⼩
学
校

管
理
・
教
室
棟

― ― ―

1986
(S61)
47年

 耐⼒度調査（H30）
・アスベスト本調査（R1）
・閉校後活⽤①②（R3・R4）

― ― ―
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
東
条
東
⼩
学
校

特
別
教
室
棟

― ― ―

1995
(H7)
31年

 耐⼒度調査（H30）
・アスベスト本調査（R1）
・閉校後活⽤①②（R3・R4）

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
東
条
東
⼩
学
校

体
育
館

― ― ―

1968
(S43)
47年

 耐⼒度調査（H30）
・アスベスト本調査（R1）
・閉校後活⽤①②（R3・R4）

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
東
条
⻄
⼩
学
校

管
理
・
教
室
棟

― ― ―

1984
(S59)
47年

 耐⼒度調査（H30）
・アスベスト本調査（R1）
・閉校後活⽤①②③（R3・R4・R5）

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
東
条
⻄
⼩
学
校

特
別
教
室
棟

― ― ―

1995
(H7)
31年

 耐⼒度調査（H30）
・アスベスト本調査（R1）
・閉校後活⽤①②③（R3・R4・R5）

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
東
条
⻄
⼩
学
校

体
育
館

― ― ―

1971
(S46)
47年

 耐⼒度調査（H30）
・アスベスト本調査（R1）
・閉校後活⽤①②③（R3・R4・R5）

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
中
学
校

管
理
・
教
室
棟

― ― ―

1978
(S53)
47年

 耐⼒度調査（H30）
・アスベスト本調査（R1）
 ⻑寿命化改修⼯事（R6）

― ・校舎防⽔改修（⼀部）（R2） ・EV機器改修（R3）
・トイレ洋式化⼯事（R3）
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
中
学
校

特
別
教
室
棟

― ― ―

1978
(S53)
31年

 耐⼒度調査（H30）
・アスベスト本調査（R1）
 ⻑寿命化改修⼯事（R6）

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
中
学
校
体
育
館

― ― ―

1978
(S53)
47年

 耐⼒度調査（H30）
・アスベスト本調査（R1） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
中
学
校
格
技
場

― ― ―

1978
(S53)
31年

 耐⼒度調査（H30）
・アスベスト本調査（R1） ― ― ・天井改修（H27）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
滝
野
中
学
校
管
理
・

教
室
棟

― ― ―

1977
(S52)
47年

 耐⼒度調査（R4）
・アスベスト本調査（R4） ― ― ・トイレ洋式化（R3）

・ユニバーサルトイレ改修（R3）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
中
学
校

特
別
教
室
棟

― ― ―

1986
(S61)
47年

 耐⼒度調査（R4）
・アスベスト本調査（R4） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
滝
野
中
学
校
体
育
館

― ― ―

1973
(S48)
47年

 耐⼒度調査（R4）
・アスベスト本調査（R4） ― ― ―
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
中
学
校

特
別
教
室
棟

― ― ―

1986
(S61)
31年

 耐⼒度調査（R4）
・アスベスト本調査（R4） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
東
条
中
学
校

管
理
・
教
室
棟

― ― ―

1964、
1965
(S39、
40)
47年

・校舎等取壊し（R4） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
東
条
中
学
校

特
別
教
室
棟

― ― ―

1972
(S47)
31年

・校舎等取壊し（R4） ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
東
条
中
学
校

体
育
館

― ― ―

1969
(S44)
47年

・体育館等取壊し（R3） ― ・体育館外壁改修⼯事（H29） ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
東
条
中
学
校

格
技
場

― ― ―

1977
(S52)
31年

・体育館等取壊し（R3） ― ― ―

全体 屋根・外壁
学
校
給
⾷
セ
ン
タ
␗

― ― ―

1998
(H10)
31年

 経年劣化   損傷
 建物⽼朽度調査(R4) ・屋根・外壁改修(R5)  ⾬漏 便所等改修(R1)

 下処理室床塗装更新(R3)

・ラウンドシェルフ⾷⽸消毒保管機修繕
(R2)
 連続式焼物機 揚物機更新(R6)

内装・設備
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
や
し
ろ
国
際
学
習
塾

1991
(H3)
41年

 指定管理施設
 経年劣化   損傷

 経年劣化   防⽔機能低下
・屋根防⽔改修⼯事(R5)

 経年劣化   外壁    剥離 浮上
り・罅割れ等
・外壁改修⼯事(R4)

    改修 ⾳響設備更新(R1)
・図書情報センター施設改修⼯事(R1)
・空調設備改修⼯事(R3・R4)
 変電設備･    更新⼯事(R6)
・防犯カメラ改修⼯事(R7)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

地
域
交
流
セ
ン
タ
␗

︵
旧
滝
野
⽂
化
会
館
︶

―

1984
(S59)
41年

 指定管理施設(R3~⽣涯学習施設)
 経年劣化   損傷 ・屋上防⽔改修⼯事(R6) ・外壁改修⼯事(R6)

 調光設備更新⼯事(R1)
・埋蔵⽂化財事務所移設改修(R3)
・内装改修⼯事(R6)
・空調機器改修⼯事(Ｒ5)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

東
条
⽂
化
会
館

―

1990
(H2)
41年

 指定管理施設(~R5)
 経年劣化   損傷

 経年劣化   ⾬漏 (⼀部) ・外壁ﾀｲﾙ等改修⼯事(R1) ・トイレ等改修⼯事(R1)
 冷温⽔器   取替⼯事(R3)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

加
古
川
流
域
滝
野

歴
史
⺠
俗
資
料
館

― ―

1980
(S55)
50年

 経年劣化   損傷 ― ・外壁改修⼯事(H30)  ⾃動⽕災報知設備交換修理(R3)
・既設放映設備撤去処分(R3)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

明
治
館

― ― ―

1993
(H5)
24年

 経年劣化   損傷
・アスベスト含有建材調査(R7)
・耐震診断調査(R7)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

三
草
藩
武
家
屋
敷

旧
尾
崎
家

― ― ―

1993
(H5)
24年

 経年劣化   損傷
・アスベスト含有建材調査、耐震診断調
査(R7)

― ― ・表⾨等改修⼯事(R4)
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
公
⺠
館

―

1983
(S58)
50年

 経年劣化   損傷
・アスベスト含有建材調査(R6) ・屋上防⽔改修⼯事(R7) ・外壁改修⼯事(R7) ・無線LAN配線⼯事(R4)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
公
⺠
館

2006
(H18)
50年

 経年劣化   損傷  経年劣化   ⾬漏 
・屋上防⽔改修⼯事(R5)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
さ
ん
あ
い
セ
ン
タ
␗

―

1987
(S62)
50年

 経年劣化   損傷
      含有建材調査 耐⼒度調査
(R4)

 経年劣化   防⽔塗装剥   経年劣化     割 ⿊  ・和室窓枠修繕⼯事(R3)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

コ
ミ
⑃
ニ
テ


セ
ン
タ
␗
東
条
会
館

― ― ―

1984
(S59)
50年

 経年劣化   損傷
・アスベスト含有建材調査(R3)
・アスベスト含有建材除去⼯事、取壊し(R5)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
第
⼀
体
育
館

― ― ―

1987
(S62)
47年

 経年劣化   損傷
 ⻑寿命化調査(R3) ・屋根防⽔修繕⼯事(R1) ―

・⼤型空調機器整備⼯事(R2)
・屋内運動場中央ネット改修⼯事
（R4）

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
武
道
館

―

1988
(S63)
47年

 経年劣化   損傷
 ⻑寿命化調査(R3)

 経年劣化   剥離
・屋根塗装修繕⼯事(R3) ・⾼⽊伐採(R3)  畳⼊替更新(R1)

・⼤型空調機器整備⼯事(R2)

経年劣化   ⾬漏 
 空調修繕 渡 廊下⾬漏 修繕⼯事(R3)
・2階・階段床材改修(R4)
・外壁改修⼯事(R5)
 内部改修⼯事 LED照明化⼯事 空調機器更新⼯事(R6)
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
滝
野
体
育
セ
ン
タ
␗

― ― ―

1990
(H2)
47年

 経年劣化   損傷
 ⻑寿命化調査(R3)

― ― ・⼤型空調機器整備⼯事(R2)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
滝
野
総
合
公
園
体
育

館
︵
ス
カ
イ
ピ
ア
︶

― ― ―

2004
(H16)
47年

 経年劣化   損傷
 ⻑寿命化調査(R3)

― ・内外壁改修⼯事(R4) ・⼤型空調機器整備⼯事(R2)
・電話機交換⼯事(R3)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

東
条
第
⼀
体
育
館

― ― ―

1978
(S53)
47年

経年劣化   損傷
 ⻑寿命化調査（耐震診断含む）(R3)
・アスベスト含有建材調査(R3)
 耐震改修 ⽼朽化改修      含有建
材除去⼯事(R5)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

東
条
第
⼆
体
育
館

― ― ― ―

1986
(S61)
47年

 経年劣化   損傷
・アスベスト含有建材調査(R3)
・アスベスト含有建材除去（R4)
・廃⽌、取壊し(R4)

― ― ―

外壁 内装・設備

東
条
東
体
育
館

― ― ―

1981
(S56)
47年

・取壊し(R1) ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
社
第
⼀
グ
ラ
ウ
ン
ド

― ― ― ―

1980
(S55) ・廃⽌、転⽤(R7) ― ― ―

全体
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
社
第
⼆
グ
ラ
ウ
ン
ド

― ― ―

1980
(S55)

・グラウンド整地修繕(R2)
 ⻑寿命化調査(R4)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
社
第
三
グ
ラ
ウ
ン
ド

― ― ― ―

1984
(S59)

 駐⾞場舗装⼯事(R2)
 ⻑寿命化調査(R4)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

グ
リ
␗
ン
ヒ
ル
･

ス
タ
ジ
ア
ム

― ― ― ―

1992
(H4)

・スコアボード修繕(R1)
 ⻑寿命化調査(R4) ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
総
合
公
園

多
⽬
的
グ
ラ
ウ
ン
ド

― ― ― ―

2000
(H12)  ⻑寿命化調査(R4) ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

東
条
グ
ラ
ウ
ン
ド

― ― ―

1978
(S53)

 復元測量 農地復旧⼯事(R1)
 ⻑寿命化調査(R4)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

東
条
野
球
場

― ― ― ―

1993
(H5)  ⻑寿命化調査(R4) ― ― ―
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●教育振興部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

東
条
健
康
の
森

ス
ポ
␗
ツ
広
場

― ― ― ―

1993
(H5)  ⻑寿命化調査(R4) ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

⼣
⽇
⑇
丘
公
園

パ
␗
ク
ゴ
ル
フ
場

― ― ― ―

2014
(H26) ― ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

中
央
図
書
館

1993
(H5)
50年

 経年劣化   損傷 ・屋根塗装⼯事(R7) ・外壁改修⼯事(R2)

 空調設備更新(R1) 網⼾設置⼯事(R2)
    改修⼯事       更新⼯事 照
明LED化⼯事(R3)
・防犯カメラ増設⼯事(R4)
・内装改修⼯事(R5)、⾃動ドア修繕(R7)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
図
書
館

1995
(H7)
50年

 経年劣化   損傷 ・屋上防⽔⼯事(R1・R5) ・外壁修繕⼯事(R1)

・エレベーター改修⼯事(R1)
 LED化 網⼾設置⼯事(R2)
 ⾮常⽤発電機更新 防犯   増設⼯事(R3)
・内装・トイレ改修⼯事、防⽕シャッター改修⼯事
(R4)

全体 屋根・屋上
東
条
図
書
館
︵
東
条

⽂
化
会
館
内
︶

―

1990
(H2)
41年

 経年劣化   損傷 ― ・防犯カメラ設置、ソファー張替修繕(R3)

内装・設備

128



【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●こども未来部 ※数字 年度   

全体(イメージ図) 屋根・屋上 外壁 内装・設備
社
地
域
⼩
中
⼀
貫
校

― ― ―

・R7.4開校予定
・建設⼯事(R4･R5)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
滝
野
地
域
⼩
中
⼀
貫
校

― ― ― ―

・R9.4開校予定
・建設⼯事(R7･R8)

― ― ―

全体 屋上・屋根 外壁 内装・設備
東
条
学
園
⼩
中
学
校

―

・R3.4開校(R4.1新校舎供⽤開始)
・建設⼯事(R2･R3)
 駐⾞場等整備⼯事(R4)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
社
幼
稚
園

― ― ―

1985
(S60)
31年

 経年劣化   損傷
 社         ⽤途変更(R1)
・廃⽌(R7)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
福
⽥
幼
稚
園

― ― ―

1992
(H4)
31年

 経年劣化   損傷
 埋蔵⽂化財収蔵庫 ⽤途変更(R2) ― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
社
こ
ど
も
園

― ― ―

1999
(H11)
31年

 経年劣化   損傷
・⽤途廃⽌し発達サポートセンターへ⽤途
変更(R1)

― ― ―
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【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●こども未来部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

⽶
⽥
こ
ど
も
園

― ― ―

1996
(H8)
31年

 経年劣化   損傷
・⽤途廃⽌(R7)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

旧
三
草
こ
ど
も
園

― ― ―

2003
(H15)
31年

 経年劣化   損傷
・⽤途廃⽌(H30)及び譲渡(R1)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

鴨
川
保
育
園

― ― ―

1986
(S61)
31年

 経年劣化   損傷
・⽤途廃⽌(R7)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
加
東
み
ら
い
こ
ど
も
園

― ― ―

2019
(R1)
31年

 経年劣化   細  損傷
 ⾞⽌ 設置⼯事(R1)
・⼈⼯芝敷設⼯事(R2)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

社
児
童
館

﹁
社
こ
ど
も
の
家
﹂

― ― ―

1999
(H11)
31年

 経年劣化   損傷 ・多⽬的室の修繕(屋根・壁塗
装)(R6)

     棟屋外梁 取替修繕(R1)
・つくろう棟疵改修⼯事等(R2)

・遊具設置⼯事等(R3)
・ターザンロープ撤去
・トイレ改修⼯事(R4)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

滝
野
児
童
館

(

き
ら
ら

)

― ― ―

2003
(H15)
31年

 経年劣化   損傷 ・屋上防⽔⼯事(R5) ・外壁タイルの浮き ・遊具設置⼯事等(R3)
 渡 廊下⾬漏 ､壁⾯   剥離

130



【施設の状況】 ※()内の⻘字 完了、⾚字は予定

●こども未来部 ※数字 年度   

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

や
し
ろ
な
か
よ
し

く
ら
ぶ

― ― ―

2002
(H14)
31年

 経年劣化   損傷
・施設改修(R6)

―        ､      劣化
 地盤沈下       

―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

み
く
さ
な
か
よ
し

く
ら
ぶ

― ― ―

2000
(H12)
31年

 経年劣化   損傷
・⽤途廃⽌及び譲渡(R1)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

た
き
っ
⼦
館

― ― ―

2004
(H16)
22年

 経年劣化   損傷 ― ― ・照明LED化、空調機器保守(R1)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

み
な
み
っ
⼦
館

― ― ―

2004
(H16)
22年

 経年劣化   損傷 ― ― ・照明LED化、空調機器保守(R1)

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備
東
条
げ
ん
き
ク
ラ
ブ

― ― ―

2012
(H24)
31年

 経年劣化   損傷
・施設修繕(R5)

― ― ―

全体 屋根・屋上 外壁 内装・設備

病
児
病
後
児
保
育

施
設
か
と
っ
こ

― ― ―

2015
(H27)
35年

 経年劣化   損傷 ― ― ―
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第３編 インフラ施設の管理に関する方針 

 

  この編では、道路、橋梁、水道、下水道、公園の５つの施設区分ごとに、概要や管理に関する方針を

定めます。 

 

１ 道路 

 （１） 概要 

    本市が管理する市道は、道路の各種修繕計画に基づき修繕を行った結果、平成２８年３月末時

点と比べ、路線数が９路線、総延長が１，５０６ｍ、道路部面積は１０，４８１㎡増加し、令和３年３月

末時点で、舗装率は９４．２％、改良率は５３．９％になっています。 

              (平成２８年３月３１日現在)                 (令和３年３月３１日現在) 

表 市道の内訳 

 

 （２）修繕計画の策定 

    道路は、高度経済成長期に集中的に整備されたため、今後老朽化した道路が急速に増加し、修

繕が必要な箇所が同じ時期に集中して発生することが見込まれます。そのため、従来どおり修繕す

ると、同じ時期に膨大な費用が必要となり、修繕が困難になることを懸念しています。 

    平成２４年に発生した中央自動車道笹子トンネル天井板落下事故をはじめ、道路構造物の破損、

落下等により道路利用者や沿道住民に被害が及ぶ事故が全国的に発生しています。本市でも道路

利用者や沿道住民に被害が及ぶ事故が発生することを懸念し、そのような事態を防ぐため、適切な

点検による現状確認と、その結果に基づく的確な修繕を行っています。 

    今後、厳しい財政状況が見込まれる中で、道路機能の維持と道路利用者や沿道住民の安全を確

保するためには、将来の修繕費用を把握するとともに、限られた財源の中で道路の修繕を計画的に

進める必要があります。そこで、修繕の優先順位を明確にし、より危険なものから優先的に対策を行

うことで道路利用者や沿道住民に対する被害発生を防止するとともに、毎年度の予算の平準化を目

的として、計画を策定しました。 

表 道路の修繕計画策定状況（令和３年３月３１日現在） 

道路種別 路線数
総延長

(ｍ) 

道路部面積

(㎡) 

 

 

 

 

 

道路種別 路線数
総延長

(ｍ) 

道路部面積

(㎡) 

１級  48 71,886 567,772 １級  48 71,802 568,449

２級  44 67,593 390,457 ２級  45 67,963 394,492

その他 860 394,622 1,900,094 その他 868 395,842 1,905,863

合計 952 534,101 2,858,323 合計 961 535,607 2,868,804

計 画 名 称 策 定 年 計 画 期 間 

舗装修繕計画 平成 27 年 2 月 平成 27 年度から令和 11 年度まで(15 年) 

法面工・土工構造物維持修繕計画 平成 27 年 2 月 平成 27 年度から令和 7 年度（11 年） 

道路附属物維持修繕計画 平成 27 年 2 月 平成 27 年度から随時見直し（終期なし） 
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（３） 舗装修繕計画 

  ア 計画の策定 

    本市では、道路舗装の現状を明らかにするため、平成２５年度に、１級市道、２級市道、２車線のそ

の他市道を対象に、ひび割れ、わだち掘れ、縦断凹凸（ＩＲＩ）をみる路面性状調査を実施しました。そ

の調査結果と設定した目標管理水準21から修繕候補区間を抽出し、修繕工法と単価を設定の上、

修繕費用を算出しました。そして、修繕費用を踏まえ修繕候補区間を検討し、「舗装修繕計画」を策

定しました。 

  イ 計画の方針 

    「舗装修繕計画」では、次の方針を定めています。 

    ①道路利用者や沿道住民に対する被害発生の可能性が高いと判断した区間を優先的に修繕しま

す。 

    ②ついで、「舗装修繕計画」策定以前に修繕区間が定められていた路線を修繕します。 

    ③同一路線で修繕候補区間が複数箇所ある場合は、単年度でその路線の修繕工事を完了させ、

工事の効率化と費用の削減を行います。 

 

 （４） 法面工・土工構造物維持修繕計画 

  ア 計画の策定 

    本市では、平成２５年度に、切土法面や盛土法面、擁壁など２，１５２箇所の法面工・土工構造物

を対象に、点検調査を実施しました。その調査結果から、何らかの修繕を実施すべきものを抽出し、

修繕工法と単価を設定の上、修繕費用を算出しました。そして、修繕費用を踏まえ修繕の優先順位

を検討し、「法面工・土工構造物維持修繕計画」を策定しました。 

  イ 計画の方針 

    「法面工・土工構造物維持修繕計画」では、次の方針を定めています。 

    ①道路利用者や沿道住民に対する被害が大きくなる可能性のあるものを優先的に修繕します。 

    ②ついで、修繕の緊急度を示す「危険度」を設定し、危険度の高いものから計画的に修繕します。 

    ③計画対象以外のものについては、経過観察を行います。 

  ウ 法面工・土工構造物点検の実施 

    通常点検により法面工・土工構造物の状態を把握し、適切な維持管理を行います。地震や台風、

豪雨などの自然災害が発生したときは、異常時点検を実施します。 

    また、通常点検、異常時点検により修繕を優先すべき劣化や損傷が発見された場合には、必要に

応じて「法面工・土工構造物維持修繕計画」を見直します。 

 

 （５） 道路附属物維持修繕計画 

  ア 計画の策定 

    本市では、平成２５年度に、道路案内標識や道路警戒標識、道路照明灯など８９５基の道路附属

物を対象に、点検調査を実施しました。その調査結果から、何らかの修繕を実施すべきものを抽出し、

                                                   
21 本市が平成 25 年度に実施した路面性状調査では、ひび割れ率 20%以上、わだち掘れ量 30mm 以上を修繕候補区間とす

る目標管理水準として設定。 
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修繕方法と単価を設定の上、修繕費用を算出しました。そして、修繕費用を踏まえ修繕の優先順位

を検討し、「道路附属物維持修繕計画」を策定しました。なお、計画期間は定めず、必要に応じて適

宜計画を見直し、適切な維持管理、修繕を行います。 

  イ 計画の方針 

    「道路附属物維持修繕計画」では、次の方針を定めています。 

    ①道路利用者や沿道住民に対する被害が大きくなる可能性のあるものを優先的に修繕します。 

    ②ついで、修繕の優先順位が高いものから計画的に修繕します。 

  ウ 道路附属物点検の実施 

    通常点検により道路附属物の状態を把握し、適切な維持管理を行います。地震や台風、豪雨など

の自然災害が発生したときは、異常時点検を実施します。 

また、通常点検、異常時点検により修繕を優先すべき劣化や損傷が発見された場合には、必要

に応じて「道路附属物維持修繕計画」を見直します。 

 

 （６） 管理に関する方針 

    「舗装修繕計画」、「法面工・土工構造物維持修繕計画」、「道路附属物維持修繕計画」に基づき、

道路の効果的かつ効率的な維持管理、修繕を行います。 

 

 （７） 取組実績 

    老朽化した道路ストック（舗装・法面・道路附属物）による第三者被害を防止するために、修繕を

行いました。「舗装修繕計画」に基づき平成２８年度から令和２年度までの５年間で修繕した道路の

総延長は３．１Km、総事業費は１億１，４６０万円です。「法面工・土工構造物維持修繕計画」に基づ

き平成２８年度から令和２年度までの５年間で修繕した法面の総数は８箇所、総事業費は９，７６４

万円です。「道路附属物維持修繕計画」に基づき平成２８年度から令和２年度までの５年間で修繕

した道路附属物の総数は１４４箇所、総事業費は２，０５０万円です。 

 

 

２ 橋梁 

 （１） 概要 

    本市が管理する橋梁は、令和３年３月末時点で、２４４橋、総橋長２，７９１ 、橋梁部面積が２０，

１０４㎡あります。 

 

 （２） 道路橋長寿命化修繕計画の策定 

  ア 計画の策定 

    橋梁は、道路が高度経済成長期に集中的に整備されるのにあわせて整備されたため、今後老朽

化した橋梁が急速に増加します。 

    本市が管理する橋梁のうち、整備から５０年を経過する高齢化橋梁は、平成３０年時点で１９橋、 

８％でしたが、２０年後の令和２０年時点では１９５橋、８０％となり、急速に高齢化橋梁の占める割合

が増大します。つまり、従来どおりの修繕や架け替えをすると、同じ時期に膨大な費用が必要となるた

め、修繕や架け替えが困難になります。 

134



 
 

50歳未満

225橋

92%

50歳以上

19橋

8%

平成30年時点

50歳未満

49橋

20%

50歳以上

195橋

80%

令和20年時点

    今後、厳しい財政状況が見込まれる中で、橋梁機能の維持と橋梁利用者の安全を確保するため

には、将来の維持管理・修繕の費用を把握するとともに、限られた財源の中で橋梁の維持管理・修

繕を計画的に進める必要があります。 

 

 

 

 

  

 

   

 

 

 

                                     資料：道路橋長寿命化修繕計画 

図 高齢化橋梁の割合の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 加東市が管理する橋梁の年齢の変化 

  

   そこで、今後増大する橋梁の修繕に対応し、毎年度の予算の平準化とライフサイクルコスト22の縮減

を目的として、「道路橋長寿命化修繕計画」を平成３０年８月に策定しました。 

  イ 計画の方針 

    「道路橋長寿命化修繕計画」では、次の方針を定めています。 

    ①点検や補修対策を適切に実施するとともに、状況に応じた速やかな緊急対策を行い、橋梁の安

全を確保します。 

    ②維持管理を効率化し長寿命化することで、ライフサイクルコストを抑制します。 

    ③ＰＤＣＡサイクルにより、常に見直しを行い、個々の橋梁の安全を確保するとともに、より効率的な

                                                   
22 ライフサイクルコストとは、施設の建築から、維持管理、解体・廃棄に至るまで、施設の全生涯に要する費用の総額のこと。 

20 年後 

■H30 年度 ■20 年後 
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維持管理を行います。 

  ウ 橋梁点検の実施 

    安全性と信頼性を確保するため、定期点検を着実に実施し、必要に応じて、詳細な調査を行い、

適切な補修対策に繋げます。また、点検により補修対策を優先すべき損傷が発見された場合や、新

たな技術的知見が得られた場合には、適宜「道路橋長寿命化修繕計画」を見直します。 

 

 （３） 管理に関する方針 

    「道路橋長寿命化修繕計画」に基づき、橋梁の効率的かつ効果的な維持管理、修繕を行い、長

寿命化によりライフサイクルコストを縮減します。 

 

 （４） 取組実績 

    「道路橋長寿命化修繕計画」に基づき平成２８年度から令和２年度までの５年間で修繕した道路

橋数は２１橋、総事業費は３億２，２７９万円です。老朽化した道路橋の長寿命化を図るため、設計・

施工を行いました。 

 

 

３ 水道 

 （１） 概要 

    本市の水道事業は、旧社町が昭和３２年に、旧滝野町が昭和４１年に、旧東条町が昭和４５年に

創設認可を受けました。平成１８年３月の加東市誕生からも、旧町ごとの水道事業を運営してきまし

たが、平成２０年４月に１つの水道事業に統合しました。 

    水道ビジョン及び水道事業経営戦略に基づき施設及び水道管の更新、廃止並びに修繕を行った

結果、平成２８年３月末時点と比べ、水道普及率が０．６％下がったものの、水道管の総延長は１４，

９７４ｍ、ポンプ所及び配水池はそれぞれ１箇所、給水人口は１２２人、一日平均配水量は５０９ 増

加しました。 
 

水道管総延長 434,961ｍ  水道管総延長 449,935ｍ 

 

導水管 7,394ｍ  導水管 7,394ｍ 

送水管 3,375ｍ 送水管 3,375ｍ 

配水管 424,192ｍ 配水管 439,166ｍ 

取水場 3 箇所  取水場 3 箇所 

浄水場 3 箇所 浄水場 3 箇所 

ポンプ所 12 箇所 ポンプ所 13 箇所 

配水池 13 箇所 配水池 14 箇所 

水道普及率 99.5％ 水道普及率 98.9％ 

給水人口 39,629 人  給水人口 39,751 人 

１日平均配水量 14,938  １日平均配水量 15,447   

            (平成２８年３月３１日現在)            (令和３年３月３１日現在) 

表 水道の内訳 
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▲取水場 

■浄水場 

Ｐポンプ所 

●配水池 

延長（単位：m） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

   

    

※整備年度が不明のものを除いています。 

図 水道管の整備年度別延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 主な水道施設の位置図 
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 （２） 水道ビジョンの策定 

  ア ビジョンの策定 

    本市の水道事業は、旧町ごとに水道事業を開始して以来、市内全域への水道水供給を目指し、

給水区域を拡張してきました。近年、ライフラインとしての水道の役割は重要性を増しており、水質管

理、安定給水、環境への配慮、健全な財政運営など水道事業全般について、更なる充実が求めら

れています。 

    加えて人口減少による給水人口の減少に伴い、水道料金収入が減少すると見込まれる一方で、

老朽化した施設の更新に多額の費用が必要となることから、厳しい事業経営となる見込みです。 

    そこで、本市水道事業の将来像とその実現方策を示すため、平成２１年度から平成３０年度までの

１０年間を計画期間とする「加東市水道ビジョン（平成２１～３０年度）」（以下「前水道ビジョン」とい

う。）を平成２１年３月策定しました。 

さらには、前水道ビジョンの計画期間内における進捗状況を整理検証し、次期水道ビジョンとして

見直しを行い、新たな水道の将来像を明示するとともに、安全で強靭な水道の持続に資することを目

的として、「加東市水道ビジョン（２０１９（令和元）年度～２０２８（令和１０）年度）」（以下「新水道ビジ

ョン」という。）を策定しました。計画期間は、令和元年度から令和１０年度までの１０年間です。 

  イ ビジョンの施策目標及び計画の方針 

    「新水道ビジョン」では、水道施設に関して次の施策目標及び方針を定めています。 

①水道施設の耐震化 

      耐震化計画に基づき、基幹管路を優先して耐震化を進めます。「新水道ビジョン」の最終年度

で目標とする基幹管路耐震化率は６０．９％（管路総延長に対する耐震化率は１８．５％）です。 

      本市は、広沢浄水場、滝野浄水場、秋津浄水場の３つの浄水場を保有していますが、広沢浄

水場と滝野浄水場は、共に昭和４８年度に建設されており、耐震対策が急務となっています。 

そこで、標高の高い位置にある広沢浄水場は、浄水機能を維持し、耐震機能を備えた施設更

新を行うとともに、滝野浄水場は、中継の配水池と位置付け、浄水機能を廃止します。広沢浄水

場の更新工事は、令和４年度の完了を目指しており、これにより、今後の施設更新及び維持管理

に要するコストを縮減します。 

さらに、秋津浄水場や配水池（１４箇所）など、未耐震施設の耐震診断を実施し、耐震計画の見

直しも含めて、補強又は更新を計画的に行います。 

②老朽施設・管路への対応 

      管路以外の施設や設備は、劣化診断を実施して今後の更新需要を把握し、標準耐用年数の

更新基準を見直すなど、アセットマネジメントを実施して計画的に更新します。 

管路は、他の施設や設備と同様にアセットマネジメントを実施して持続させることとしており、布設

時期や管材質などから判断して、優先して更新すべき路線を選定し、耐震化計画との整合も図り

ながら計画的に更新します。 

 

 （３） 水道事業経営戦略の策定 

     「新水道ビジョン」で位置付ける施策に対応する実行計画（アクションプラン）を定めるとともに、アク

ションプランに基づく財政収支（投資・財政計画）による経営基盤の更なる強化に向け、中長期的な

経営の基本方針を示す「水道事業経営戦略」を平成３０年３月に策定しました。計画期間は、平成
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３０年度から令和１０年度までの１１年間です。 

 

 （４） 管理に関する方針 

    平成３０年度までは「前水道ビジョン」に基づき、それ以降は「新水道ビジョン」と「水道事業経営戦

略」に基づき、水道施設の長寿命化を進めながら、適正な維持管理を計画的に行います。 

 

 （５） 取組実績 

    平成２８年度から令和２年度までの５年間で、青野ヶ原演習場等周辺水道設置助成事業にて更

新した管路延長は３，４３４ｍ、総事業費は４３億６，６７８万円です。また、広沢浄水場と滝野浄水場

を統合する工事において、用地を購入し、建設工事に着手しました。 

 

 

４ 下水道 

 （１） 概要 

    本市は、公共下水道事業、農業集落排水事業、小規模集合排水処理事業、コミュニティ・プラント

事業に地域を区分して、生活排水を処理しています。公共下水道事業は、加古川上流処理区が平

成４年度から、東条処理区が平成１０年度から供用開始しています。農業集落排水事業、小規模集

合排水処理事業、コミュニティ・プラント事業は、平成８年度から平成１５年度までの間に順次供用開

始しています。 

本市の雨水事業は、加古川上流処理区が昭和５４年度に、東条処理区が平成２年度に事業を着

手して以来、市街地における雨水排水能力の低い地域から、既設水路等を活用しながら整備を進

めています。 

 

事業の種別 事業の概要 

生活排水  

 

公共下水道事業 
市街地における公衆衛生の向上を目的として、下水を処理する事

業 

農業集落排水事業 
農業用排水の水質保全を目的として、農業集落における、し尿や

生活排水などの汚水や汚泥を処理する事業 

小規模集合排水処理事業

施設が小規模なもので、し尿や生活排水などの汚水を集合的に処

理する事業 

※公共下水道への統合により令和２年度末で事業廃止 

コミュニティ・プラント事業 
公的機関や民間の開発行為による住宅団地や既存集落で、し尿

や生活排水などの汚水を処理する事業 

雨水排水  

 雨水事業 
降った雨を速やかに排除し、浸水被害を防止するため、雨水を処

理する事業 

表 下水道事業の概要 

 

    本市の下水道事業は、加東市下水道ビジョン及び下水道事業経営戦略に基づき、下水道施設の

長寿命化を推進した結果、平成２８年３月末時点と比べ、施設の統合により処理場を３施設廃止す
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るとともに、本市の下水道管の総延長は１６，６２０ｍ、下水道普及率は０．７％、水洗化率は１．１％、

水洗化人口は９９１人、１日平均処理水量は９１ 増加しました。また、令和３年３月末時点で、雨水

の整備対象区域７４８ｈａに対して、整備済区域は約５５５ｈａで、都市浸水対策達成率は約７４％とな

っています。 

 

下水道管総延長 455,100 m  下水道管総延長 471,720 m 

処理場 12 箇所 処理場 9 箇所 

ポンプ場 20３箇所 ポンプ場 209 箇所 

下水道普及率 96.1％ 下水道普及率 96.8％ 

水洗化率 93.4％ 水洗化率 94.5％ 

水洗化人口 35,749 人 水洗化人口 36,740 人 

1 日平均処理水量 12,169  1 日平均処理水量 12,260   

          (平成２８年３月３１日現在)                   （令和３年３月３１日現在) 

  表 下水道の内訳 

 

延長（単位：m） 

※整備年度が不明のものを除いています。 

図 下水道管の整備年度別延長 
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図 処理場の位置図 

 

 （２） 下水道ビジョンの策定 

  ア ビジョンの策定 

    汚水処理事業は、今後の人口減少などで使用料収入の減少が予測される一方で、施設の老朽化

や耐震化対策に多額の投資が必要となります。また、近年増大している局地的集中豪雨等に適時

対応していく必要があり、経営環境が厳しさを増していく中で、事業の効率化や収益確保などによる

経営の健全化に、より一層取り組まなければなりません。 

    そのため、汚水処理事業の効率的な整備と管理、安定的な推進を図るために、「持続」と「リスクの

抑制」を将来像として定め、その実現に向けて取り組むべき施策を明確化し、実行することを目的とし

て、「加東市下水道ビジョン（２０１９（令和元）年度～２０２８（令和１０）年度）」（以下「下水道ビジョン」

という。）を策定しました。計画期間は、令和元年度から令和１０年度までの１０年間です。 

イ ビジョンの施策目標及び計画の方針 

「下水道ビジョン」では、下水道施設に関して次の施策目標及び方針を定めています。 

① 汚水管渠の長寿命化 

汚水管渠は、重要路線下の埋設管と機能停止した場合の影響度の高い管路抽出のためにＴＶ

カメラ調査を実施し、新たな点検・調査計画を立案するとともに、ストックマネジメント計画を策定し、

施設の修繕や改築・更新を行います。 

    ②マンホールポンプの長寿命化と処理場の長寿命化・安定処理 

マンホールポンプは、長寿命化計画に基づき、ポンプを２６年、制御盤を２２年とする目標耐用

年数の施設更新を平成３０年度に完了しています。また、処理場施設のせせらぎ東条は、長寿命

化計画の点検調査に基づく健全評価をもとに、老朽化した機械・電気設備の更新を令和元年度

に完了させています。これらの下水道施設は、汚水管渠と同様にストックマネジメント計画を策定し、

施設の修繕や改築・更新を行います。 

    ③処理場施設の統廃合 

公共下水道事業以外で整備した１１箇所の処理場は、小規模であり、既設の管渠を利用するこ

■処理場 
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とで、公共下水道へ接続するのが経済的にも有利となります。このため、生活排水処理基本構想

の見直し計画を平成３０年５月に策定しており、本計画に基づき、公共下水道以外の処理場を段

階的に廃止し、管渠を公共下水道へ接続する下水処理場統合整備事業を実施します。公共下

水道への接続工事は、令和２年度から着手しており、令和９年度の完了を目指しています。 

 

 （３） 下水道事業経営戦略の策定 

      「下水道ビジョン」で位置付ける施策に対応する実行計画（アクションプラン）を定めるとともに、アク

ションプランに基づく財政収支（投資・財政計画）による経営基盤の更なる強化に向け、中長期的な

経営の基本方針を示す「下水道事業経営戦略」を平成２９年３月に策定しました。計画期間は、平

成２９年度から令和１０年度までの１２年間です。 

 

（４） 管理に関する方針 

    「下水道ビジョン」と「下水道事業経営戦略」に基づき、下水道施設の長寿命化を進めながら、適正

な維持管理を計画的に行います。 

 

（５） 取組実績 

    平成２８年度から令和２年度までの５年間で、長寿命化工事を行った処理場は１箇所、マンホール

ポンプ場は５５箇所で、総事業費は３億１，９７８万円です。また、農業集落排水事業等により整備し

た上久米・下久米地区、秋津地区及び少分谷地区の管路施設を公共下水道に接続する工事を行

いました。 

河高地区に安取雨水ポンプ場を整備し、平成３１年３月供用開始させるとともに、上中地区雨水

管渠整備を完了させ、施設の定期的な点検により、有事に備えました。 

 

 

５ 公園 

 （１） 概要 

    本市が管理する公園は、公園施設長寿命化計画に基づき修繕等を行った結果、平成２８年３月

末時点と比べ、公園数は１施設、面積は０．３６ha 減少しました。 

 

公園種別 数 面積(ha)  公園種別 数 面積(ha)

都市公園 49 36.31 都市公園 49 36.31

 

街区公園 31 8.56  街区公園 31 8.56

近隣公園  3 6.40 近隣公園  3 6.40

総合公園  2 14.10 総合公園  2 14.10

都市緑地 13 7.25 都市緑地 13 7.25

その他公園 22 6.57 その他公園 21 6.21

合  計 71 42.88 合  計 70 42.52

        (平成２８年３月３１日現在)                   (令和３年３月３１日現在) 

表 公園の内訳 
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5年以上10年未満

2箇所, 4%

10年以上20年未満

15箇所, 31%

20年以上30年未満

11箇所, 22%

30年以上

21箇所, 
43%

 （２） 公園施設長寿命化計画の策定 

  ア 計画の策定 

    公園長寿命化計画策定時である令和元年度時点において、市が管理する都市公園は４９箇所あ

り、経過年数をみると、供用開始から３０年以上経過した公園は２１箇所で、約４３％を占めています。

これまで、公園施設の補修、修繕等の維持保全対策を進めてきましたが、劣化の進行や破損箇所

が見られる施設が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

                                            資料：公園施設長寿命化計画 

図 都市公園の供用開始からの年数と箇所数 

 

    今後、厳しい財政状況が見込まれる中で、公園利用者の安全を確保し、施設機能を維持するため

には、将来の修繕･更新の費用を把握するとともに、限られた財源の中で公園施設の修繕等を計画

的に進める必要があります。 

     「公園施設長寿命化計画」は、遊具やトイレなど公園施設のない都市緑地等を除いた５１公園を

対象としています。対象としている５１公園の修繕等に係る費用は、令和２年度から令和１１年度まで

の１０年間で、約３億５，１００万円と試算しています。 

                                                             （単位：百万円） 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 合計 

26 30 35 34 39 44 33 37 38 35 351 

                                                   資料：公園施設長寿命化計画 

表 公園施設の年度別修繕等の費用 

 

  イ 計画の方針 

    「公園施設長寿命化計画」では、次の方針を定めています。 

    ①日常の管理方針 

      清掃・保守・修繕と日常点検は、これまで実施してきた維持管理体制を継続するとともに、巡

回・点検計画や清掃管理計画など維持管理計画の導入により、公園施設の機能を維持し、安全
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を確保します。特に点検項目・頻度等の過不足について継続的に見直し、必要に応じて維持管理

計画を修正します。 

    ②長寿命化のための基本方針 

      公園施設のうち、遊具、トイレ、照明灯、四阿
あずまや

23、パーゴラ24など施設の劣化や損傷が致命的に 

    なる前に適切な補修、修繕を行うことでライフサイクルコストの縮減効果が得られるものを「予防  

保全型」に、園路・広場の舗装、ベンチ、テーブル、ネットフェンスなど「予防保全型」に分類されな

いものを「事後保全型」に分類します。「予防保全型」に分類した施設については、定期的な健全

度調査により劣化や損傷の状態を確認し、劣化や損傷が致命的になる前に適切な補修、修繕を

行うことで施設の長寿命化を進め、ライフサイクルコストの縮減と安全の確保を行います。「事後保

全型」に分類した施設については、巡回や日常点検により施設機能を維持し、安全を確保します。 

    ③施設更新の方針 

      公園施設について適正な維持管理により長寿命化を進め、維持管理水準を維持できなくなっ

た時点で更新します。公園施設の更新に係る年次計画の策定に当たっては、公園を利用する子

どもの安全を確保するために、遊具の更新を優先して行います。 

 

 （３） 管理に関する方針 

    「公園施設長寿命化計画」に基づき、公園施設の長期的な安全の確保と施設機能の維持を行い、

長寿命化によりライフサイクルコストを縮減します。 

 

 （４） 取組実績 

    「公園施設長寿命化計画」に基づき平成２８年度から令和２年度までの５年間で修繕した公園施

設数は５０施設、総事業費は１億２，５６２万円です。公園施設の適正な維持管理を行い、利用者の

安全を確保するために、公園施設及び遊具の補修・更新を行いました。 

                                                   
23 四阿とは、壁がなく、4 本の柱で屋根を支える、休憩や眺望のための建物のこと。 
24 パーゴラとは、ツタやバラなどのつる性植物を絡めさせるため、格子に組んだ棚のこと。 
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加東市総務財政部管財課 

〒673-1493 兵庫県加東市社 50 番地 

Tel 0795-43-0413 Fax 0795-42-7375 

http://www.city.kato.lg.jp/ 


